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CSR（企業の社会的責任）レポート編集方針
当グループは、中長期的な企業価値向上との結び付きが強いESG関連項目（マ
テリアリティ）の特定にあたり、ESGを重視する機関投資家、社外役員、有識者の
方々にヒアリングを実施し、その内容を加味してマテリアリティを特定しました。
本CSRレポートでは、特定したマテリアリティを、ハーバード大学のマイケ

ル・E・ポーター教授が唱えた「共通価値の創造」（CSV: Creating Shared 
Value）のコンセプトを参考にしつつ、三井住友トラスト・グループの社会的責
任に関する方針であるサステナビリティ方針に沿って構成致しました。また、本
レポートは2013年5月に公表されたグローバル・レポーティング・イニシアティ
ブ・ガイドライン第4版を参考にしています。
当グループCSRレポートは、さまざまな読者ニーズに対応するため、フルレ
ポート（当レポート）、ダイジェスト版、テーマ別レポート（「気候変動」「自然資
本」「責任投資」「環境不動産」）の3形態で発行しています。当グループのその他
のCSR活動については、ウェブサイトに掲載していますのでぜひご覧ください。

※ 本レポートおよび当グループのCSR活動に関する皆さまからの率直なご意見をいただくため、巻末にアン
ケートをご用意致しました。皆さまの忌憚のないご意見・ご感想をお寄せいただければ幸いです。

ウェブサイトの「CSR活動」において、
当レポートへの掲載情報以外にも
当グループが取り組んでいる幅広い
CSR活動の内容を掲載しています。
ウェブサイトではサクセスフルエイジング、環
境・生きもの応援活動などについて、より詳
細な情報を掲載しています。

「CSRの取り組み」
http://smth.jp/csr/

三井住友トラスト・グループは
希少種の保護など、
生物多様性保全のための
取り組みを推進していきます。

表紙写真： エゾオコジョ 
[Short-Tailed Weasel]

エゾオコジョは準絶滅危惧種に指定されている生物です。

読者ニーズに合わせCSRレポートを3形態に。

社会貢献活動（With You活動）
についての定期報告書を
発行しています。

『SuMi TRUST With You社会貢献活動レ
ポート』は、三井住友信託銀行が取り組んで
いるWith You活動についての定期報告書
です（年４回発行）。

三井住友トラスト・グループ（三井住友トラスト・ホール
ディングス、三井住友信託銀行、その他のグループ会社）

報告対象範囲

お客さま、株主・投資家、社員、事業パートナー、地域社会、
NPO、行政、国際機関等の全てのステークホルダー（利害
関係者）

対象読者

2014年10月1日～2015年9月30日
※ ただし、一部には2014年度以前の活動や2015年10月以降の最新情
報を含んでいます。

報告対象期間

GRI（Global Reporting Initiative）G4
「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第４版」
※ 本ガイドラインとの対照表は129頁をご参照ください。

参照ガイドライン

作成中
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（1）  高度な専門性と総合力を駆使して、お客さまにとってトータルなソリューションを迅速に提供してまいります。

（2）  信託の受託者精神に立脚した高い自己規律に基づく健全な経営を実践し、社会からの揺るぎない信頼を確立してまいります。

（3）  信託銀行グループならではの多彩な機能を融合した新しいビジネスモデルで独自の価値を創出し、株主の期待に応えてまいります。

（4）  個々人の多様性と創造性が、組織の付加価値として存分に活かされ、働くことに夢と誇りとやりがいを持てる職場を提供してまいります。

三井住友トラスト・グループは、信託の受託者精神に立脚し、高度な専門性と総合力を駆使して、銀行事業、資産運用・管理事業、不動産事
業を融合した新しいビジネスモデルで独自の価値を創出する、本邦最大かつ最高のステイタスを誇る信託銀行グループとして、グローバ
ルに飛躍してまいります。

私たち、三井住友トラスト・グループの役員・社員は、グループ経営理念を実践するため、以下の6つの行動規範を遵守してまいります。

お客さま本位の徹底 ー信義誠実ー
私たちは、最善至高の信義誠実と信用を重んじ確実を旨とする精神をもって、お客さまの安心と満足のために行動してまいります。

社会への貢献 ー奉仕開拓ー
私たちは、奉仕と創意工夫による開拓の精神をもって、社会に貢献してまいります。

組織能力の発揮 ー信頼創造ー
私たちは、信託への熱意を共有する多様な人材の切磋琢磨と弛まぬ自己変革で、相互信頼と創造性にあふれる組織の力を発揮してまいります。

個の確立 ー自助自律ー
私たちは、自助自律の精神と高い当事者意識をもって、責務を全うしてまいります。

法令等の厳格な遵守
私たちは、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会規範にもとることのない企業活動を推進してまいります。

反社会的勢力への毅然とした対応
私たちは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、毅然とした姿勢を貫いてまいります。

経営理念（ミッション）

目指す姿（ビジョン）
ー「The Trust Bank」の実現を目指して ー

行動規範（バリュー）

「共通価値の創造（CSV: Creating Shared Value）」とは、企

業が社会のニーズや問題に取り組むことで社会的価値を創造

し、同時に自らの経済的価値を創造していくという考え方です。

当グループが目指す「共通価値の創造」は、「経営理念（ミッショ

ン）」「目指す姿（ビジョン）」「行動規範（バリュー）」、および当グ

ループの社会的責任に関する基本方針である「サステナビリティ

方針」に基づいたものです。これらのポリシーには、経済的価値や

社会的価値の創造に取り組む姿勢が明示されています。

さらに当グループは、共通価値の創造を実現するためのプロ

セスとして、長期投資家と社外有識者の皆さまの視点を踏まえ

てマテリアリティを特定し、インターナル・エンゲージメントとい

う手法を通じて社内への浸透を図っています。

また、当グループは、国際的な企業行動原則である「国連グローバル・コンパクト」や、国内金融機関の自主原則「持続可能な社

会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金融行動原則）」等に署名しており、これらの原則・行動指針を尊重しながら、共通価値

の創造を目指しています。

共通価値を創造するCSR

サステナビリティ方針

マテリアリティの特定

経営理念・目指す姿・行動規範
（奉仕開拓）

共通価値の創造

PRI UNEP FI

21世紀金融
行動原則

国連
グローバル・
コンパクト

共通価値の創造プロセス
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009

058

067

092

098

111

事業を通じた社会・
環境問題の解決への貢献

お客さまへの誠実な対応

社会からの信頼の確立

環境問題への取り組み

個人の尊重

地域社会への参画・貢献

私たち三井住友トラスト・グループは、経営理念（ミッ
ション）、目指す姿（ビジョン）、行動規範（バリュー）に
基づき、お客さま、株主・投資家、社員、事業パート
ナー、地域社会、NPO、行政、国際機関等の全てのス
テークホルダーとの対話を尊重し、持続可能な社会
の構築に積極的な役割を果たします。

三井住友トラスト・グループの

社会的責任に
関する基本方針
（サステナビリティ方針）

1

2

3

4

5

6
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004 トップコミットメント
006 三井住友トラスト・グループのマテリアリティの特定と
 共通価値創造に向けた取り組み

010 金融機能を生かした気候変動問題への対応
019 金融機能を生かした自然資本に関する取り組み
025 金融機能を生かした超高齢社会問題への対応
034 信託機能等を活用したさまざまなソリューション
041 資産運用業務におけるESG課題への取り組み
048 不動産業務におけるESG課題への取り組み

059 お客さまから信頼をいただくための取り組み
059 顧客保護等管理
066 安全な金融商品・サービスの提供

068 コーポレートガバナンス
077 コンプライアンス・公正な事業遂行
082 リスク管理
089 プロジェクトファイナンスにおける環境・社会への配慮
090 CSR調達（調達における環境・社会配慮）

093 環境負荷低減に向けた取り組み

099 人権と三井住友トラスト・グループ
103 雇用状況・労働環境
105 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて
106 企業価値向上のための人的資本の維持・向上

113 With You活動推進の取り組み
116 エコロジカル・ネットワーク形成のための活動
117 ナショナル・トラスト支援活動
118 ESDプロジェクト
120 ISAKを通じたインドの子どもたちへの教育支援
122 グループ会社におけるCSR活動
126 東日本大震災復興応援の取り組み

128 三井住友トラスト・グループのCSR
 さまざまな企業行動指針などへの参加と活動
129 GRIガイドライン対照表
136 財務ハイライト
137 三井住友トラスト・グループの基本情報

C o n t e n t s

社会や環境の課題解決に資する商品・サービ
スを開発・販売することで、当グループの業績
向上も目指します。

お客さまからの信頼が企業活動の基本です。
顧客保護や顧客満足度の向上、商品の安全性
の確保等に努めます。

コーポレートガバナンス、CSR、法令遵守、リ
スク管理等、企業価値創造の基盤の堅牢性を
高めます。

自然共生社会、循環型社会の構築を目指し、
環境負荷の低減に取り組みます。

社会を形成する「人」を重視します。また、個
人が最大限に能力を発揮する職場環境作り、
人材育成を行います。

健全な地域社会は健全な顧客基盤を支えま
す。With You活動を通じ地域の活動に参画・
貢献しています。

サステナビリティ方針1

サステナビリティ方針2

サステナビリティ方針3

サステナビリティ方針4

サステナビリティ方針5

サステナビリティ方針6
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トップコミットメント

取締役会長　

常
つねかげ

陰　均
ひとし

取締役社長

北
きたむら

村　邦
く に た ろ う

太郎

持続可能な社会に向けた貢献と、
企業価値を高い次元で両立させる
真のサステナビリティバンクを目指します
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取締役社長

ESG市場への道を開いたスチュワードシップ・コード
安倍内閣が主導する一連の資本市場改革が、日本の社

会・経済に変革をもたらしつつあります。中でも企業の稼

ぐ力の回復を目的に、機関投資家に建設的な対話を促す

スチュワードシップ・コードは、賛同する投資家が200を超

え、企業経営に影響力を持ち始めています。

海外ではこうした動きがさらに加速しています。特に機

関投資家にESG（環境・社会・ガバナンス）に配慮し長期的

な視点を踏まえた投資を求める責任投資原則（PRI）は、

2006年に制定されて以来、一貫して署名機関が増え続け、

その市場規模は2,000兆円を超えました。

日本は、こうした世界の潮流に乗り遅れていましたが、

長期的視点で共通するスチュワードシップ・コードの導入

がESGへの関心を呼び込み、低迷していた市場に変化の兆

しが表れています。2015年9月27日、安倍首相は国連にお

いて、世界最大の年金投資家であるGPIF（年金積立金管

理運用独立行政法人）がPRIに署名することを発表しまし

た。日本のESG投資の本格的な拡大につながる画期的な

出来事だったと思います。

ESGインテグレーションの開始
当グループは2003年に本格的なESG投資ファンドを

開発し、企業年金に提供を開始しました。その後長期にわ

たって運用手法を磨き続けてきたことが、今、私たちの大

きな強みになっています。そして2015年4月、その実績を踏

まえ、国内株式の全てのアクティブ運用にESGを統合する

「ESGインテグレーション」を開始しました。欧米において

ESG投資が爆発的に拡大したのは、テーマ型の投資だけで

なく既存の運用にESGを統合する動きが加速したからで

す。当グループはESGインテグレーションを行うことで長

期的な投資リターンの向上を目指すとともに、企業との対話

（エンゲージメント）を組み合わせることで、スチュワード

シップ・コード受入機関としての責任も果たしていく方針

です。

マテリアリティの特定と
インターナル・エンゲージメント
一方、私たちは、自らのESG活動を強化していく必要も

あります。そこで2015年度は、当グループの企業価値と社

会に与える影響度という二つの視点から重要な課題（マテ

リアリティ）を特定することで、基盤の再構築を図りまし

た。さらに社内への浸透を図るため、スチュワードシップ・

コードの考え方を取り入れ、CSR部署が「擬似ESG投資家」

となってマテリアリティの高い業務の担当部署と対話する

「インターナル・エンゲージメント」を新たに開始しまし

た。私たちは、こうした取り組みを通じて得た「気付き」を経

営に生かすとともに、非財務情報開示の充実にもつなげて

いきたいと考えています。

真のサステナビリティバンクを目指して
CSRは社会貢献ではなく、会社の宣伝でもありません。

当グループはこれまでもCSRと本業との融合を目指してき

ましたが、持続可能な社会の形成に貢献しながら自らの企

業価値を高める真のサステナビリティバンクの実現には、

まだまだ道半ばです。今後とも守り（リスク対応）と攻め（ビ

ジネス）の両面でESGをバランス良く追求すべく、努力を重

ねてまいります。引き続き皆さまの温かいご支援を賜りま

すよう、心からお願い申し上げます。

2015年12月

取締役会長
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三井住友トラスト・グループの
マテリアリティの特定と
共通価値創造に向けた取り組み

マテリアリティの特定を起点とした共通価値創造に向けた五つのステップ

長期投資家視点での
ESGマテリアリティ
特定対象を抽出

多様なステークホルダーの利害を
考慮に入れて長期的な視点で企業
価値を追求するESG投資家の視点
を重視。GRI、SASBなどの報告書ガ
イドラインをベースに、投資家に情
報を提供するESG調査会社※１が重
視する銀行のマテリアリティ項目を
洗い出し、世界の先進的な銀行の事
例、三井住友トラスト・ホールディン
グス（以下、当社）のESGリスク、日
本固有のESGリスク※２などを考慮
し、マテリアリティ特定対象として
28項目を抽出。
※1 MSCI、FTSE、Sustainalytics、 Robeco SAM等
※2 東京大学「日本のリスク・ランドスケープ第2回調
査結果」

社内関係者、社外役員・
有識者へのヒアリングにより
28項目をポイント化

マテリアリティ特定対象の28項目
について、二つの視点から関係者・
有識者に5段階評価によるポイント
化を依頼。
（第1の視点）
各項目が中長期的な当グループの
企業価値にどの程度の影響を与え
ているか、ESGリスク管理PT（85頁
参照）の構成部署と、当社、三井住友
信託銀行の社外取締役、社外監査
役8名全員（以下、社外役員）にポイ
ント化を依頼。
（第2の視点）
当グループが社会（ステークホル
ダー）にどの程度の影響を与えてい
るか、社外有識者18名と社外役員
にポイント化を依頼。

全ての項目のポイントの平均値を算定。

マテリアリティマップを
作成し、経営レベルで
ESG課題を共有

マテリアリティ特定対象28項目に
ついて、STEP2で算定したポイント
の平均値を「中長期的な当社の企業
価値に与える重要度」と「当社が社会
（ステークホルダー）に与える影響
度」の関係性を示すマテリアリティ
マップ（散布図）上にプロット。2つの
視点から評価した当グループにとっ
てのマテリアリティを確定。「最も
マテリアリティの高い領域」内にプ
ロットされた項目を最重要視すべき
ESG問題と考える。これらは、経営
会議で決議。取締役会に報告。

STEP3STEP2STEP1

ヒアリングによる項目のポイント化

マテリアリティ特定対象
として28項目を抽出

コーポレートガバナンス・コードが策定され、日本企業にも社会・環境問題をはじめとするサ
ステナビリティ（持続可能性）をめぐる課題について、経営のテーマとして適切に対応することが
求められるようになりました。当グループは、サステナビリティ課題を責任投資原則などが提唱
しているESG（環境・社会・ガバナンス）と同じ意味を持つ概念と位置付け、重要課題（マテリアリ
ティ）を長期投資家の視点を踏まえて洗い出し、社外有識者の皆さまにもご協力いただきながら
特定しました。さらに、インターナル・エンゲージメントを通じ、実務レベルでこれらへの対応を
強化するとともに、共通価値創造のための経営課題として対応するための体制を構築しました。

最もマテリアリティが
高い領域

重
要
度
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• マテリアリティは変化するので、外部環境や内部環境の変化に
応じてレビューする必要がある。

• サプライチェーン・マネジメントについては、取引先への影響力
の行使（レバレッジ）の問題が最重要だと思う（投融資先の環
境・社会への影響配慮とも絡む）。

• 自然災害よりも重要性を持つものに、紛争および政治不安があ
る。信託銀行であればこそ、そうした社会不安に自律的に対応
できることが求められる。

• 金融機関の特性として「全体調和」が重要かと思われる。金融機
関は産業全体に資金を供給するという責任もあり、投資先の企
業をバランス良く見ていく必要がある。

• 社会への影響度は、事業規模によって度合いが変わってくると
思う。影響の物理的大きさに左右される課題よりも、社会全体
として今後構築していくべき規範についての影響度を大きく評
価した。また、法的要求を超えて積極的に取り組むべき項目に
ついても、より重みを持って評価した。

ヒアリングを実施した社外有識者の皆さま（50音順） 社外役員・有識者からのご意見（一部抜粋）

インターナル・
エンゲージメントの実施

エンゲージメント内容の
実務展開

経営企画部CSR推進室が、マテリアリティ
の高い項目についてESG調査会社からの
当社に対する評価のフィードバック、機関
投資家の意見等を踏まえ現状の課題を洗
い出しディスカッション・ペーパーを作成。
それをベースに、普段投資家と直接向き合
うことのない担当部署※1とインターナル・
エンゲージメント※2を実施。
※1 総務部、人事部、リスク統括部、コンプライアンス統括部、
CS企画推進部

※2 投資家の立場で、ESGに関する課題を提示し、対応策や情
報開示の内容に関する対話（エンゲージメント）を行うこと。

インターナル・エンゲージメント
の対象となった部署は、共通価
値創造の観点から必要と判断し
た項目について、対話の内容を
業務改善に活用。CSR推進室は、
CSRレポートを中心にした非財
務情報開示のレベルアップに活
用。IR部署はこれらの開示情報
を外部投資家との対話に活用。

STEP4-1 STEP4-2 STEP5

秋山　をね（インテグレックス代表取締役社長）
足達　英一郎（日本総研創発戦略センター理事）
荒井　勝（社会的責任投資フォーラム会長）
河口　真理子（大和総研主席研究員）
川島　千裕（日本労働組合総連合会総合政策局長）
菊地　正俊（みずほ証券エクイティ調査部、チーフ株式ストラテジスト）　
末吉　竹二郎（国連環境計画・金融イニシアティブ特別顧問） 
関　正雄（損保ジャパンCSR部上級顧問／明治大学経営学部特任准教授）
竹ケ原　啓介（日本政策投資銀行 環境・CSR部長）　
寺田　良二（PwCサステナビリティ合同会社 執行役員）
寺中　誠（東京経済大学客員教授）
冨田　秀実（ロイドレジスター クオリティ アシュアランス リミテッド統括部長）
中神　康議（みさき投資代表取締役社長）　
日比　保史（コンサベーション インターナショナル ジャパン代表理事）
藤井　良広（環境金融研究機構代表理事／上智大学客員教授）　
本郷　尚（三井物産戦略研究所シニア研究フェロー）　 
水野　雅弘（TREE代表取締役）　
野城　智也（東京大学副学長（工学博士））

経営レベルでの議論テーマ

インターナル・エンゲージメントを実施

ディスカッション・ペーパー
の作成

業務の改善、非財務情報開示
のレベルアップ等に活用

長期的な企業価値向上に
向けた取り組み

特定されたマテリアリティは、イン
ターナル・エンゲージメントを通じ
た実務展開に活用するだけでなく、
当グループのコーポレートガバナン
ス基本方針（第3条-4）に記載された
「取締役会が取り組むべきサステナ
ビリティをめぐる環境・社会的な課
題」に対応するものと位置付ける。取
締役会では、特にマテリアリティの
高いテーマを中心に多面的な議論
を行い、当グループが進むべき方針
を決定。
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サプライヤー、外部委託先

間接
的な
影響を与え

るステークホルダー

直
接

的な
影響
を与えるステークホルダー不動産取引

不動産取引
プロジェクト
ファイナンス

プロジェクト
ファイナンス

企業への投資

企業への融資
企業への融資

企業への融資

その他 その他 その他 その他

企業への投資

企業への投資

三井住友
トラスト・
グループ

三井住友トラスト・グループのマテリアリティマップ

バウンダリー（当グループの事業活動の影響の範囲）の把握

当グループは、バウンダリーについて以下のように整理しています。

① 当グループに所属する企業
② 当グループへ各種サービスの提供や設備・文具などを納入
するサプライヤー、外部委託先

③ 当グループの事業を通じ影響を与えるステークホルダー
  （ア） 直接的な影響を与える事業

（例：プロジェクトファイナンス、不動産取引）
  （イ） 間接的な影響を与える事業

（例：企業への投融資）

当グループのバウンダリー

特定した最重要項目
• コーポレートガバナンス
• リスク管理とレジリアンス（復元力）
• 個人情報・顧客データ保護
• 公正な取引慣行への配慮
• コンプライアンス
• 金融システムの安定性
• 顧客満足度の向上
• 金融商品の安全性
• ステークホルダーとの対話
• サイバー攻撃
• 反社会勢力との取引
• 人的資本
• 犯罪防止
• 投融資先の環境・社会への影響に対する配慮

三井住友トラスト・グループの社会的責任に間する基本方針

当 グ ル ープ サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 方 針 に よ る 整 理

1. 事業を通じた社会・ • 環境・社会をテーマとしたビジネス機会の追求※
        環境問題の解決への貢献

2. お客さまへの誠実な対応 • 個人情報・顧客データ保護  • 顧客満足度の向上  • 金融商品の安全性

3. 社会からの信頼の確立 • コーポレートガバナンス  • リスク管理とレジリアンス（復元力）  • 公正な取引慣行への配慮  
 • コンプライアンス  • 金融システムの安定性  • ステークホルダーとの対話  • サイバー攻撃  
 • 反社会勢力との取引  • 犯罪防止  • 投融資先の環境・社会への影響に対する配慮

4. 環境問題への取り組み • 当グループの環境負荷の低減※

5. 個人の尊重 • 人的資本

6. 地域社会への参画・貢献 • 社会貢献※

当
グ
ル
ー
プ
が
社
会
に
与
え
る
影
響
度

中長期的な当グループの企業価値に与える影響度

最もマテリアリティが
高い領域

重要
度

※ 最重要項目ではないが、28のマテリアリティ特定対象に含まれている項目
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サステナビリティ方針6サステナビリティ方針3 サステナビリティ方針5サステナビリティ方針2 サステナビリティ方針4サステナビリティ方針1

事業を通じた
社会・環境問題の
解決への貢献

サステナビリティ方針1

• 私たちは、グローバルな視点に立ち、本業を通じて社会・
環境問題の解決に取り組みます。

• 私たちは、社会・環境問題の解決に向けて、信託銀行グ
ループならではの多彩な機能を融合した新しいビジネス
モデルや革新的な商品・サービスの開発に取り組みます。
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当グループでは、気候変動問題への対処が
持続可能な社会の構築に必要と考え、「気候変
動対応行動指針」を制定し、エコ・トラステュー
ションⓇ※の最も重要な課題として取り組みを
推進しています。
気候変動の新しい国際枠組みである「パリ

協定」が採択され、さらなるCO2排出量の削減
要請、脱石炭火力の圧力、再生可能エネルギー
活用などエネルギー需給構造の大きな転換期
を迎えています。当グループは、信託銀行の機
能とスキルを生かして付加価値の高い金融ソ
リューション事業を展開していきます。
※ 「環境（エコ）の問題に対し、信託（トラスト）の機能を活用して解決（ソリューション）に貢献
していく」という趣旨から、環境金融事業を「エコ・トラステューション」と名付けて、問題解
決型の商品・サービスを開発・提供しています。

金融機能を生かした
気候変動問題への対応

①海面上昇、沿岸での高潮
②大都市部への洪水
③極端な気象現象によるインフラ等の機能停止
④熱波による死亡や疾病
⑤気温上昇、干ばつによる食糧安全保障への脅威
⑥水資源不足と農業生産減少
⑦沿岸海域の海洋生態系の損失
⑧陸域と内水生態系がもたらすサービスの損失

気温上昇による将来の主要リスク



サステナビリティ方針6サステナビリティ方針3 サステナビリティ方針5サステナビリティ方針2 サステナビリティ方針4サステナビリティ方針1

011

三
井
住
友
ト
ラ
ス
ト
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス　

２
０
１
５
Ｃ
Ｓ
Ｒ
レ
ポ
ー
ト

再生可能エネルギーの普及・拡大

三井住友トラスト・ホールディングスの気候変動対応行動指針

1． 気候変動の緩和等に向けた取り組み・支援の実施
 私たちは、自らの事業活動に伴う温室効果ガス排出量の削減
などに積極的に取り組むとともに、企業市民の一員として、気
候変動の緩和やその適応に向けた活動の支援に努めます。

2． 商品・サービスの提供
 私たちは、金融機能を通じた省エネルギーの推進や再生可能
エネルギーの利用促進など、気候変動の緩和に資する商品・
サービスの開発・提供に努めます。

3． ステークホルダーとの協働
 私たちは、ステークホルダーと対話・協働し、気候変動への対
応に努めます。

4． 教育・研修
 私たちは、グループ各社への本行動指針の徹底と気候変動へ
の対応に向けた教育・研修に努めます。

5． 情報公開
 私たちは、気候変動への対応状況を積極的に開示します。

金融機関は気候変動に起因するリスクにさらされている
一方、気候変動の緩和策や適応策がビジネス機会ともなり
ます。投融資の意思決定において、気候変動に影響が大き

金融と気候変動

① 投融資先の企業、プロジェクト、個人が気候変動の影響を受け、
貸出債権等の資産が劣化するリスク。

② 法規制の変更、気候変動関連の経済的負担の増加、技術競争に
よって個別の業界や企業の業績等が変動するリスク。

③ 水害、異常気象などによってインフラ機能に障害が発生し、事業
継続に影響が発生するリスク。

④ 気候変動への緩和、適応のためのコストが増加するリスク。

① 再生可能エネルギーの普及に対するファイナンス機会の増加。
② 企業や個人の省エネ対策に対するファイナンス機会の増加。
③ 気候変動に対応する社会インフラの整備に対するファイナンス
機会の増加。

④ 緩和や適応に対する新しい技術の開発に対するファイナンス機
会の増加。

金融機関の気候変動に関するリスク 金融機関の気候変動に関するビジネス機会

い事業への注意、気候変動対策に資する事業への積極的
な資金提供が求められます。

設備容量
（kW）

計画中、建設中の案件を含む

104

1MW=103

1GW=106

105

1

101

102

三井住友トラスト・グループの再生可能エネルギーの取り組み
三井住友トラスト・グループ
では多様な再生可能エネル
ギー向けの金融商品の開発
に取り組んでいます。また、小
容量から大容量まで事業規
模に合わせたスキームを組ん
でいます。
具体的には、発電事業に出資
する再生可能エネルギーファ
ンドや、プロジェクトファイナ
ンス、リースなどさまざまな
形態のファイナンスを提供致
します。

太陽光 風力 バイオマス 水力 その他

温泉
バイナリー

コーポレート
リース型
太陽光

木質
バイオマス

バイオマス
ガス

メガソーラー
再エネ
ファンド
プロジェクト
ファイナンス

屋根借り
太陽光

中小企業向け
太陽光

家庭用
太陽光

マイクロ水力

水力発電
廃棄物発電

風力発電
再エネ
ファンド
プロジェクト
ファイナンス
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再生可能エネルギー・ファンド
太陽光発電など再生可能エネルギーの大規模発電事業に出資する再生可能エネルギー・ファンドを設立しました。

• 再生可能エネルギー事業の普及拡大に、エクイティ性資金の供給によって貢献します。

• 太陽光発電より投資実績を積み上げ、ファンドの規模拡大とともに、将来的にはバイオマス、風力、その他の再生可能
エネルギーに投資対象を拡大していきます。

• 安定的なインカムゲイン投資を期待する年金基金、個人投資家、機関投資家向けに、今後新たな投資商品の開発を進
めます。

ファンドの概要 全国のメガソーラーの稼働状況
2MW以上のメガソーラーの稼
働状況（2015年6月現在）
件数で8 9 . 7 %、設備容量で
94.3%ものメガソーラーが計画
されたまま未稼働の状況です。

※ 資源エネルギー庁
　 公表資料より算出

組み入れ検討中の案件 （2015年11月現在）
• 地域は関東から九州までの広域
• 発電容量は10～60MW
• 事業費規模は30億円～250億円前後
• ファンドの出資額は5億円～20億円程度

※ 設備認定取得済みの開発（グリーンフィールド）案件、稼働済み（ブ
ラウンフィールド）の売却案件が対象となります。

再生可能エネルギー発電事業者の次のようなニーズに対応していきます。

• プロジェクトのエクイティ性資金を確保したい。
• 資金を円滑に調達したい。
• 自社の出資比率を抑えつつ、さらなる事業拡大を目指したい。
• 発電事業をオフバランス化したい。
• 既存の発電事業をノンコア事業として整理したい。
• 将来のエグジット（出口）の実現可能性を確認するべく、出資持分の一部を売却したい。

ファンド・スキーム

三井住友信託銀行

三井住友トラスト・インベストメント

伊藤忠エネクス

有限責任

…

N-REIF1号
投資事業有限責任組合

個別発電PJ ①

個別発電PJ ② ノンリコース・
ローン

ノンリコース・
ローン

匿名組合
出資①

匿名組合
出資①

匿名組合
出資②

匿名組合
出資②

匿名組合
出資③ 無限責任

件数
［件］

稼働 160

認定 1,554

稼働率 10.3％

容量
［MW］

稼働 1,753

認定 30,573

稼働率 5.7％

項目 内容

ファンド名称 N-REIF1号投資事業有限責任組合

ファンド設立日 2015年3月30日

無限責任組合員
（GP）

三井住友トラスト・インベストメント
伊藤忠エネクス

有限責任組合員
（LP） 三井住友信託銀行

ファンド規模 50.25億円

投資対象 再生可能エネルギー特別措置法を裏
付けとした再生エネルギー事業
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オーストラリア

風力発電
水力発電
太陽光発電
バイオマス
その他

国内外の取組実績
国内33カ所、海外7カ所に
ファイナンスを実施

カナダ

アメリカ

オランダ ドイツ

再生可能エネルギー プロジェクトファイナンス
プロジェクトファイナンスを通じて、風力、太陽光などの再

生可能エネルギーの導入を促進しています。

洋上風力、バイオマスといった新しい種類の大型プロジェ

クトにも参画しています。

国内では固定価格買取制度の導入以降、各地で大規模

太陽光発電所（メガソーラー）が建設されました。国際的

には2020年以降の気候変動対策の国際枠組合意の交渉

国内外で大型案件が続々と稼働しています。

国内ウィンドファーム

海外メガソーラー

秋田県内の風況の良好な海岸線に大型の風
力発電所が開設されました。1基当たりの発電
容量が3MWという国内最大級の風車を6基備
えた総出力18MWの風力発電所です。発電し
た電力は固定価格買取制度を活用し系統電力
会社に売電しています。

アメリカ合衆国ネバダ州の砂漠丘陵地帯に
設置された発電容量250MWの超大型のメガ
ソーラー発電所です。この規模の太陽光発電
所は国内にはありませんが、海外ではこのよう
な大型発電所が稼働、計画されています。

ネバダ州

秋田県

秋田

カンザスシティー

ラスベガス

過程でさらなるCO2削減の必要性が浮き彫りになってい

ます。

三井住友信託銀行では風力発電、太陽光発電に加えて、

海外では2件目となる洋上風力発電、国内でも大型のバイ

オマス発電といった新分野でファイナンスを実行していま

す。再生可能エネルギー普及のための金融への期待は高ま

る一方です。
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屋根借り太陽光発電事業
建物の屋根を活用した太陽光発電事業を、三井住友トラス
ト・パナソニックファイナンスが設備に関するファイナンス
でサポートします。
国内の建物には太陽光発電設置のポテンシャルが多く

残されています。太陽光発電事業者が倉庫、物流センター、
商業施設などの屋根を賃借し、太陽光発電事業を行いま

す。発電事業者は固定価格買取制度を活用して売電し、建
物所有者は屋根の賃貸料を安定的に受け取ることができ
ます。
2015年9月までに7施設の屋上で稼働しており、設置容

量の合計は4,300kWを上回っています。（最小120kW、最
大1,050kW）

バイオマスガス発電
食品廃棄物などの有機系廃棄物のバイオマスガス発電の
導入をサポートしています。
バイオマスガス発電は、食品廃棄物、家畜の糞尿、汚水・

下水から生じる有機汚泥などの有機系廃棄物を発酵させ

メリット 利用可能
な廃棄物

• 廃棄物発生量を抑制し、廃棄物処理コストを削減できます。
• 固定価格買取制度を活用した売電収入を得ることができます。
• 発酵により腐敗臭を抑制し、近隣への悪臭を低減できます。
• 発酵後の消化液は肥料（液肥）として二次利用が可能です。

• 食品廃棄物、食品残渣
• 家畜の糞尿
• 下水、汚水などからの有機汚泥
など

廃棄食品

食品廃棄物

受入・破砕設備

メタン発酵設備

廃棄物減量

メタン生成（燃料）

液肥
排水

発電設備

液肥製造設備（浄化設備）

生ゴミ
発電

温水

食品廃棄物処理での導入事例

て可燃性ガス（主にメタン）を取り出し、それを燃料にして
発電するシステムです。食品リサイクル法でも一定の要件
のもとで再生利用等として「熱回収」が認められており、固
定価格買取制度を活用した売電が可能です。

電力会社

保険契約 保守契約

屋根賃借契約賃借料売電契約売電収入

工事契約

発電量分析
コンサル会社

分析・評価

プロジェクトA

プロジェクトB

プロジェクトC

資産・会計
管理契約等

延払い売買契約

返済

出資

配当

三井住友トラスト・
パナソニックファイナンス

太陽光発電事業
合同会社

会計事務所

建物所有者
• 倉庫・物流センター
• 商業施設 など

損保会社 EPC／O&M

匿名組合

設備を設置・運用

設備を設置・運用

設備を設置・運用

出資金

割賦現金

発電設備
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エネルギー効率化のサポート

ICT自動制御

リースを活用したエネルギーマネジメントサービス（提案事例）
導入計画からエネルギーマネジメントサービスまでをリース契約で総合的にサポートします。

お客さま

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス
（資金調達支援を含むトータルマネジメント）

三井住友トラスト・パナソニックファイナンスの
オープンプラットフォーム
さまざまな省エネメニュー

遠隔監視、運用改善、省エネ改修、熱源効率化、照明・空調　等

エネルギー使用
の見える化

エネルギーマネジメント
サービス

省エネ診断

省エネコンサルティング
サービス

メンテナンス

三井住友トラスト・パナソニック
ファイナンス

メーカー、エンジニアリング会社、
施工会社

最適メニューのご提案

省エネコンサルティング型エネルギーマネジメントサービス

提案のポイント

１．省エネコンサル、設備投資計画、ファイナンスから導入後のエ
ネルギーマネジメントサービスまでのワンストップサービス

２．補助金活用による投資負担の軽減（補助金率1/3）

３．リース活用による初期投資ゼロ、支払いの平準化

１．高効率冷凍機・
ショーケースの導入

２．照明のLED化
３．統合制御システムの導入

導入効果

１．年間使用電力量の削減（約500
千kWh／年、削減率25%）

２．年間電力料金の削減
（約1,300万円／年）
     （延床面積7,300m2のスー
パーの事例）

投資内容

高効率冷凍機・ショーケース、
LED照明を導入した店舗のリ
ニューアル例

省エネ投資のワンストップサービス（補助金活用型リース）

補助金活用イメージ図
主な補助金制度
• エネルギー使用合理化等事業者支援補助金

• 住宅・ビルの革新的省エネ技術導入促進事業費補助
金(ZEB事業)

• 先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減設備
補助事業(ASSET事業)

• 定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業費補助金

国、地方公共団体

三井住友トラスト・
パナソニック
ファイナンス

A業者 B業者 C業者

①補助金共同申請

（業者選定） ④設備代金
　支払

③設備売買
　契約

⑤補助金交付

お客さま
②リース契約

設備納入業者

※ 補助金申請にあたっては一定の
要件を満たす必要があります。

省エネ投資の計画から運用まで、全てのプロセスをサポートするワンストップサービスを提供しています。

• 省エネ診断、省エネ対策検討、機器選定、補助金申請、資金調達からメンテナンスまでワンストップで提供します。
• リースの活用により、初期負担なしでの省エネ設備導入も可能です。
• 補助金活用により初期コスト負担を軽減でき、さらなる省エネ・省コストのメリット享受が可能です。
• メーカー、施工会社などとのパートナーシップにより、適切な提案を提供します。
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補助金申請までのスケジュール目安

省エネ一次提案
の検討

公募発表 公募発表 公募発表 公募発表 公募発表～公募期間

6～12カ月前 3～6カ月前 1～3カ月前 1カ月前 2週間～1カ月前

省エネ診断
エネルギー
データ提供

役員会等にて
省エネ投資決定

最適な省エネ
二次提案の検討 補助金申請準備 補助金申請

その他の気候変動対策への貢献

フロン類の適正な回収・破壊と次世代冷媒

ハウス内の環境を光・水・
風などの自然の力を利用して
制御する省エネ型の農業をサ
ポートしています。気温、温度
などの環境項目をセンサーで
感知し、トータル環境をバラ
ンス良く自動制御します。
エネルギー使用量や初期

投資額あたりの年間収量など
の生産性向上を目指します。

グループ傘下の日本機械リース販売㈱では、空調機、
ショーケース、冷蔵庫、冷凍庫などのリース期間満了後はオ
ゾン層破壊物質、地球温暖化ガスであるフロン類の適正な
回収と破壊に努めてい
ます。
また、地球温暖化係

数の小さいフロン類以
外の次世代冷媒を使用
する機器のリースにも
注力しています。 ノンフロン冷凍機とノンフロン冷媒対

応ショーケースパッシブハウス型農業システム

自然の力を活用する農業プラント

写真提供：パナソニックES集合住宅エンジニアリング株式会社

建築物、街づくりにおける省CO2

スマートハウス向けリフォームローン
住宅リフォームローンでスマートハウス化をサポートして
います。家庭がエネルギーを創り出し、賢く（スマートに）エ
ネルギーを使う場に変貌していきます。
スマートハウスでは、太陽光発電に蓄電池や家庭用燃料

電池を組み合わせて効率良くエネルギーを創り出すことが
できます。また、ライフスタイルや気象条件に合わせて需要
をコントロールする機能が充実してきました。
今後は家庭用の電力、ガスの小売りが自由化され、通信

や放送とセットで販売されるなど各種エネルギー産業と情
報通信産業のサービスが一体化する時代となります。また、
電気自動車が蓄電池の役割を果たすようになり、住宅、家電
製品、自動車が複合的に
機能を発揮するような製
品開発が進んでいます。
三井住友トラスト・パナ

ソニックファイナンスで
は、太陽光発電の余剰電

リチウムイオン
蓄電池ユニット

HEMSモニター

スマートハウス化を実現する機器

太陽光発電

電気自動車・
EV充電器

家庭用燃料電池
（エネファーム）

電気自動車・
スマートハウス外観

力買取制度の創設以降、ソーラーローンで家庭用太陽光発

電の普及に貢献してきました（ソーラーローンの累積実行

総額は2015年10月現在585億円）。今後は販売店や施工

業者と協力して、スマートハウス化をリフォームローンでサ

ポートしていきます。
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スマートシティ
スマートタウン・スマートシティのプロジェ

クトに対して、環境配慮による付加価値の創

造、リースや住宅ローンによるユーザーへの

資金提供まで幅広く支援しています。 

スマートシティは情報通信、交通、居住環境、生産活動、レクリエーション
活動などにおけるエネルギー利用の効率化を図り、気候変動を緩和し、持続
可能な社会を実現しようとするものです。

パナソニック株式会社、藤沢市と三井住友信託銀行
を含む11社のパートナー企業の連携事業です。タウ
ンマネジメントを含めた地域単位での総合的な省
CO2の取り組みを進める街づくりをしています。

スマートシティイメージ図

ソーラーリース

ソーラーローン

車両リース

カーリース

ESCOサービス

LED

省エネ設備リース

省エネ設備リース

建物リース

設備リース

リフォームローン

太陽光発電

住宅

店舗

EV

次世代交通
システム

熱供給施設

オフィス

マンション
公共施設

一括受電

藤沢サスティナブル・スマートタウン

環境

責任投資ファンドのポートフォリオ

気候変動
環境マネジメント

• 環境方針・長期ビジョン
• 環境マネジメントシステム
• 環境管理の経営への統合
• サプライチェーン・マネジメント（SCM）

生物多様性

経営トップ
のコミットメ
ント、業績へ
のインパク
ト、事業の将
来性などを
評価

投資銘柄
候補群の決定

投資銘柄
決定に際し
重視する
ポイント

社会

企業統治

資源循環

化学物質

その他

事業活動における取り組み
• 温室効果ガス排出量の削減目標
• 事業活動における温室効果ガス排出量削減の取り組み

製品・サービスにおける取り組み
• 環境配慮型製品・サービスの開発戦略・方針の開示
• 省エネ基準・エネルギー消費効率目標
• 環境性能の評価（LCA）
• 環境性能の評価(認証制度)

※ CSV：Creating Shared Valueの略。共通価値の創造。社会的な価値と企業の価値をともに追求するという考え方。

RI（責任投資）における企業の気候変動対策の評価
三井住友信託銀行が提供するさまざまな責任投資において気候変動対策は重要な評価項目です。投資銘柄の選定に際し

ては、取り組みの網羅性を踏まえ、ビジネス機会の追求やリスク管理の視点を重視しています。

責任投資における企業評価の考え方

ビジネス機会の視点（CSV※) リスク管理の視点
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三井住友信託銀行は、環境格付融資の格付基準に気候

変動／温暖化対策に関する項目を組み込んでいます。この

融資においては、自社の事業活動からの温室効果ガスの排

出量や削減対策にとどまらず、サプライチェーンにおける排

出量を把握しているか、サプライチェーンを通じた取り組み

を推進しているかといった、気候変動のサプライチェーンマ

融資における企業の気候変動対策の評価
環境格付を通じた気候変動対策の評価とサプライチェー

ンにおけるCO2排出量の算定を行います。

環境格付融資

ネジメントを重要視した評価体系を取り入れています。

三井住友信託銀行の環境格付融資をご利用いただくお

客さまには、オプション（有料）としてサプライチェーンの

上流における温室効果ガスのscope3を算定するサービ

スをご利用いただくことができます。この算定結果はCDP

（Carbon Disclosure Project）やCSRレポートでの情報

開示に使用することができます。また、このオプションサー

ビスを利用することによってサプライチェーンの上流にお

ける水使用量、土地利用面積についても計測することがで

きます。

環境配慮型店舗

小金井エリア唯一の信
託銀行として2015年7月
に開店しました。太陽光パ
ネルや使用電力量を可視
化するエネルギー管理シ
ステムを導入、また店舗内
外は全てLED照明を使用
し、CO2削減に取り組んで
います。

小金井支店

星ヶ丘支店は名古屋市
東部唯一の信託銀行とし
て、2015年8月に開店しま
した。星ヶ丘支店では、太
陽光パネルを設置し２カ
所のデジタルサイネージで
発電量を表示するほか、屋
上に砂苔を敷き緑化に取
り組んでいます。

星ヶ丘支店
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自然資本に注目が集まっています。非財務
情報開示の新しい潮流である統合報告におい
ても、組織が価値創造の際に依拠する六つの
資本の一つと位置付けられ、「組織の過去、現
在、将来の成功の基礎となる物・サービスを提
供する全ての再生可能および再生不可能な環
境資源およびプロセス」と定義されています。
具体的には空気、水、土地、鉱物および森林、生
物多様性、生態系の健全性が含まれると整理
されています。

金融機能を生かした
自然資本に関する取り組み

自然資本

社会・関係資本

人的資本知的資本

財務資本

製造資本
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自然資本を守るということ

動物相

基盤サービス
栄養塩循環、土壌形成、一次生産 等

調整サービス
気候調整、洪水制御、水の浄化 等

植物相

供給サービス
食糧、淡水、木材、繊維、燃料 等

文化的サービス
審美的、精神的、教育的 等

水 土壌 大気

自然資本の5要素

生態系サービスの4類型

生物多様性

環境、社会、経済の全てに関わる自然資本
多様な生物とそれを育む水、土壌、大気などは、自然資本と呼ばれま

す。これらは地球生命を維持する基盤であり、あらゆるものに優先し、
保全される必要があります。

自然資本の恩恵
人間の生活は自然資本とそれが生み出す生態系サービスによって成

り立っています。それゆえに自然資本を構成する自然資源を賢く活用
し続けることは、環境保全だけでなく社会の基盤を固め、経済の発展
を持続可能なものにすると考えられます。

SDGs（持続可能な開発目標）
2015年9月、国連で開催された「持続可能な開発サミット」において

SDGs（Sustainable Development Goals）が、人間、地球および繁栄の
ための行動計画として採択されました。持続可能な開発のために2030
年までの実現を目指すSDGsの17の目標と169のターゲットの4割が水、
気候変動、食料、森林、海洋などの自然資本に関する項目です。

貧困・飢餓の
根絶／農業

エネルギーの確保

健康な生活
福祉の促進

持続可能な
都市・居住

水と衛生の
利用と管理

持続可能な
生産と消費

気候変動対策 海洋・海洋資源
の保全 森林・生物多様性

SDGsにおける自然資本関係の主な目標項目

原材料
採掘・収穫

原材料
加工

部品
製造

組立
輸送

自社
生産活動

輸送
加工 使用 廃棄

GHG※排出 大気汚染 水質汚濁

土地利用 廃棄物
サプライチェーン上流での負荷が大きい

我が国における物質フロー（平成24年度）

出典：平成27年版 環境・循環型社会・生物多様性白書

※ GHG：温室効果ガス

循環利用量（244） （単位：百万トン）

最終処分
（18）

施肥
（14）

蓄積純増
（529）

輸出（179）

輸入製品（60）

含水等※
（260）

廃棄物等
の発生
（554）減量化（209）

自然還元（82）
食料消費（86）

エネルギー消費および
工業プロセス排出
（504）

総物質
投入量
（1,606）

輸入
（800）輸入資源

（741）

天然資源等
投入量
（1,361）

国内資源
（561）

グローバル・サプライチェーン…日本経済に影響を与える自然資本リスク
日本では総物質投入量のうち約50%を海外からの輸

入に依存しています。天然資源に限れば、10年前と比較
すると、国内資源の投入量は約半分に減少しています
が、輸入資源量は国内資源の1.3倍と逆転し、グローバ
ルな調達への依存度がますます大きくなっています。
海外からの調達にあたっては、そのサプライチェーン

における自然資本への依存度や環境負荷の大きさが、企
業経営上の隠れたリスク要因となっています。
サプライチェーンにわたる水、物質の使用量、二酸

化炭素の排出量などを適切に把握し、特に、サプライ
チェーン上流における自然資本へのインパクトをマネ
ジメントすることが、持続可能な企業経営の重要な要
素となっています。

グローバルに管理されるべき自然資本

※ 含水等：廃棄物等の
含水等（汚泥、家畜ふ
ん尿、し尿、廃酸、廃
アルカリ）および経
済活動に伴う土砂等
の随伴投入（鉱業、建
設業、上水道業の汚
泥および鉱業の鉱さ
い）。



サステナビリティ方針6サステナビリティ方針3 サステナビリティ方針5サステナビリティ方針2 サステナビリティ方針4サステナビリティ方針1

021

三
井
住
友
ト
ラ
ス
ト
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス　

２
０
１
５
Ｃ
Ｓ
Ｒ
レ
ポ
ー
ト

エコロジカル・ネットワーク…国内の自然資本の基盤
清らかな水、澄んだ空気、豊かな緑…自然に恵まれた国というイメー

ジが強い日本ですが、一方で、荒廃した山林や農地、緑地の少ない都市環

境、河川・海岸のコンクリート化といった問題を抱えています。

日々の生活や経済活動は、生物多様性の豊かさによって支えられてい

ます。生きものが生きていくために必要な「場」と、それらをつなぐ「道」を

確保すること。それがエコロジカル・ネットワークの考え方です。

さまざまな生きものが利用する多様な環境を残し、それらをコリドーと

呼ばれる道でつなぐことで、効率的に自然を守り、育むことができます。

私たちは、自然資本に配慮したエコロジカル・ネットワークを形成する

ことで、自然のめぐみを受け続けることのできる持続可能な社会づくりを

目指す必要があります。

国土は、都市域、郊外、里山、山間部など、その土地ごとに持続可能なシ

ステムの在り方が異なります。地域、都市、建物の自然資本へのインパクト

を評価し、管理する手法を開発し、エコロジカル・ネットワークを構築する

ことが国内の自然資本問題の解決につながると考えられます。

自然度が高い地域
不動産価格 → 低
　自然資本 → 高

都市域
不動産価格 → 高
　自然資本 → 低

生物多様性の
質を上げる

エコロジカル・ネットワークで
自然資本、生物多様性を活かす

開発による自然の
減少を食い止める

生きものの
土地を増やす

郊外
不動産価格 → 中
　自然資本 → 中

CASBEE不動産マーケット普及版

JHEP認証制度

自然の価値の金銭的評価

建築物の環境配慮

生物多様性オフセット（ノーネットロスの実現）

ナショナル・トラスト活動

ローン、投資、保険ポリシーなどあらゆる金融商品・サービスの意志決定プロセスに自然資本という考え方を統合する場合の方法論
開発を支援する。

  （a） 投資先企業の短期、中期、長期的成長の予測におけるESG（環境、社会、ガバナンス）リスク分析に、自然資本の考え方を取り入れること
で、債券や株式の評価に全体的アプローチを適用する。

  （b） コモディティを含む、自然資本に直接的あるいはサプライチェーンを通じて間接的に多大な影響を与える特定セクターのクレジットポ
リシーに、自然資本を評価する考え方を体系的に取り入れる。

三井住友トラスト・グループの自然資本の取り組み方針

1． 生物多様性の保全に向けた取り組み・支援の実施：私たちは、希少種や在来種の保護などに積極的に取り組むとともに、企業
市民の一員として、生物多様性の保全に向けた活動の支援に努めます。

２． 商品・サービスの提供：私たちは、生態系に対する適切な経済的、社会的評価を行い金融機能を通じた生物資源の持続可能な
利用の促進など、生物多様性の保全に資する商品・サービスの開発・提供に努めます。

３． ステークホルダーとの協働：私たちは、ステークホルダーと対話・協働し、生物多様性の保全に努めます。
４． 教育・研修：私たちは、グループ各社への本行動指針の徹底と生物多様性の保全に向けた教育・研修に努めます。
５． 情報公開：私たちは、生物多様性の保全への取り組み状況を積極的に開示します。

自然資本宣言
三井住友トラスト・ホールディングス（以下、当社）は、2012年6月にリオデジャネイロで開

催された「国連持続可能な開発会議（リオ＋20）」において国連環境計画・金融イニシアティブ

（UNEP FI）が提唱した「自然資本宣言（The Natural Capital Declaration）」に署名しまし

た。当社は国内で唯一の署名金融機関です。

三井住友トラスト・ホールディングスの生物多様性保全行動指針

自然資本宣言における金融機関のコミットメント（抜粋）
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当社は、2008年5月にドイツで開催された生物多様性条約第9回締約国会議（COP9） にお

いて、ドイツ政府が主導したビジネスと生物多様性イニシアティブに賛同し、リーダーシップ宣

言に署名しました。その後も本宣言を活動の指針として取り組みを継続しています。

ビジネスと生物多様性イニシアティブ・リーダーシップ宣言に基づく活動

石炭、石油、ガス、
その他鉱物

電気機器
エネルギー

重工業
工業製品
輸送機器部品
サービス業農林水産業

0
5%

15%
10%

20%
25%

各地域におけるセクター別の水使用量内訳 土地利用面積の地域別割合

自然資本評価ツールによるアウトプットのイメージ

GHG排出量も同様にセクター別、
地域別に算出される。

日本
中国
アジア（日本、中国除く）
オセアニア
米国
米州（米国除く）
欧州
アフリカ

18％

13％

15％7％

5％

14％

18％

10％

サプライチェーンの自然資本へのインパクト評価
自然資本評価
自然資本評価は、企業活動に起因する自然資本への依存度、影響度を調達品目ごと、国・地域ごとに、サプライチェーンを

遡って算定するサービスです。一次サプライヤーからの調達データを活用して算定します。

自然資本評価のメリット
①経営判断に活用可能なサプライチェーンに関する定量的リスク情報の獲得
グローバルなサプライチェーンマネジメントに不可欠な資源利用や、環境負荷に関する隠れたリスク情報が得られます。

②情報開示に利用可能な環境負荷等の定量的情報の獲得
「統合報告」での情報開示や、「CDP」などの調査におけるscope3の回答などに活用可能です。

宣言内容 2014-2015年の取り組み状況

 1. 企業活動が生物多様性に与える影響について分析を行う 生物多様性に与える影響を評価する投資信託、自然資本へのインパクトを評価
基準に組み込んだ融資商品を引き続き提供した。

 2. 企業の環境管理システムに生物多様性の保全を組み込み、生物
多様性指標を作成する

CSR推進体制の中で自然資本に関する取り組みについて年度計画を策定し、半
期ごとに実績をレビューしている。

 3. 生物多様性部門の全ての活動の指揮を執り、役員会に報告を行
う担当者を企業内で指名する

経営企画部CSR推進室長（チーフ・サステナビリティ・オフィサー）が全ての活動
の指揮を執り、経営会議への報告を行っている。

 4. ２～３年ごとにモニターし、調整できるような現実的かつ測定
可能な目標を設定する

CSRに関する中期計画において自然資本を含む取り組みの目標を設定して、経
営会議でレビューしている。 

 5. 年次報告書、環境報告書、CSR報告書にて、生物多様性部門にお
ける全ての活動と成果を公表する

自然資本を特集した年次報告書を作成している。CSRレポート、各種イベントに
おいて生物多様性への取り組みを開示している。

 6. 生物多様性に関する目標を納入業者（supplier）に通知し、納入
業者の活動を企業の目標に合うように統合していく

生物多様性への影響が大きい熱帯雨林の違法伐採に関わるコピー用紙やメー
カーとの取引をグループ全体で禁止し、サプライヤーの変更を行った。

 7. 対話を深め、生物多様性部門の管理システムを引き続き改善し
ていくために、科学機関やNGOとの協調を検討する

企業、政府、自治体、学者、研究機関、NGOが一堂に会する「自然資本研究会」を
主宰し、その研究成果を書籍にして出版した。
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環境格付融資
環境格付の評価項目

自然資本評価（オプション）
自然資本の5要素

自然資本評価の対象3項目

自然資本評価型環境格付融資
企業が事業を継続するためには、資源としての自然資本

の持続可能な利用が重要です。グローバルサプライチェー
ンにおける、自然資本に関する調達リスクの管理が経営戦
略上不可欠だという認識が高まってきました。
三井住友信託銀行は、2013年4月、企業の環境に対する

取り組みを評価する環境格付の評価プロセスに、自然資本

に対する影響や、取り組みを評価する考え方を組み込んだ
「自然資本評価型環境格付融資」を開始しました。自然資
本の評価を融資基準に組み入れるという取り組みは、世界
初の試みで、我が国の環境白書や欧州委員会の報告書等
で先進的な事例として採り上げられました。

戦略と環境ママネジメント 動物相

植物相

水使用量

水

土地利用面積

土壌

GHG※排出量

大気

環境格付に基づく融資条件の決定 サプライチェーン上流での環境負荷、
リスク情報をレポーティング

気候変動／温温暖化対策
資源循環／汚汚染対策
製品の環境配配慮・環境ビジジジネネスス
環境配慮型不不動産
生物多様性

自
然
資
本
に
関
す
る

定
性
評
価
を
導
入

（注） オプションはPwCサステナビリティ合同会社提供のESCHERで算定し、オプショ
ンのみのご利用はできません。

＋
※ GHG: 温室効果ガス

融資における取り組み

※ リスク対応度を測る基準として、企業のマテリアルバランス報告に着目し、エネルギー、水、廃棄物と売上高との関係をもとに自然資本効率性（Natural Capital Effi ciency Index/自然資
本1単位が生み出すサービス量）を低下させてしまう可能性の多寡を指標化し、活用している。

資産運用における取り組み（責任投資）
生物多様性企業応援ファンド
2010年、三井住友トラスト・グループは、自然資本の重

要な構成要素である生物の多様性の保全や、持続可能な
利用など、グローバルな視点から企業の生物多様性への

取り組み状況を評価して投資対象銘柄を選定する日本株
ファンドを、世界で初めて開発しました（三井住友信託銀
行調べ）。

投資対象企業の評価軸

運用プロセス

ポートフォリオ
投資ユニバース
国内の上場企業
（新興市場を含む）

生物多様性への
取り組み状況の

評価

生物多様性
企業リスト

リスク対応に積極的な企業
Risk Management

事業活動が生物多様性に及ぼす影響を緩和す
ることに積極的に取り組んでいる企業※

1 事業機会を有する企業
Business Opportunities

生物多様性を保全する技術・サービスを提供
する企業

2 長期目標を設定している企業
Long-Term Goals

生物多様性を保全するアクションプラン等長
期目標を設定している企業

3

STEP1 （日本総合研究所）
生物多様性への取り組み状況の調査・分析

STEP3 （三井住友トラスト・アセットマネジメント）
ポートフォリオの構築

STEP2 （三井住友信託銀行）
投資対象銘柄の選定
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不動産と自然資本
生態系、生物多様性に配慮する建築コンサルティング
建物の環境性能を評価認証する「CASBEE-不動産※1」と

敷地の生物多様性を評価する「JHEP（ハビタット評価認証

制度）※2」を併用することにより、不動産の多様な環境性能

を高め、総合的な不動産価値の向上を図ることができます。

三井住友信託銀行の建築コンサルティングのメニューで

は生物多様性への配慮を取り入れています。

建物の環境性能は省エネ、温暖化対策、生物多様性、耐

久性、資源効率性などさまざまな指標で評価されます。

建物の価値は経年劣化しますが、生物多様性の価値は

生態系の形成とともに年を追って高まり、敷地と建物が一

体となった価値を維持することにつながります。また、地域

や近隣の建築物や緑地などと連携することにより、エコロ

ジカル・ネットワークが形成されます。

CASBEE-不動産
（建築環境総合性能評価システム）

評価認証の主要観点
• 環境・エネルギー効率性の向上
• 知的・労働生産性、快適性の向上

CASBEE-不動産の評価項目
① エネルギー／温暖化ガス
② 水
③ 資源利用／安全
④ 生物多様性／敷地
⑤ 屋内環境

JHEP
（ハビタット評価認証制度）

評価認証の主要観点
• 事業前よりも生物多様性価値が向上
• みどりの地域らしさ、動物のすみや
すさ

JHEPの認証要件（新規認証の場合）
① 生物多様性価値の損失ゼロ
② 生物多様性の質が一定水準以上
③ 特定外来生物等の使用なし

総合的な不動産価値向上

※1 CASBEE-不動産：国土交通省主導のもと、日本で開発・普及が進められている建物の
環境性能評価システム。三井住友信託銀行も基準制定に関与。

※2 JHEP（ハビタット評価認証制度）:公益財団法人日本生態系協会が開発した生物多様性
の保全や回復に資する取り組みを定量的に評価、認証する制度。 不動産価値の経年変化（イメージ）

時間

不
動
産
価
値

不動産価値

生物多様性価値

建物価値

自然資本に関する情報発信

エコプロダクツ展は、毎年12月に東京ビッグサイトで開

催される日本最大の環境関連イベントです。

三井住友信託銀行は、2007年から「生物多様性」をテー

マにブースを出展してきましたが、2012年からは「自然資

本」をテーマに、投融資商品や不動産の取り組み、ナショナ

ル・トラスト支援活動を紹介し、多くの企業・団体から高評

価をいただいています。

2013年4月に、企業、政府、自治体、学者、研究機関、NGO

などが参加する自然資本研究会を立ち上げました（委員長 

鎗目雅 東京大学公共政策大学院 科学技術イノベーション・

ガバナンス 特任准教授）。これまで、各メンバーの研究内容

をテーマに自由な雰囲気で活発な議論を重ねてきました。

これらの内容は、シンポジウムや環境展示会などで対外的

に情報発信もしており、2015年8月にはこれまでの成果を

まとめ、書籍として発刊しました。

『自然資本入門 国、自治体、企業

の挑戦』と題したこの本では、自然

資本の議論が高まってきた歴史的

背景と世界的な潮流から自然資本

を生かす金融機関、企業、自治体

の取り組みまで、幅広いテーマを

取り上げています。

エコプロダクツ展 自然資本研究会

エコプロダクツ展
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実績値 推計値
（万人）

0

30.0

10.0

20.0

40.0
（％）

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上年齢別人口
高齢化率（65歳以上人口割合）

高齢化の推移と将来推計

資料： 2013年は総務省「人口推計」（2013年10月1日現在）、2015年以降は国立社会
保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2012年1月推計）」の出生中位・
死亡中位仮定による推計結果

日本では少子化が進展し、急速に人口が
減少しています。さらに65歳以上の高齢者が
25％と世界に例を見ない超高齢国となり、さ
まざまな社会の歪みが現れ始めています。三
井住友信託銀行は、金融機能を生かしたシニ
ア世代のお金の問題への解決策の提案やさま
ざまな情報の提供など、お客さまが健康で心
豊かに年齢を重ねる「サクセスフル・エイジン
グ」を積極的にサポートしています。

金融機能を生かした
超高齢社会問題への対応
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サクセスフル・エイジングに向けたサポート

1. 老後の安全・安心のための資産の有効活用
ラップ口座・人生安心パッケージ
三井住友信託銀行の投資一任運用商品（ラップ口座）

は、お客さまにふさわしい運用プランを提案し、投資一任

契約を結ぶことで、運用に係る投資判断や売買、管理など

を、三井住友信託銀行がお客さまに代わって一括して行う

商品です。ラップ口座に申し込まれたお客さまで、満40歳

～満65歳の方は、ガン保険・介護保険を付帯するサービス

「人生安心パッケージ」に無料で申し込むことができます

（保険料は三井住友信託銀行が負担します）。

日以上入院した場合、または「要介護2」以上に認定された

場合、1口につき50万円の保険金をご用意するものです。

外貨革命の契約が継続する限り保障も続き、お客さまの保

険料負担もありません（保険料は三井住友信託銀行が負担

します）。

リバースモーゲージ
リバースモーゲージは、豊かなセカンドライフをサポー

トするためのローンです。三井住友信託銀行は2005年3

月、自宅を担保に老後のゆとり資金を融資する「リバース

モーゲージ」の取り扱いを始めました。ご自宅を担保に、年

金のように毎年一定額を受け取れる方法と、設定した一定

の枠内で随時受け取れる方法があります。

なお、本商品は事業性資金を除き、資金使途は自由のた

め、余暇を楽しむための資金だけでなく、ご自宅のリフォー

ムや老人ホームへ入居する際の入居一時金など、さまざま

な用途に活用することができます。

住み替え・リフォーム

リフォームローン
住み慣れたご自宅に住み続けるには、バリアフリーや

介護に対するリフォームの備えが必要な場合も出てきま

す。三井住友トラスト・パナソニックファイナンスでは、リ

フォームローンにより、お客さまが快適な老後の生活を送

れるよう住まいづくりをサポートしています。

不動産売却つなぎローン
家族構成やご自身の健康状態に合わせて、ご自宅を売

却し老人ホームや交通の便の良いマンションへの住み替

えを希望される方も少なくありません。三井住友トラスト・

ローン&ファイナンスは、お客さまが大切な不動産を売り

急ぐことがないよう、不動産売却つなぎローンを通じて、老

後の生活に合う住まい探しをサポートしています。

また、ご自宅の売却・新たな住まい探しは、不動産仲介

会社の三井住友トラスト不動産がお手伝いしています。

人生安心パッケージの仕組み
ラップ口座の契約金額500万円ごとに、ガンまたは介護の

いずれかの保険金100万円（1口）をご用意します。契約金額を

追加投資で増やすことにより、ガンと介護とを組み合わせた保

障水準を積み上げていくことが可能です。

※ イメージ図

契約金額を増やすと
あんしん（保険金）も
増えます

（
契
約
金
額
）

500万円 1,000万円 1,500万円 2,000万円 2,500万円

ガン保険1口
100万円

ガン保険1口
100万円

ガン保険1口
100万円

ガン保険1口
100万円

介護保険1口
100万円

介護保険1口
100万円

介護保険1口
100万円

ガン保険1口
100万円

ガン保険1口
100万円

ガン保険1口
100万円

外貨革命・安心パッケージ
2014年12月、三井住友信託銀行はカーディフ損害保険

会社との共同により、外貨定期預金（愛称：外貨革命）にガ

ン・介護の保障を無料で付帯する業界初のサービスとして

「外貨革命・安心パッケージ」を開発しました。

この商品は外貨革命（預入期間：１年、自動継続）に申し

込まれた満40歳～満65歳の方を対象とするもので、預入

金額300万円を1口として、お客さまがガンにより通算31
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被後見人さま
（委託者兼受益者）

親族後見人・
専門職後見人
（法定代理人）

申込書等の提出
金銭の信託

家庭裁判所の指示書に
即した金銭の交付

家庭裁判所

報告 指示

三井住友信託銀行
（受託者）特約付合同運用金銭信託

（元本保証）
金銭を管理

後見制度支援信託

安心サポート信託(金銭信託型)
三井住友信託銀行は、お客さま自身とご家族などの方々

のために、大切な財産をオーダーメードかつ中・長期間の

サポートによって保全・管理を行う「信託銀行」ならではの

機能を生かした商品「安心サポート信託」を取り扱ってい

ます。安心サポート信託には、「金銭信託型」「生命保険信

託型」の二つの商品タイプがあります。

「金銭信託型」は、信託の受益者をご本人とする(自益信

託)、もしくはご本人以外の方とする(他益信託)ことにより、

ご本人やご家族、寄付先など、お客さまのご意向に沿った形

で信託財産を交付していくことができます。自益信託の例で

は、老人ホームに入居を検討しているが、財産の管理・保全

を任せられる人がおらず、将来認知症になったときを心配さ

れている場合、三井住友信託銀行がお客さまに代わり月々

の居住費等を確実にお支払いするケースが挙げられます。

セキュリティ型信託
2015年9月、三井住友信託銀行は、ますます巧妙化す

る金融犯罪からご資産をお守りする新しい商品「セキュリ

お客さま
（委託者）

① 信託の設定
 （契約または遺言）

③ 生活費や教育資金等の
 お支払い

受益者への財産の交付に
関する同意・指図等

特約付合同運用
金銭信託
（元本保証）

② 金銭の信託

ご本人・
ご家族・
寄付先など
（受益者）

指図権者
（信託関係人）三井住友信託銀行

（受託者）

「金銭信託型」の仕組み

払出手続き

2. 老後の資産を安全に管理するために

成年後見制度に関するご相談・取り次ぎ
三井住友信託銀行は、公益社団法人成年後見センター・

リーガルサポートおよび一部の各地弁護士会と協定を結

んでおり、成年後見制度に関する相談や、利用を希望され

るお客さまのリーガルサポート、各地弁護士会へのお取り

次ぎを行っています。また、お客さまには、リーガルサポー

トが推薦する司法書士、あるいは、各地弁護士会が推薦す

る弁護士にご相談いただくことができます。

安心サポート信託の指図権者や同意者として親族に適

当な方がいない場合は、信頼できる弁護士または司法書

士と「任意後見契約」を結び、その弁護士または司法書士

を安心サポート信託の指図権者・同意者とすることもでき

ます。

後見制度支援信託
後見制度支援信託は、被後見人さまの財産を保護し、将

来にわたる生活の安定に資するための信託です。信託金

は、家庭裁判所の指示書に基づいて設定された特約によっ

て、定期的に一定額が被後見人さまに交付されます。

ティ型信託」の取り扱いを開始しました。本商品は、お預

け入れいただいたご資金を払い出す際に、あらかじめご

指定いただいた同意者（お客さまの3親等以内のご親族）

の方の同意を得た上でご資金をお支払いする仕組みで

す。また、日々の生活に必要なご資金などは、同意者の同

意なしで、定期的に毎月最大20万円まで受け取ることも

できます。

ご家族の同意を得る仕組みにより、金融犯罪を未然に防

止し、お客さまの大切なご資産をご家族の皆さまと共にお

守りしていきます。

契約者 同意者

三井住友信託銀行

① 払出手続きへの同意の依頼

③ 払出請求書
　 （契約者・同意者の署名捺印）

④ 信託財産からの払出

② 払出手続きへの同意
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家族おもいやり信託(年金型)
お客さまに相続が発生した後、のこされたご家族の

方が安心して生活できるよう、お預かりしている信託

財産を定期的にお支払いする商品です。

あらかじめ法定相続人の中からご指定いただいた

お受取人に、月々の生活資金を定期的にお支払いする

ことで、お預かりした信託財産を管理し、ご家族を支え

ます。

特定贈与信託の仕組み

三井住友
信託銀行
（受託者）

お客さま

委託者
兼
贈与者

特定障がい者

受益者
兼
受贈者

受益者代理人

特定贈与
信託契約

金銭の
信託

生活費、
医療費等
の支払い

同意・連絡等

受益者の各種取引に
関する代理・同意・指図などみなし贈与

3. ご家族・ご親族の生活のために

家族おもいやり信託(一時金型)
相続が発生した場合、「葬儀の段取り」「相続関係の手

続き」など、のこされたご家族の方には、さまざまな手

続きが待っています。「家族おもいやり信託(一時金型)」

は、お客さまに相続が発生した際、あらかじめ法定相続

人の中からご指定いただいたお受取人に対し、お預かり

している信託財産を当面の必要資金や葬儀費用として

お支払いする商品です。

家族おもいやり信託(一時金型) 家族おもいやり信託(年金型)

お客さま
（委託者兼
受益者）

ご家族の方
（信託財産の
お受取人）

「家族おもいやり信託（一時金型）」のお申し込み
金銭の信託
信託財産のお受取人のご指定

三井住友
信託銀行
（受託者）

お支払方法のご案内
信託財産のお支払い

三井住友信託銀行本支店にて
  「家族おもいやり信託（一時金型）」の支払いのご請求

お客さまに相続が発生

信託財産のお受取人の方が
一括でお受け取りになれます。

信託財産のお受取人の方が、一括でお受け取りになれます。

イメージ図

お
申
し
込
み

（一時金型）
信託金

金銭信託で
お預かりします
（元本保証）

ご
相
続
が
発
生

（一時金型）
信託金

当面の必要資金や
葬儀費用として

お客さま
（委託者兼
受益者）

ご家族の方
（信託財産の
お受取人）

「家族おもいやり信託（年金型）」のお申し込み
金銭の信託
信託財産のお受取人のご指定

三井住友
信託銀行
（受託者）

お支払方法のご案内・受取口座のご確認
信託財産のお支払い

三井住友信託銀行本支店にて
  「家族おもいやり信託（年金型）」の支払いのご請求
受取口座のご指定

お客さまに相続が発生

信託財産のお受取人の方が
定期的にお受け取りになれます。

信託財産のお受取人の方が、定期的にお受け取りになれます。

イメージ図

お
申
し
込
み

（年金型）
信託金

金銭信託で
お預かりします
（元本保証）

ご
相
続
が
発
生

（年金型）
信託金

月々の
生活資金として

（年金型）
信託金

（年金型）
信託金

特定贈与信託
特定贈与信託とは、特定障がい者の方の将来にわたる生

活の安定に資する目的で贈与されたご資金を、三井住友信

託銀行が合同運用金銭信託等で安定的な運用を行い、お客

さまに代わって特定障がい者の方にお渡しする商品です。

受益者となる「特定障がい者」は、障がいの程度によって「特

別障がい者」と「特別障がい者以外の特定障がい者」に分けら

れており、「特別障がい者」の方は6,000万円、「特別障がい者

以外の特定障がい者」の方は3,000万円まで非課税で、生活費

や医療費等に充てる資金として定期的にお支払いします。

安心サポート信託(生命保険信託型)
安心サポート信託（生命保険信託型）は、プルデンシャル

生命保険株式会社と共同開発した商品で、生命保険金の

交付方法・用途などをあらかじめ柔軟に設計することがで

きます。例えば、ご自分が亡くなられても生命保険金を保全

しながら子どもの学資として必要な時期に必要な支払い

が可能になります。
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エステートプランニング
エステートプランニングとは、お客さまの資産承継に対

する考え方を整理し、具体的な資産承継計画の作成に向け

たサポート（コンサルティング）を行うサービスです。三井

住友信託銀行は、資産管理・相続・遺言関係業務などに関

して、長年にわたり培ってきたノウハウにより、さまざまな

コンサルティングを行います。

遺言信託
三井住友信託銀行では、お客さまのご意思に従って、預

金、有価証券、不動産などのさまざまな資産を次の世代に

承継することを支援するサービスとして「遺言信託」を取り

扱っています。 遺言信託には次の二つのコースがあります。

執行コース：遺言書を保管し、相続開始時には遺言の
執行をお引き受け致します。

保管コース：遺言書を保管し、相続開始時には遺言書
を相続人の方々にお渡し致します。

また、ご自身の遺産を「社会・公益のために役立てたい」

とお考えの方には、「遺贈による寄付制度」を案内していま

す。これは三井住友信託銀行が提携した公益財団・社団法

人、学校法人、認定NPO法人などに遺贈（遺言による寄付）

を希望する方を、三井住友信託銀行の「遺言信託業務」の

機能を通じてサポートする制度です。

相続手続トータルサービス
三井住友信託銀行は、複雑な相続手続きを円滑に進め

るための「相続手続トータルサービス」を取り扱っていま

す。具体的には、相続人の方のお申し込みに基づき、次のよ

うな手続き代行・サポートを行います。

• 法定相続人の確定

• 相続財産の調査、把握

• 遺産分割協議のアドバイス

• 預貯金、有価証券などの換金、名義変更（各金融機関の

所定の手続きを代行します）

• 不動産の名義変更

• 所得税・相続税など納税資金の手当てのアドバイス

暦年贈与サポート信託　
暦年贈与サポート信託は、ご親族の方に生前贈与をす

る際の「贈与契約書」の作成などのお手続きをサポートす

るサービスです。贈与に必要な書類などは毎年三井住友

信託銀行からご案内しますので、贈与の機会を逸すること

なく贈与していただけます。このサービスにより、生前贈与

を簡単に行うことができます。また、年に一度、贈与をした

方、贈与を受けた方の双方に、贈与報告書をお送りします。

教育資金贈与信託〈愛称：孫への想い〉
教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置が創設

され、30歳未満のお孫さま等に対して、授業料等の教育資

金を非課税で一括贈与することが可能となりました。

本商品を通じて、お孫さま等への教育資金として三井住

友信託銀行にお預け入れいただいた場合、三井住友信託

4. さまざまな資産を次の世代へ円滑に承継するために

次世代への生前贈与のお手伝い

円 滑 な ご 相 続 の お 手 伝 い

銀行はお孫さま等からの払出請求に基づき、教育資金をお

支払いします。お預け入れいただいたご資金のうち、学校

等の教育機関へのお支払いであれば、お孫さま等1人当た

り1,500万円まで贈与税が非課税となります。

結婚・子育て支援信託
結婚・子育て支援信託は、2015年度税制改正において

創設された、結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の

非課税措置に基づく信託商品です。税制上の優遇措置とし

て、20歳から50歳未満のお子さま・お孫さま等へ結婚・子

育て資金の一括贈与が行われた場合、1,000万円まで贈与

税が非課税となります。本商品は結婚・子育て資金へのお

支払いが確認できる領収書等に基づき金銭信託からお支

払いするため、贈与をする方の「結婚や子育てに活用して

ほしい」という想いに確実に応えることが可能です。
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今後、ますます深刻化する認知症問題に金融業界としてど

のように対応していくべきか多角的な議論が行われ、議事録

を署名機関に展開することで、金融界に問題を提起しました。

認知症サポーター養成講座
認知症サポーターの育成は、厚生労働省が「認知症に

なっても安心して暮らせるまち」の実現を目指した取り組

みです。 三井住友信託銀行は、認知症サポーターとして

社員を育成することを目的に、全国の営業店で、認知症サ

ポーター養成講座を実施しています。参加した社員は、認

知症の症状や金融機関で起こりうる問題、認知症の方への

対応方法などについて約1時間の講座を受講した後、認知

症サポーターとして認定されます。これにより、多くの社員

が認知症に対する理解を深めています。

鹿児島でのシンポジウムへの参加
三井住友信託銀行は、2015年７月に志學館大学などが主

催し、鹿児島で開催された合同シンポジウム「認知症の人と

創る未来社会」において、「認知症高齢者の財産管理」につい

ての発表を行い、適合性の原則や成年後見制度の考え方を

整理するとともに、現状の課題について問題を提起しました。

「認知症」とは老いに伴う病気の一つです。代表的なアル

ツハイマー型をはじめとして認知症は、脳の機能が低下す

ることによって、記憶・判断力の障がいなどが起こり、社会

生活や対人関係に支障が出ます。高齢化の進展とともに、

日本における認知症の人数は急増しており、65歳以上の高

齢者では7人に1人程度、認知症の前段階と考えられてい

るMCI(Mild Cognitive Impairment)の人も加えると4

人に1人の割合となります。このことは、当グループのお客

さまにおいても一定割合で認知症に羅患される方がおら

れることを意味します。

認知症に関する産学連携への参画
三井住友信託銀行は、京都府立医科大学が文部科学省

の補助金を活用し主導する「高齢者の地域生活を健康時か

ら認知症に至るまで途切れなくサポートする法学、工学、

医学を統合した社会技術開発拠点」事業(COLTEM)の金

融サテライトチームに所属し、金融機関のための認知症対

応マニュアルの作成などに協力しながら、認知症に罹患さ

れたお客さまを想定し、対面営業や商品開発などに関わる

多面的なご意見をいただいています。 

2015年10月16日には、三井住友信託銀行が座長を務め

る21世紀金融行動原則(128

頁参照)とCOLTEMが連携

する形で、金融と認知症を

テーマとしたシンポジウムの

開催を主導しました。

5. 認知症問題への対応

資料：厚生労働省

65歳以上の高齢者における認知症の現状 （2010年時点の推計値）

（1） 要介護認定されている認知症高齢者
 （日常生活自立度Ⅱ以上）

（2） 要介護認定されている認知症高齢者
 （日常生活自立度Ⅰ）または
 要介護認定を受けていない認知症高齢者

（3） MCIの高齢者

（4） 健常者

認知症有病者
約439万人
（全体の15％）

約280万人約280万人

約160万人約160万人

約380万人
（全体の13％）
約380万人
（全体の13％）

約2,054万人約2,054万人

合計
約2,874万人

• 高齢者が安心して地域で暮らせる社会を目指して 法的立場から
• 高齢顧客を対象とした金融実務の課題  医学の観点から
• 金融機関に望むこと  福祉の立場から 
• 成年後見制度と金融取引  法律家の視点から

テーマ



サステナビリティ方針6サステナビリティ方針3 サステナビリティ方針5サステナビリティ方針2 サステナビリティ方針4サステナビリティ方針1

031

三
井
住
友
ト
ラ
ス
ト
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス　

２
０
１
５
Ｃ
Ｓ
Ｒ
レ
ポ
ー
ト

日本人は、人類史上初めての人生90年、100年時代を生きることになります。30年
以上も続くことになる「老後」との付き合い方には、お手本はありません。
健康でいつづけるために必要なこと、誰とどこでどのように暮らすか、老いとどう向

き合うかなど、私たちには新たな「学び」が必要になってきています。
特に、最大のリスクである「病」と折り合いをつけながら、自分らしく生きて天寿を全

うするためには、さまざまな情報を整理し考えて、決めることが求められます。
人生の最期を、自分らしく納得した旅立ちとするにはどうしたらよいか…
皆さまとともに、考えていきたいと思います。

納得できる旅立ちのために

6. 多様なステークホルダーとの連携
地域包括ケアへの参画
高齢者が人生の最期まで住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを続けるために必要な支援体制は「地域包括ケア」と呼

ばれています。三井住友信託銀行は、高齢者のお客さまの資

産管理を担う金融機関もその重要な役割を担うと考えてお

り、一部の支店において試行的な取り組みを開始しています。

大森支店は、太田区の地域包括支援センターが中心と

なり推進する先進的な「おおた高齢者見守りネットワーク」

に参加し、多様なステークホルダーが連携する都市型の地

域包括ケアシステムに参画しました。

杉戸支店は、近隣の東埼玉総合病院が地域社会と密接

に連携しながら推進する地域包括ケアシステムを積極的

に協力しています。支店主催のシニアライフあんしんセミ

ナーには、在宅医療連

携拠点事業推進室をお

招きし、「くらしを支える

医療・介護のしくみ」を

テーマに講義いただき

ました（114頁参照）。

シルバーカレッジの開催
安全安心で充実した老後を送りたい…。三井住友信託銀

行は、そんなシニア世代のお客さまを対象に、全国の支店で

「シルバーカレッジ」を開催しています。高齢社会に必要な三

つの仕組み・機能は共助（医療や介護）、互助（相互助け合い）

に加え、自らを守る自助といわれます。自助の一つが「備え」で

すが、具体的に何を備えればいいのか体系的に学ぶ場は、必

ずしも多いとはいえません。シルバーカレッジでは、一流の講

師陣から備えるべきポイントを学んでいただいています。

シルバーカレッジは、四つの観点から高齢社会の課題を

整理しています。

①健康で安全安心な老後を過ごすために
• 長生きする食生活とは   • 振り込め詐欺への備え 
• 増やす運用から守る運用 など

②老後の住まいの選択肢
• 住まいのバリエーションを考える
• 自宅で老後を過ごす   • 高齢者住宅に住み替える など

④納得できる旅立ちのために
• 自分で決める最期の迎え方
• 次世代への資産承継 （遺言と相続） など

③認知症を考える
• 認知症を正しく理解し安心の備えを 
• 成年後見制度の上手な使い方 
• 認知症に対応した信託の活用 など

ILC-Japan（国際長寿センター）
日本事務局長
志藤　洋子 さん

地方支店のカレッジでは、地域の特性も考慮したカリ

キュラムを用意しています。例えば、鳥取支店は第２回に安

全・安心をテーマに、「高齢者を取り巻く犯罪と対策」「ガス

を安全にご利用いただくために」「高齢者向け行政サービス

と地域における支援のあり方について」といった独自のカ

リキュラムを組みました。参加されたお客さまからは、「より

良い生き方、より豊かな生活の仕方について、地域に発信し

ようとされている三井住友信託銀行さんの姿に心を打たれ

ました」など、大変温かいお声をたくさんいただきました。
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7. 老年学に関するリテラシーの向上

8. 超高齢社会を支える施設を組み込んだ不動産ビジネス

生・活知識検定試験の受験 
世界に類を見ない超高齢社会に突入した日本ほど、「老

年学」が必要な国はありません。三井住友信託銀行では、お

客さまと接する支店の支店長が率先して老年学を学んで

おり、全支店長が日本応用老年学会の監修する「生・活（い

きいき）」知識検定試験を受験しています。老年学では、高

齢者の生活、健康、老化予防、介護保険、年金制度など広範

な知識を習得します。三井住友信託銀行では、さらに多く

の社員に老年学を学んでもらい、超高齢社会で真に必要な

銀行になることを目指しています。

ILC-Japanとの連携 
三井住友信託銀行は、老年学の国際連携組織である国際

長寿センター(International Longevity Center)の日本組

織ILC- Japanの企画運営委員として、

同団体主催の「長寿社会ライフスタイ

ル研究会」に参画しています。ILCとの

連携は広範にわたっており、シルバー

カレッジ（31頁参照）や高齢社会に関

する情報を集めた小冊子「元気百歳

百科」の作成でも支援を受けました。

超高齢社会が到来し、介護施設や医療施設等のヘルス

ケア施設の供給促進のニーズが高まり、長期の安定的な

資金の出し手となる不動産投資信託（Jリート）に対する期

待が膨らんできています。そのような環境下で、三井住友

信託銀行は、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住

宅、医療モールなどのヘルスケア施設に特化して投資する

ヘルスケアリートに対するローンの取り組みを開始しまし

人類は、これまで経験したことのない高齢社会に突入しました。既成の学問を身に付け、先
達の経験を学ぶのみでは立ち行かなくなっているのです。このような社会を見通して20世紀の
初めに創られたのがジェロントロジーです。日本では、老年学と訳されています。老年学は、ル
ネサンス以降、タテ割り化しタコ壺化した学問を統合するために生まれました。
老年学は、人間がどのように加齢変化をするか、中高年になった人々に心、体、経済など、ど

のような問題があるかを科学的にみることを目的にしています。加えて、哲学、宗教、文学など
の人文学の見地からも加齢や高齢問題を捉えようとします。シニア向けの商品やサービスの開
発、マーケットの開拓などのシニアビジネスへの応用も老年学の一領域です。生涯学習や「終
活」にみられる死生学も応用老年学に含まれます。
21世紀の社会において、高齢社会の運営や施策を考える人、シニアビジネスを目指す人、学

校教育や生涯学習に携わる人に老年学は必須です。ボランティア活動や家庭で高齢者に接す
る人にも老年学の知識は欠かせません。
三井住友信託銀行の方々が次々に受験し始めている、老年学の知識を身に付けたウェル

ビーイング・コンシェルジュを目指すことができる検定試験にもどんどん挑戦していただきた
いものです。

老
ジェロントロジー

年学のすすめ

日本応用老年学会理事長／
桜美林大学名誉教授 
柴田　博

た。ヘルスケアリートはローンによる調達資金をヘルスケ

ア施設の物件取得費や関連諸費用に活用します。

投資家にとっては新たな種類の運用資産が加わり投資

の分散効果を得ることができますので、ヘルスケアリート

の上場はヘルスケア施設への資金を呼び込む効果がある

と期待されています。また、ヘルスケア施設の運営事業者

（オペレーター）の資質向上を促すなどの副次的な効果も

ヘルスケア特化型投資法人へのファイナンスの取り組み
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諸費用

ヘルスケアリート

資産保管会社

投資主名簿管理人

一般事務受託者

オペレーター

企画・運営アドバイザー アセットマネージャー

投資主

金融機関

エクイティ

資産保管委託契約

株主名簿等管理人
委託契約

一般事務委託契約

長期一括賃貸借契約

アドバイザリー契約
資産運用委託契約

金銭消費貸借契約
（ローン）

出資

ローン

ヘルスケア施設
高齢者住宅・
医療施設

ヘルスケア施設の証券化業務
三井住友信託銀行は、有料老人ホームやサービス付き高

齢者向け住宅、病院などのヘルスケアアセットを組み込ん

だ不動産投資信託（REIT）や私募ファンドに係る証券化業

務に積極的に取り組んでいます。2015年11月現在、合計52

物件、資産規模およそ960億円の資産を受託しています。

このREITや私募ファンドに係る証券化業務においては、

不動産管理処分信託の仕組みを活用しています。不動産

管理処分信託業務とは、委託者（不動産の所有者）が受託者

（信託銀行）に不動産の所有権を移転した上で、受託者が

受益者の指図に基づいて対象不動産の管理・運用・処分を

行い、発生した収益（主に賃料収入から経費を控除したも

の）を受益者に配当する業務です。

三井住友信託銀行は不動産業界におけるパイオニアとし

て、これまで数々の先駆的な不動産管理処分信託案件に取

り組んできました。不動産証券化ビジネスにおいても多数

の受託実績を抱え、対象物件もオフィス・住宅・ホテル・物

流施設・商業施設など、幅広いアセットに対応しています。

三井住友信託銀行の不動産信託受託資産額は約12.5兆円

（2015年11月現在）と、国内信託銀行第1位の実績です。

さらに、三井住友信託銀行は証券化ビジネスに加えREIT

の資産保管や一般事務も受託しており、2014年12月に設立

されたヘルスケア&メディカル投資法人（三井住友信託銀行

受託）では、お客さまと連携して、さまざまなサポート業務を

行っています。

不動産管理処分信託の概要

① 不動産の
　 信託

② 信託受益権
④ 配当

③ 信託受益権
　 の譲渡

賃貸

賃貸

マスターリース方式

直貸方式

委託者
（不動産の所有者）

新受益者
不動産の
実質的な買主

受託者
（信託銀行）

マスターリース
会社

（賃借人） エンドテナント
（転借人or賃借人）

転貸

① 委託者（不動産の所有者）は、受託者（信託銀行）に対象不動産を信託します
(対象不動産の所有権は委託者から受託者に移転します)。

② 委託者はその対価として信託受益権を取得し、当初受益者となります。
③ 委託者は当該信託受益権を買主（新受益者）に譲渡します。
④ 受託者は、対象不動産の運用にて得られた収益を新受益者に対して配当します。

期待できます。

三井住友信託銀行では、2件のヘルスケアリートにロー

ンを実行しており、それらに含まれる施設数は30棟になり

ます（2015年7月現在）。三大都市圏を中心に、政令指定

ヘルスケアリートのスキーム

都市ならびにその近隣地域における良質の高齢者住宅に

対する需要は大きく、資金供給の観点で健全な高齢社会

の形成に貢献していくことは金融機関としての社会的な

責務と考えています。
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信託の仕組み

委託者 受益者

信託財産

受託者
（信託銀行）

善管注意義務
忠実義務
分別管理義務など

管理・処分

信託利益
の給付

監視・監督権

（出所：信託協会）

信託目的の
設定・財産の
移転

信託契約・遺言

信託とは、委託者が信託行為（例えば、信
託契約、遺言）によってその信頼できる人（受
託者）に対して、金銭や土地などの財産を移
転し、受託者は委託者が設定した信託目的に
従って受益者のためにその財産（信託財産）の
管理・処分などをする制度で、受託者には忠
実義務など重い受託者責任が課せられていま
す。三井住友トラスト・ホールディングスは「信
託の受託者精神」に基づき、社会的課題の解決
に取り組んでいます。

信託機能等を活用した
さまざまなソリューション
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公益信託の信託目的別一覧（2015年3月現在）公益信託の仕組み

社会的問題を解決するための寄付金等の活用の仕組み

公益信託
公益信託は、個人が公益活動のために財産を提供する

場合や、法人が利益の一部を社会に還元する場合に、信託

銀行に財産を信託し、信託銀行があらかじめ定められた目

的に従って財産を管理・運用して公益活動を行う制度で、

奨学金の支給や自然環境保護活動への助成、国際協力・国

際交流促進など、幅広い分野で活用されています。

公益信託は、設定されるお客さま（委託者）の名前を冠

することで、そのお志が末永く記念され多くの方々に顕彰

されることが可能です。また、お客さまのご趣旨に沿った社

会公益に役立てるため、どのような「公益」目的のために、

どのような助成事業を行うのかなど、ご趣旨に合わせて

オーダーメードの公益信託を設定することができます。助

成（奨学金）金額や件数、対象地域・条件などのご希望も反

映することができます。

三井住友信託銀行は、1977年に公益信託第1号を受託

して以来、受託件数を着実に増加させており、さまざまな

公益分野で助成事業を行っています。

2015年3月現在、公益信託の受託は203件335億円とな

り、2014年度は計13億円を計3,050団体（個人含む）に助

成金として給付し、ご活用いただきました。

信託財産状況
報告書を提出

信託法上の権限行使、
重要事項の同意

助成先の推薦と
重要事項に
関する助言、勧告

お客さま
（ご資金提供者＝委託者）

信託管理人 運営委員会など主務官庁

三井住友信託銀行
（受託者）助成先

助成先

助成先

助成先

助成先
コンサル
テーション

公益信託
契約締結 公益目的執行

日常的運営

財務管理

申請

助成金の給付

許可
監督

公益信託オオバまちづくり基金は、委託者である株式会社オオバが、宮城県の震災復興を支援するため、宮城県

内のまちづくり活動を行う個人や団体に助成を行うことで、住民の自主的なまちづくりやコミュニティの維持・形

成、明るく豊かな地域社会の形成を目的に、宮城県の許可を受け2015年9月11日に設立されました。

これは、株式会社オオバが、東証1部指定記念事業として、古くから支店を構える宮城県へ地域社会の一員として

“恩返し”の意味を込めて設立されたものです。

この基金の設立については、震災から4年半が過ぎ復興には民間の力がますます重要になるなか、とてもタイム

リーな設立であると宮城県からも感謝されています。

公益信託オオバまちづくり基金

分類 件数

奨学金支給 73

自然科学研究助成 38

人文科学研究助成 5

教育振興 22

社会福祉 10

芸術・文化振興 10

動植物の保護繁殖 1

自然環境の保全 8

都市環境の整備・保全 17

国際協力・国際交流促進 14

その他 5

総計 203
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社会貢献寄付信託
三井住友信託銀行は、社会貢献活動に取り組む公益法人

などへの寄付を目的とする「社会貢献寄付信託」（愛称:明日

へのかけはし）を取り扱っています。本商品を通じ、お客さま

は、三井住友信託銀行が提示する寄付先一覧から団体を選

び、毎年1回、当初信託元本の5分の1を寄付することができ

ます（毎年、寄付先を変更することも可能です）。寄付先から

は、寄付金の活用実績や活動内容の報告書が送られます。

三井住友信託銀行は、社会貢献寄付信託を通じ環境だ

けでなく、教育、医療、学術、文化など多様なテーマにおけ

る活動を支援します。

寄付先一覧（2015年4月1日現在）

寄付金領収書の送付
活動報告の送付

「社会貢献寄付信託」
のお申し込み
寄付先の指定 寄付金の送金（毎年11月）

三井住友信託銀行
（受託者）

お
客
さ
ま

寄
付
先

社会貢献寄付信託の仕組み

針4ビリティ方針針4

寄付者に毎年届く「自
然の恵みギフト」（上）
と報告書「トラスト地
レポート」（下）

社会貢献寄付信託では、寄付先に公益財団法人日本生態系協会を指定すると、国
内の絶滅の危機にある生きものの生息地を買い取って自然の保護を行うナショナル・
トラスト活動の支援を行うことができます。特に、ツシマヤマネコが生息する長崎県
対馬、アマミノクロウサギが生息する鹿児島県奄美大島、ブナが自生する北限の地と
される北海道黒松内町の三つの地域のトラスト活動を重点的にサポートしています。

日本生態系協会への寄付を通じたナショナル・トラスト活動支援

特定寄附信託
三井住友信託銀行は「特定寄附信託」を取り扱っていま

す。これは2011年度税制改正によって新たに創設された

制度に基づく信託で、運用収益が非課税となり、信託元本

と合わせて寄附することができます。寄附先は、三井住友

信託銀行が提示する「寄附先一覧」以外の団体を指定する

ことも可能で、ご指定いただいた寄附先に5年または10年

にわたり定期的に寄附を行います。

環境 公益財団法人 
世界自然保護基金ジャパン （WWFジャパン）

環境 公益財団法人 日本生態系協会

教育 公益社団法人 日本ユネスコ協会連盟

医療 公益財団法人 日本対がん協会

社会福祉 公益財団法人 日本盲導犬協会

国際医療支援 特定非営利活動法人 国境なき医師団日本

学術 公益財団法人 国際科学技術財団

文化 独立行政法人 日本芸術文化振興会

災害復興支援 社会福祉法人 
中央共同募金会（東日本大震災復興支援）

子ども支援 公益財団法人 日本財団

障がい者スポーツ支援 公益財団法人 スペシャルオリンピックス日本

医療 京都大学 iPS細胞研究所
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iPS細胞研究所（Center  for  iPS Cel l  Research and 

Application：CiRA）は、世界初のiPS細胞に特化した先駆的な中

核研究機関です。2012年にノーベル生理学・医学賞を受賞した山

中伸弥教授が所長を務め、より有効な治療法を心待ちにしている

患者さんのもとにiPS細胞技術を届けることを目的としています。

iPS細胞技術は、糖尿病、パーキンソン病、血液疾患の治療や、筋

萎縮性側索硬化症（ALS）など、根本的な治療法のない難病や、怪

我で苦しんでいる患者さんに、より良い治療法を提供できる可能性のある日本発の革新的な技術です。CiRAは1日

も早いiPS細胞の医療への応用を目指し、日々研究活動を行っています。

山中教授は常々、所属される米国の研究所が個人や企業からの多くの寄付を受けており、それが研究所の安定

した運営につながっていると指摘されています。三井住友信託銀行は、その趣旨に賛同し、CiRAを「寄付株式管理

信託」や「社会貢献寄付信託」の支援先に指定させていただいています。またこれらのつながりから、三井住友信託

銀行は2015年8月、京都四条支店で開催したサクセスフル・エイジング支援セミナーにCiRAの松田岳大氏をお招

きし、講演を開催しました。iPS細胞を活用した研究や今後期待される再生医療の可能性について、参加した方々

は皆熱心に耳を傾け、セミナーは大変好評でした。

京都大学iPS細胞研究所（CiRA）

ヒトiPS細胞

※  株式の名義は「日本トラスティ・サービス信託銀行（信託口）」となります。

自己株式を活用した社会貢献スキーム
三井住友信託銀行は、自己株式（金庫株）を保有する企

業が、社会貢献のために配当金を公益団体等に寄付する

信託スキームを取り扱っています。委託された株式の議決

権は三井住友信託銀行に帰属します。

2014年度、三井住友信託銀行はトヨタ自動車さま（委託

者）とトヨタ・モビリティ基金さま（受益者）との間で、本ス

キームの取り組みを開始しました。配当金は新興国・途上

国でのモビリティ格差の解消、自動車産業の健全な発展に

資する活動、先進国での最先端の技術・システムの研究等

に活用されます。

寄付株式管理信託
三井住友信託銀行は寄付株式管理信託を取り扱ってい

ます。これは信託を活用し、保有株式を公益団体等に無償

で貸与していただき、その配当金を非課税扱いで借主が受

領することで、継続的な支援を実現するスキームです。

2014年度、三井住友信託銀行は、借主として京都大学

iPS細胞研究所さまを指定する取り組みを開始しました。

金庫株割当
配当金

（委託者）
発行会社

（受託者）
三井住友
信託銀行

（受益者）
非営利型
一般財団法人

又は
公益財団法人

株式株式株株式株式

信託配当 株式を信託

実質的な株式の貸借

信託配当として金銭
を受領（寄付金）

株式保有者
（貸主）

公益団体等
（借主）

三井住友信託銀行
（「寄付株式管理信託」受託者）

株式株式株株式株式
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証券代行業務とは
発行会社の株式事務を会社に代わって行う業務であり、

具体的には以下の業務を行っています。

• 株主名簿の管理・株主総会招集通知発送

• 増資、株式分割等の株式事務

• 株主総会等の株式実務に関する各種コンサルティング

IR・SR※コンサルティング業務
当グループでは、証券代行コンサルティング部内に「IR・

SRサポートを専門に担当するIR・SRチーム」があり、お客さ

まにより効率的かつ効果的なIR・SR活動を実現していただ

くため、証券代行機関としての独自のノウハウや特長を最

大限に生かしたIR・SR支援サービスを提供しています。

※  IR（Investor Relations）・SR（Shareholder Relations）。投資家（Investor）向け広報活
動は、企業が株主や投資家に対し、投資判断に必要な情報を適時、公平に、継続して提供す
る活動全般のことです。また、「株主（Shareholder）」を対象とする活動という意味で、SRと
称することもあります。

ESGソリューション・サービスの展開
近年、欧米の機関投資家を中心に中長期投資における

ESG重視という動きが顕著になっています。三井住友信託

銀行では、発行会社に対し、こうした動きに配慮したIR・

SR・CSR活動の重要性を訴求し、海外を中心とした中長

期投資家の開拓と信頼関係構築をサポートするESGソ

リューション・サービスを展開しています（42頁参照）。

幅広い人脈とホットラインの構築

国際団体

三井住友信託銀行
証券代行コンサルティング部

IR・SRチーム

委託会社さま

海外年金基金

海外機関投資家

議決権行使助言会社

国内機関投資家

国内年金基金

国内外調査会社

サポート内容

対象先選定

投資家MTG

課題設定

フィードバック

海外機関投資家の中か
ら、「中長期保有」と「対
話」をキーワードに対象
先を選別

1 2 対象先の属性を踏まえ
た課題設定

対象先との、ESG活動に関
する中長期目標・定期的な
活動報告・意見交換等のた
めのミーティングをアレンジ

34 ミーティング後のフィー
ドバック、今後のSR活
動レベルアップに向けた
コンサルティング

証券代行業務におけるIR・SR・ESGコンサルティング

国内実質株主判明調査 
国内資産管理専門銀行の背後に存在している国内機関投

資家を調査します。決算説明会、One on OneのIRミーティ
ング対象機関の選定や、株主総会に向けたコミュニケーショ
ン構築に利用いただけます。

外国人実質株主判明調査 
海外カストディアン銀行等の背後に存在している海外機関

投資家を調査します。海外IRの訪問先の選定、さらに株主総
会に向けては、議決権行使促進サービスも提供しています。

個人株主分析 
株主名簿をIR活動の観点から分析します。IR戦略立案の

ための個人株主の現状把握や個人向けIR・SR活動の効果測
定等に活用いただけます。

議決権行使分析 
国内外機関投資家の議決権行使動向を分析します。株主

総会に向けた議決権行使予測、株主総会後の振り返りなど、
社内向け報告や検討の資料として活用いただけます。

Focus Club（会員制）
IR、総務・法務部門向けに海外機関投資家などの日本株投

資動向およびコーポレート・ガバナンスの考え方について情
報提供や株主に関するデータ提供を行っています。

IR・SRコンサルティングにおける主なメニュー



サステナビリティ方針6サステナビリティ方針3 サステナビリティ方針5サステナビリティ方針2 サステナビリティ方針4サステナビリティ方針1

039

三
井
住
友
ト
ラ
ス
ト
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス　

２
０
１
５
Ｃ
Ｓ
Ｒ
レ
ポ
ー
ト

事業と一体となった社会貢献

ベルマーク事業への支援
身近な商品に付いている“ベルマーク”を学校単位で集

め、その点数に応じて学校に必要な備品を購入する「ベル

マーク運動」は、1960年にスタートしました。当初は複数の

銀行が関わっていましたが、1982年からは入出金に関わる

一切の業務を三井住友信託銀行が担当しています。

現在、全国27,715（2015年9月末現在）にのぼるPTAの

口座管理事務を行っており、協賛会社からのPTAへの入金

や協力会社からのベルマーク教育助成財団への援助金送

金などの業務を取り扱っています。このほか、被災地などへ

の援助資金の送金事務（友愛援助）も行っています。

ベルマーク運動では、学校の備品を購入する際に購入金

額の10%がベルマーク財団に寄付されて、それがへき地学

校や災害被災学校、発展途上国などへの援助資金として使

われています。三井住友信託銀行は、事業と一体となった社

会貢献として、ベルマーク事業への支援を継続しています。

八大疾病保障・三大疾病保障・ガン保障
ガン・急性心筋 塞・脳卒中、および五つの重度慢性疾患

（高血圧症・糖尿病・慢性腎不全・肝硬変・慢性膵炎）を八

大疾病とした場合、日本における罹患者数は年齢を経る

につれて増加しています。三井住友信託銀行は、お客さま

が住宅ローンの返済中に八大疾病と診断されたとき、住宅

ローン残高を保障するサービスを取り扱っています。

本サービスには、「八大疾病保障」「三大疾病保障」「ガン

保障」の三通りがあり、住宅ローンのお借入年齢が20歳以

上46歳未満の方、46歳以上56歳未満の方が、それぞれの

ニーズに合わせて保障内容をお選びいただけます。

保障内容には、ローン残高が0円になる「100%給付型」

と、ローン残高が半分になる「50%給付型」があります。ま

た、「八大疾病保障」「三大疾病保障」をお選びいただいた

20歳以上46歳未満のお客さまには、八大疾病以外の病

気や怪我によって入院した場合も一時金などが保障される

「トリプル入院保障」が付いています。

ベルマーク運動での役割

PTAなど口座
への入金

集めたベルマーク点数に
応じた金額を請求

ベルマーク財団の
口座をとおして援助

援助品納品

注文品発注

注
文
品
納
品

集めたベルマーク
備品の注文

PTAなど口座から
注文品代金の
10％を寄付

PTAなど口座から
注文品代金の
代金支払

ベルマーク
財団

協力会社
（教材備品
取扱会社）

信託銀行
（当グループ）

信託銀行
（当グループ）

へき地学校
特別支援学校
災害被災学校
発展途上国

協賛会社
（商品に
ベルマークを
付けている
会社）

PTAなど
（学校、
公民館など）

ベルマーク運動の主な流れ
ベルマーク運動のお金の流れ

100%給付型の場合

待機
期間

（3カ月） 返済済
ローン残高

ローン残高が0円に！

ガン・急性心筋梗塞・脳卒中・高血圧症・
糖尿病・慢性腎不全・肝硬変・慢性膵炎

ガン・急性心筋梗塞・脳卒中・高血圧症・
糖尿病・慢性腎不全・肝硬変・慢性膵炎

融資実行

住宅ローン残高が0円に 50%給付型の場合

待機
期間

（3カ月） 返済済

ローン残高

ローン残高が半額に！

融資実行

住宅ローン残高が半額に
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 お客さまが中小企業者である場合

 お客さまが住宅資金借入者である場合

（単位：件）

※ 2015年3月末時点で、信託勘定に係る債権を以下の通り含みます。
 申し込み1件、実行1件、謝絶0件、審査中0件、取り下げ0件。
 なお信託勘定に係る債権とは、他の金融機関等が流動化等を目的として三井住友信託銀行に信託した貸付債権のうち三井住友信託銀行がお客さまから貸付条件の変更等の申
し込みを受け付けたものなどを指します。受託者である三井住友信託銀行は、信託契約の定めにより複数の信託関係者の判断に基づき対応しています。

※ 2015年3月末時点で、信託勘定に係る債権を以下の通り含みます。
 申し込み484件、実行410件、謝絶13件、審査中2件、取り下げ59件。
 なお信託勘定に係る債権とは、流動化等を目的として三井住友信託銀行に信託した貸付債権のうち三井住友信託銀行がお客さまから貸付条件の変更等の申し込みを受け付けた
ものなどを指します。受託者である三井住友信託銀行は、信託契約の定めにより複数の信託関係者の判断に基づき対応しています。

三井住友トラスト・グループでは、中小企業のお客さ
まや住宅ローンをご利用のお客さまへの円滑な資金
供給を最も重要な社会的使命の一つと位置付け、その
実現に向けて取り組んでいます。
三井住友信託銀行は、中小企業のお客さまや住宅

ローンをご利用のお客さまからの各種ご相談やご返済
条件の変更などのお申し込みに迅速かつ適切にお応え
するなど、さらなる円滑な金融仲介機能を発揮していく
ため、金融の円滑化に関する基本方針を定めています。
また、円滑な金融仲介機能を発揮するため、営業

店におけるお客さまからのご返済条件の変更などに
関するご相談やお申し込みに適切に対応する体制、本
部における営業店の対応状況を適切に把握する体制

を整備するとともに、金融円滑化に関する苦情やご相
談については、各営業店のほか専用フリーダイヤル等
で受け付けています。
2013年3月末に「中小企業者等に対する金融の円

滑化を図るための臨時措置に関する法律」の期限が
到来致しましたが、今後も引き続き、中小企業のお客
さまの事業活動の円滑な遂行と住宅ローンをご利用
のお客さまの生活の安定のため、適切かつ積極的な
金融仲介機能の発揮に向けて取り組んでいくととも
に、東日本大震災の影響を直接または間接に受けて
いるお客さまからのご返済条件の変更などに関する
ご相談やお申し込みがあった際には、お客さまのご事情
に応じて柔軟かつ適切に対応するよう努めていきます。

金融円滑化への取り組みについて

（単位：件）

貸し付けの条件の変更等の申し込みを受けた貸付債権の数

2013年
6月末

2013年
9月末

2013年
12月末

2014年
3月末

2014年
6月末

2014年
9月末

2014年
12月末

2015年
3月末

貸し付けの条件の変更等の
申し込みを受けた貸付債権の数 3,351 3,537 3,676 3,835 3,950 4,086 4,173 4,265

うち、実行に係る貸付債権の数 3,088 3,248 3,397 3,539 3,659 3,772 3,863 3,956

うち、謝絶に係る貸付債権の数 46 59 63 64 73 73 74 78

うち、審査中の貸付債権の数 68 58 34 43 23 41 32 17

うち、取り下げに係る貸付債権の数 149 172 182 189 195 200 204 214

2013年
6月末

2013年
9月末

2013年
12月末

2014年
3月末

2014年
6月末

2014年
9月末

2014年
12月末

2015年
3月末

貸し付けの条件の変更等の
申し込みを受けた貸付債権の数 3,644 3,822 4,010 4,191 4,370 4,557 4,720 4,881

うち、実行に係る貸付債権の数 3,012 3,154 3,289 3,425 3,577 3,729 3,878 3,995

うち、謝絶に係る貸付債権の数 42 45 53 58 66 69 76 83

うち、審査中の貸付債権の数 88 80 76 91 82 84 69 73

うち、取り下げに係る貸付債権の数 502 543 592 617 645 675 697 730
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資産運用業務における
ESG課題への取り組み
2015年10月1日現在、責任投資原則（PRI）

に署名する機関のうち、環境・社会・ガバナンス
要因を考慮した投資であるESG投資に取り組
む署名機関数が1,395となり、署名機関の総運
用資産額は59兆ドルにまで拡大しています。
PRIは今後、アジア地域への取り組みに力を入
れ、PRI署名機関の取り組みの実効性を高める
ことに力を入れると発表しています。
このようにESG投資が世界的に急拡大する

なか、我が国でも2014年2月に「責任ある機
関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシッ
プ・コード≫が策定されました。金融庁による
2015年9月の発表では197の機関投資家等が

受け入れを表明しています。今後はスチュワー
ドシップ責任の一環でESGに取り組む動きが
拡大すると予想されます。

0

50

100

150

200

出典： 『責任ある機関投資家』の諸原則

 （団体数）

2014年
6月

2014年
9月

2014年
12月

2015年
6月

2015年
3月

2015年
9月

日本版スチュワードシップ・コードの受け入れを
表明した機関投資家
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資産運用会社としての三井住友トラスト・ホールディングス

運用資産
三井住友信託銀行はアジア最大規模の運用残高を有し

ており、受託残高は約51兆円に達しています。また、主に
個人向け投資信託等の運用を行う日興アセットマネジメン
ト、三井住友トラスト・アセットマネジメントを含めた受託

その他 国内株式

国内債券外国債券

オルタナティブ 外国株式

24.1%

19.6%
29.2%

12.5%12.5%

2.9%2.9%

11.7%

残高は約76兆円となっています。
お客さまの大多数は日本の公的年金・企業年金ですが、

海外投資家からの受託も拡大しています。

ESG関連活動の実績

ESG課題解決に向けてのグローバルな連携強化
ESG課題解決には、機関

投資家や運用機関とのグ
ローバルな連携強化が不
可欠です。三井住友信託銀
行は責任投資原則(PRI)に
署名しており、同原則が主
宰するワーキンググループに参加して投資先企業との対話
や啓蒙活動を積極的に推進しています。英国のロンドンで
開催された2015年度のPRI総会では、水リスクに関する
ワーキンググループを代表して発表を行いました。

2015年4月CII年次総会
コーポレート・ガバナンスは、グローバル運用機関にとっ

て最大の関心事です。米国の主要公的年金基金および機
関投資家を中心メンバーとして設立されたCII（Council of 
Institutional Investors、全米機関投資家協議会）は1985年
の設立以来、米国におけるコーポレート・ガバナンスの議論
をリードしてきました。
三井住友信託銀行は、2015年4月にワシントンDCで開催

された第30回記念総会のパネル・ディスカッションで日本の
運用機関のメンバーとして初めて登壇し、我が国の現状につ
いて報告しました。

RI Asia年次コンファレンス
アジアでは、2015年4月にRI Asiaの年次コンファレンス

が開催されました。当コンファレンスは、米国・欧州および
アジアにおいて毎年開催されている責任投資に関するイベ
ントです。日本のスチュワードシップ・コードやコーポレー
トガバナンス・コードの導入など日本の市場改革への関心
が高まるなか、三井住友信
託銀行は、昨年に引き続
き、東京で開催されたパネ
ル・ディスカッションに参
加しました。

ESGソリューション・サービスの提供
証券代行事業では、新たにESGソリューション・サービ

スの提供を始めました。このサービスは、三井住友信託銀
行がグローバルレベルで把握するESG関連の課題・情報
等をお客さまである発行体企業向けに提供するものです。
ESG関連情報発信に加え、海外投資家との対話や定期的
な研究会の開催、統合報告サポートなど、お客さまである
発行体企業のESG関連のディスクロージャー等に役立て
ていただいています。

（単位：10億円）

資産の種類 運用資産額 割合

国内株式 12,414 24.1%

外国株式 10,133 19.6%

国内債券 15,072 29.2%

外国債券 6,056 11.7%

オルタナティブ 1,478 2.9%

その他 6,449 12.5%

合計 51,603 100.0%
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機関投資家としてのESG活動

機関投資家としてのESG活動方針
三井住友信託銀行は責任投資原則（PRI）署名運用機関

としてESGに関連する諸問題に対して積極的な取り組みを
行い、お客さまの利益に資する活動を推進していきます。
また、2014年5月に三井住友信託銀行は「日本版スチュ

ワードシップ・コード」の受け入れを表明致しました。本コー
ドは、機関投資家に対して、企業との「目的を持った対話」（エ
ンゲージメント）を通じて、企業価値の向上や持続的成長を
促し、中長期的な投資リターンの拡大を図る責任（スチュワー
ドシップ責任）を課すものであり、アナリストを主力に据えた
体制で「スチュワードシップ責任」を適切に果たしていきます。

投資先企業に対し企業価値向上等に資する建設的な意見表
明をすることで、より良い経営について考えるきっかけや気
付きを促します。

• スチュワードシップ活動方針（日本株）の承認
および活動報告

• 月次開催

アナリストがESG情報（非財務情報）を基に投資先企業を評
価し、運用に活用しています。

• ESG関連活動方針の承認および活動報告
• ESGに関するマーケット環境の報告
• 半期に一度開催

機関投資家に課せられたスチュワードシップ責任の一環とし
て、投資先企業の持続的成長に資するよう議決権行使を行い
ます。

• SRIファンド（日本株・中国株）のユニバース
を決定

• 月次開催

• 議決権行使方針の承認および結果報告
• 月次開催

三井住友信託銀行のESG課題への取り組み

ESG課題への取り組みのための会議

エンゲージメント

SSC※エンゲージメント会議

ESGインテグレーション

ESGモニタリング会議

議決権行使

SRIユニバース選定会議 議決権行使会議

※ SSCはスチュワードシップ・コードを示す。

体制
ESG課題に関する活動において中心的な役割を果たす

のはアナリストです。アナリストは、取材活動等を通じて企
業評価を行っており、これらの知見を生かして、エンゲージ
メント・議決権行使に関する対話・リサーチ等をワンストッ
プで対応しています。

三つの柱
三井住友信託銀行のESG活動は、エンゲージメント、

ESGインテグレーション、議決権行使という三つの分野か
ら構成されます。

エンゲージメント

三井住友信託銀行では、持続的社会の構築のためESG
（環境・社会・ガバナンス）課題を解決することがお客さま
の利益につながるものと考えており、投資先企業に対して
積極的に働きかけを行っています。

国内企業に対するエンゲージメント
三井住友信託銀行は、エンゲージメントガイドラインに

従い投資先企業とのエンゲージメントを実施しています。
投資先企業の事業構造や業界環境などを深く理解するア
ナリストが活動の一環としてエンゲージメントを行う体制

A社 B社
大手電気機器メーカーに対して、「業績低迷
事業の抜本改善策と併せて新規成長分野へ
の投資が必要ではないか」との意見表明を
行い、経営資源の戦略的な配分等について
議論させていただきました。

大手食料品メーカーに対して、「不採算事業
について他社との提携も視野に入れた事業
の構造改革が必要ではないか」との意見表
明を行い、不採算事業の今後の方向性等に
ついて議論させていただきました。

対話の概要 対話の概要

とし、当該企業の持続的成長や企業価値向上に資するよう
努めています。
アナリストの投資先企業との接触件数は年間約9,400

件に上り、その内容は、通常の取材等(議決権行使に関する
事項も含む。)のほか、説明会や見学会への参加、経営層と
のエンゲージメントと多岐にわたります。このうち、経営層
とのエンゲージメントは約300件となっています。
投資先企業に対するエンゲージメントの実施事例の一

部について概要をご紹介します。
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外国企業に対するエンゲージメント
ESGモニタリングとエンゲージメント
三井住友信託銀行は、グローバルなESG課題解決のた

めに責任投資原則（PRI）の署名団体と連携しエンゲージ
メント活動に積極的に参加しており、受託事業内に設置さ
れたESGモニタリング会議においてその状況をモニタリン

グローバルなESG課題解決に向けての参画例

対人地雷ならびにクラスター弾問題は、人道的観点や平和と安定の維持、復興開発への障害となることから国際的取り組みがなされ
ています。日本においても対人地雷禁止に関するオタワ条約（1999年）、クラスター弾に関するオスロ条約(2010年)がそれぞれ発効され
ました。グローバル運用業界では、同関連企業に対する金融的な幇助を回避するため、投融資を行わない動きが広まっており、また関連
企業には製造を停止するよう働きかけています。
三井住友信託銀行でも、対人地雷やクラスター弾を製造する関連企業※に対しては、製造を停止するようエンゲージメント活動を行っ

ています。2015年11月には、あるアジア系企業から、対人地雷やクラスター爆弾の製造、販売に関する事業を今後は一切行わないことを
宣言する手紙が三井住友信託銀行に届けられるなど、活動の効果が表れています。

熱帯雨林は、地球温暖化の抑制（二酸化炭素の循環）や水資源、生物多様性の保持に関して重要な役割を担って
います。一方、同地域は必需品原料であるパーム油など急激な開発が行われてきました。グローバルな運用機関にお
いても持続可能な開発の観点から関心が高まっており、開発企業との対話など連携を深めています。

事例1 熱帯雨林開発における諸問題（パーム油資源開発）

事例2 対人地雷とクラスター弾に関連する企業とのエンゲージメント

※ オランダのNGO、パックス・クリスティが報告書「クラスター爆弾への世界の投資：共通した責任」に掲載している企業リストを参考にしています。

グしています。2015年は、PRIが主宰する「クリアリングハ
ウス」に参画し、水リスクに関する対話活動に参加したほ
か、熱帯雨林開発における諸問題についても議論に参画し
ました。

ESGインテグレーション

三井住友信託銀行では、投資先企業を評価する際に定
期的に発信される財務情報に加えてESG情報（非財務情
報）も活用しています。
投資にあたって企業を評価する際には、短期的には業績

等の財務情報が重要となりますが、中長期的には当該企業
の継続的な成長等に関する評価が重
要となります。
このため、三井住友信託銀行では、

企業の提供する商品やサービスの付
加価値の高さ、その持続性、および付
加価値の提供を支えるガバナンス体
制の強固さなどに関する情報（ESG
情報（非財務情報））を収集し、これら
を企業評価に用いています。また、エ
ンゲージメントを通じて企業と対話
を実施することでその評価の高度化
を図っていきます。
このようにESG評価を運用に活用

することをESGインテグレーションといいますが、三井住
友信託銀行では全てのアクティブファンドにおいて実施し
ています。
なお、ESG評価をどのように活用するかは、個々のファン

ドの運用スタイルに応じて異なります。

E:Environmental（環境）
S：Social（社会）
G：Governance（ガバナンス）

エンゲージメント
タイプ

ハンズ
オン型※1

モニタ
リング型※2

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト

インハウス

中長期
（2～3年）

長期
（3～5年）

ESG情報
評価

業績予測
投資判断将来キャッシュフロー等

成長持続性への
リスク要因
（不祥事等）

顧客価値
（お客さまに訴求する付加価値）

着眼点

評価（アウトプット） 投資
ホライズン

短期
（1年）

オ
ポ
チ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
評
価

リ
ス
ク
評
価

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
活
動
に
よ
り
評
価
を
高
度
化

非財務情報

財務情報

アウト
ソース

三井住友信託銀行

エンゲージメント
ファンド

E

S

G

経営・事業
基盤など

成長持続性
顧客価値を浸透させる

仕組み・力

※1 投資先企業に対して、事業成長施策等の実行にもコミットするエンゲージメントタイプ

※2 投資先企業に対して、IR活動の改善や事業ポートフォリオ変更による株価への影響等の議論を通じて、投資先企業
の自主的な経営判断を支援するエンゲージメントタイプ
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日本株RI旗艦ファンドの運用戦略のご紹介

日本株RI旗艦ファンド
「SRIファンド」の運用戦略のご紹介
2003年から運用を開始しており、日本では最も歴史あ

る責任投資ファンドの一つです。ESGに注目し、それらの財

務リターンの向上への貢献度などを考慮して投資銘柄を

選定しており、三井住友信託銀行のSRIファンド運用チー

ムによる知見と日本総合研究所による基礎調査が特徴と

なっています。

1.日本総合研究所による
「ベスト・イン・クラス」でのユニバース選定
日本有数のシンクタンクである日本総合研究所が、

2,000社を対象にアンケート調査を実施し、ベスト・イン・

クラスをユニバース候補として選定します。

これまでのE(環境)・S(社会)・G(ガバナンス)の評価項

目に加え、2013年度からはＶ評価（Value：成長性評価）を

加えました。V評価はESGへの取り組みの企業業績へのつ

ながりを評価するものです。

運用プロセス ユニバース 
約3,500
(全上場株式)

日本総合研究所ユニバース 
約2,000

SRIファンドユニバースSRIファンドユニバース
約400約400

ポートフォリオ
50～10050～100

Step1

Step2

ポポStep3 リスク
コントロール 
モニタリング

日本総合研究所
• ESGに関するハイ
クオリティな調査

スクリーニング
• 調査情報
• クレジットリスク

ポートフォリオ構築
• ESG評価
• 株価評価

出典：三井住友信託銀行(2015年9月末時点) 2,500

2,000

1,500

1,000

5005

10

15

20

25

0

-5

-10

0

(%) (ポイント)

2003
8月

2005 2007 2009 2011 2013 2015
9月

TOPIX（配当込）（右軸）超過収益率 （左軸）

SRIファンドの実績
下図のグラフはSRIファンド設定来の超過収益率とTOPIX

リターンの推移です。2012年末の安倍政権発足以来、日本株
式市場は堅調を維持しています。三井住友信託銀行では企業
業績の改善、政府による資本市場改革等の後押しから今後も
底堅い推移を予想しており、日本企業のESGへの意識も高ま
りつつあることから、当ファンドの運用には好ましい環境と
なっていると考えています。

2.三井住友信託銀行による
SRIユニバースの決定
日本総合研究所が選定したSRIユニバース候補群から、

信用リスクの高い銘柄等を排除し、株式運用部長を議長と

する月次の会議でSRIユニバースを決定します。

3.三井住友信託銀行の
ファンドマネージャーによる銘柄選択
ファンドマネージャーはSRIユニバースを対象に、①

ESGへの取り組みによる成長性評価と②国内株式アナリ

ストによる独自業績予想をベースとしたバリュエーション、

業績モメンタムといった株価評価を実施、対TOPIXでの超

過リターンを追求します。
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RI商品ラインアップ（投資信託）

SRI・ジャパン・オープン（グッドカンパニー）
当グループは2003年、日本で初めて企業年金向け責任投

資ファンドの提供を開始しました（RI旗艦ファンド）。「グッ

ドカンパニー」は、この同じ運用を、公募投信として個人投

資家など幅広い投資家層にも提供したもので、日本を代表

する責任投資ファンドの一つとなっています。

当ファンドは、企業価値向上のためにESGの取り組みを

積極的に推進する企業の株式を厳選し投資することによ

り、ベンチマークである東証株価指数に対する超過収益の

獲得を目指します。

チャイナ・グッドカンパニー
「チャイナ・グッドカンパニー」は、日本株責任投資ファン

ドの投資手法を中国株に適用したRIファンドです。中国の

金融機関以外の運用機関が開発した世界で初めての中国

株責任投資ファンドとして、欧米の関係者からも注目され

ています（2010年の設定）。

銘柄の選定にあたっては、ESGの調査を日本総合研究所

に委託するとともに、投資対象企業に関するネガティブ情

報を随時入手できる体制を構築しています。

グリーン世銀債ファンド
当グループの日興アセットマネジメントが、2010年に世

界銀行と共同で開発したファンドで、世界銀行が発行する

「グリーンボンド」の組入比率30％以上を目指している点

が特徴です。グリーンボンドとは、世界銀行が発行する債券

の一種です。調達された資金は、原則として新興国におけ

る気候変動対策プロジェクトへの貸付に利用されます。そ

のため、社会貢献を実感できるファンドとして、世界的にも

注目を集めています。

生物多様性企業応援ファンド
生物多様性とは、地球上に生息する「多種多様な生きも

の」とそれらの「つながり」のことです。「生物多様性企業応援

ファンド」は、生物多様性の保全と持続可能な利用に積極的

に取り組む日本企業の株式に投資し、ファミリーファンド方

式で運用を行います。マザーファンドの運用にあたっては、三

井住友信託銀行が投資助言を行います。

生物多様性に着目したファンドは、欧米でもあまり例がな

く、先進的な取り組みとして海外から注目を集めています。

三井住友トラスト・
アセットマネジメント

運用会社
三井住友トラスト・
アセットマネジメント

運用会社

三井住友トラスト・
アセットマネジメント

運用会社
日興アセットマネジメント
運用会社
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議決権行使

三井住友信託銀行では、機関投資家に課せられたスチュ
ワードシップ責任の一環として、投資先企業の持続的成長
に資するよう議決権行使を行います。

基本方針
三井住友信託銀行は、企業の経営方針・経営判断は、株主

の意向のみを反映するものではなく、従業員・債権者・取引
先等さまざまなステークホルダーとの利害調整を踏まえて
決定されるものであり、企業経営者は、効率的な株主資本の

議決権行使権限者：受託事業統括役員

議決権行使会議（事務局：総合戦略運用部）

（1）
ガイドライン制定

（4）行使結果報告

（2）
ガイドラインに
基づく行使

①ガイドライン
　案策定 ②承認 ②個別行使

　原案作成 ③承認

①個別行使
　原案作成

①審議

②決定

資産管理信託銀行

体制（国内株式）

行使指図：受託サービス部

（3）ガイドラインに規定がない場合

活用やステークホルダーへの積極的な情報開示等、株主利
益を尊重した健全なコーポレート・ガバナンス体制を進んで
構築すべきであると考えています。このため、当該企業が反
社会的行為を行っておらず、かつ株主利益を軽視していない
限り、基本的には企業経営者による経営判断を尊重します。 
なお、企業もしくは企業経営者等による不祥事および反

社会的行為が発生した場合には、コーポレート・ガバナン
ス上重大な問題が発生しているとみなし、コーポレート・ガ
バナンスの改善に資するように議決権を行使します。

※1  合併、営業譲渡・譲受、株式交換、株式移転、会社分割等　
※2  自己株式取得、法定準備金減少、第三者割当増資、資本減少、株式併合、買収防衛策等

議案別議決権行使状況
国内株式の2014年7月から2015年6月までに開催された株主総

会における議決権行使については、以下の通り行使を行っています。

総合戦略運用部長

行使原案の作成・精査
リサーチ運用部

1. 会社提出議案
賛成 反対 棄権 白紙委任 合計

剰余金処分案等 1,413 67 1 0 1,481
取締役選任 1,615 475 1 0 2,091
監査役選任 1,637 261 1 0 1,899
定款一部変更 1,027 31 1 0 1,059
退職慰労金支給 156 147 0 0 303
役員報酬額改定 603 15 0 0 618
新株予約権発行 107 51 0 0 158
会計監査人選任 19 0 0 0 19
組織再編関連※1 40 0 0 0 40
その他会社提案※2 136 25 0 0 161
うち買収防衛策 74 23 0 0 97
合計 6,753 1,072 4 0 7,829

2. 株主提出議案
賛成 反対 棄権 白紙委任 合計

合計 0 155 0 0 155
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地球環境問題の深刻化が指摘されるなか
で、持続可能な社会の実現に向けて、不動産に
ついても環境への配慮が求められています。
環境に配慮し、「持続可能で環境価値の高い

不動産」は、「環境不動産」と呼ばれています。
当グループは、環境不動産が、その高い環境

性能がもたらす収益の向上やリスクの低減を
通じて、通常の不動産よりも高い付加価値を
持つ可能性があると考えています。

不動産業務における
ESG課題への取り組み

地球環境問題の深刻化
地球温暖化、生物多様性危機、水・資源枯渇…

持続可能な社会の実現に向けた要請
環境配慮意識の高まり、関連規制強化、
投資家・ユーザー等からの要請…

環境不動産
持続可能で環境価値の高い不動産

• 省エネルギー・省CO2
• 再生可能エネルギー導入
• 水・資源利用の効率化
• 資源再利用
• 生物多様性の回復…

• 水道光熱費等の削減
• 健康性・快適性の向上
• 環境対応リスクの低減
• マーケットリスクの低減

高い環境性能 付加価値の可能性

048
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今なぜ「環境不動産」か

地球環境問題への対応は、国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）や生物多様性条約（CBD）のもとに進めら

れ、各国の政策に反映されています。

国内の政策面では、2015年に建築物省エネルギー法

が公布され、2,000㎡以上の非住宅建築物については、新

築時に省エネルギー基準に従うことが義務付けられました

（2017年施行予定）。一方、サステナブル建築物等先導事

業や耐震・環境不動産形成促進事業等、環境性能の高いプ

ロジェクトに対して国が補助金交付や出資を行う仕組みに

ついても充実しつつあります。

世界の投資・金融セクターにおいても、地球環境問題への

対応は不可欠な課題と認識されています。2006年に国連の

主導でESG（環境・社会・ガバナンスへの配慮）投資の世界

的なプラットフォームである責任投資原則（PRI）が提唱さ

れ、国内外における1,300以上もの機関が署名しています。

また国連環境計画・金融イニシアティブ(UNEP FI)におい

ては国内外で300以上の銀行・保険・証券会社等が、ESGへ

の配慮を統合した金融システムへの転換を進めています。

2015年の、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）に

よる責任投資原則（PRI）への署名も大きな動きといえます。

（なお当グループはPRI・UNEP FIについて、発足当初に

署名を行っています。）

さらに2009年には、欧州の主要年金基金を中心に

GRESB（グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマー

ク）という、不動産セクターのサステナビリティ（持続可能

性）を測るベンチマークが創設され、投資判断に活用され

ています。2015年には日本から32社（うち不動産投資法人

21社）がGRESBの調査に参加しています。

国内投資・金融セクターにおいても2015年、責任ある機

関投資家の諸原則（日本版スチュワードシップ・コード）に

ついて約200の機関が受け入れを表明し、上場会社のサス

テナビリティへの対応を原則に含むコーポレートガバナン

ス・コードが東京証券取引所の有価証券上場規程の別添と

して適用が開始されています。

以上のように不動産の環境配慮への対応は「待ったな

し」の状況にあるものといえます。

不動産の環境配慮への対応は「待ったなし」

• 気候変動枠組条約（UNFCCC）
• 生物多様性条約（CBD）

• PRI・UNEP FI 
 ⇒ESGに配慮した投資・金融推進
• GRESB
 ⇒不動産関連投資判断への活用

• 建築物省エネルギー法
 ⇒環境関連規制の強化
• サステナブル建築物等先導事業
• 耐震・環境不動産形成促進事業
 ⇒環境性能の高い不動産への支援

• 日本版スチュワードシップ・コード
 ⇒約200機関が受け入れを表明
• コーポレートガバナンス・コード
 ⇒上場会社のサステナビリティへの対応

国内投資・金融セクター国内政策

国際条約 世界の投資・金融セクター
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環境不動産の付加価値

不動産の環境配慮を考える場合、よく「コストが余分にか

かるから投資がしづらい」といった声が聞かれますが、不動

産投資における価格の理論を踏まえると、環境不動産は追

加コストに見合った、あるいはそれ以上の付加価値を生み

出す可能性があると考えられます。

不動産を収益性（どれだけの収益をどれくらい安定的に

生み出すか）という観点で見た場合、その価格は、不動産が

生み出す純収益（収入－費用）を不動産の利回りで割ること

によって求められます。賃料収入などの総収入が多いほど、

また水道光熱費や維持管理費などの費用が少ないほど、純

収益が増加して不動産価格は高く評価されます。また収益

の変動リスクが少なく安定性が高い資産ほど、投資家が要

求する利回りは下がるため、不動産価格は高く評価される

こととなります。

環境不動産は、省エネルギー効果による水道光熱費の減

少や、使用部材の耐久性向上による維持管理費の減少など

が純収益の増加につながる可能性があるほか、オフィス環

境の向上による生産性の向上や、建物のイメージ向上効果

などが賃料アップの要因となるため総収入の増加をもたら

し、純収益の向上につながる可能性もあります。

さらに環境不動産は、将来の環境関連の課税強化や規制

強化などの影響を受けにくいことから、不動産の利回りに含

まれる環境リスクが低減するほか、長寿命化による償却率

の低減や環境配慮によるイメージ向上効果が不動産の利回

りの低減につながる可能性があります。

以上のような理由から環境不動産が付加価値を持つよう

になると三井住友信託銀行は考えています。

一般金融資産
利回り

その他のリスク

事業リスク

市場リスク

償却率

環境リスク 環境付加価値

一般金融資産
利回り

その他のリスク
事業リスク
市場リスク
償却率

環境リスク

環境付加価値概念図（2） 純収益への反映

環境付加価値概念図（1） 不動産の「収益性」に着目した価格

不
動
産
の
総
収
入

通
常
の
不
動
産
の
費
用

出典： 不動産に関する「環境付加価値」の検討
　　  （東京都不動産鑑定士協会10周年記念論文 2005 伊藤雅人）より一部改訂

その他費用

水道光熱費

維持管理費

修繕費

公租公課

通常の不動産
純収益

環境配慮の対応項目
省エネルギー設計、有害物質回避、

生物環境保全・創出、
長寿命化・建築資材循環　etc.

環境配慮対応の効果
光熱費など経費節減、賃料収入・売上増加、

償却率低減、減収リスク低減、
ランドマーク化　etc.

不動産の「収益性」に着目した価格

その他費用

水道光熱費

維持管理費

修繕費

公租公課

※直接還元法の場合

環境付加価値

通常の不動産の
純収益

省エネルギー効果
により減少

耐久性向上
による減少

純収益が増加

環境付加価値概念図（3） 利回りへの反映

不
動
産
の
利
回
り（
償
却
前
）

通
常
の
不
動
産
の
リ
ス
ク
プ
レ
ミ
ア
ム

出典： 不動産に関する「環境付加価値」の検討
　　  （東京都不動産鑑定士協会10周年記念論文 2005 伊藤雅人）より一部改訂

環境配慮による
イメージ向上など

長寿命化による
償却率低減

環境に配慮した不動産の
リスクプレミアム

生産性向上・イメー
ジ向上などによる総
収入増加があれば
さらに純収益増加 環境に配慮した不

動産は将来の課税
強化・規制強化の
影響を受けにくい

不動産の価格※=
不動産が生み出す純収益
不動産の利回り

Ⅰ　純収益増加への寄与
Ⅱ　利回り低減への寄与

環境付加価値
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三井住友信託銀行の取り組み

三井住友信託銀行
不動産コンサルティング部
審議役
環境不動産推進チーム長
伊藤　雅人

2005年、環境不動産のもたらす付加価値に関する論文

の発表を皮切りに、三井住友信託銀行は環境不動産に関

する多くの提言を行ってきました。

環境不動産に関して特に重要な提言としては、「環境性

能」とそれに伴う「付加価値」を分かりやすく示すことが挙

げられます。これらの提言に基づき、2013年にCASBEE

（建築環境総合性能評価システム）研究開発委員会におい

てCASBEE-不動産（発足当時名称：CASBEE不動産マー

ケット普及版）の認証制度が開始され、また2015年にはス

マートウェルネスオフィス研究委員会にてCASBEE経済効

果調査の結果が発表されました。

業務面では信託銀行の特色を生かし、環境配慮型建築

コンサルティングなどに取り組んでいるほか、2010年に国

内金融機関として初めて、環境不動産の専担組織を設置

し、環境不動産に関するさまざまなビジネスラインアップ

を提供しています。

三井住友信託銀行は環境不動産の普及を通じて持続可

能な社会を実現し、ビジネスのサステナビリティに結び付

けることを使命の一つとし、環

境不動産市場のリーディングカ

ンパニーとしての役割を果たし

ていきたいと考えています。

CASBEE-不動産マニュアル
（53頁参照）

環境配慮と経済性を両立させたい

地球環境問題を解決し、持続可能社会に結び付けていく上で、不動産の役
割は非常に大きいものと考えます。不動産の環境配慮に関する取り組みは、
「少し余分にお金をかけてでも、地球のために良いことをしよう」という発想
ではなく、「収益の増加や安定性の向上を通じて、不動産の資産価値を向上
させよう」という、投資の発想に基づいて行われる必要があると思います。最
近では、欧米を中心とする機関投資家がGRESBという、不動産運用機関向け
のベンチマークを投資判断に活用するようになり、そのために建物の環境パ
フォーマンスを高めようという動きが、日本の不動産ファンドや不動産投資法
人においても起こりつつあります。三井住友信託銀行は2005年に環境不動産
の付加価値に関する論文を発表して以来、国内外のさまざまなステークホル
ダーとともに本テーマに取り組んでいますが、今まさに環境不動産の普及拡
大が始まっていることを実感しています。今後とも普及啓発・ビジネスの両面
から環境不動産の普及に努めていきたいと思います。
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環境不動産ビジネスラインアップ

事例紹介Ａ

環境不動産の導入を促進するため、三井住友信託銀行

は、ビルなどへの省エネシステム導入、景観や生態系への

配慮、建物長寿命化、リサイクルシステムの採用などをアド

バイスする環境配慮型建築コンサルティングサービスを提

供しています。

環境問題に対する関心の高まりから、最近では建築環境

総合性能評価システム(CASBEE®※)の認証や自主評価を

目指す案件も多くなってきました。また、国土交通省「サス

テナブル建築物等先導事業」（旧住宅・建築物省CO2先導

事業、54頁参照）や経済産業省「ネット・ゼロ・エネルギー・

ビル実証事業」に採択された事業もあります。

※ 国土交通省の主導のもと、日本で開発・普及が進められている建物の環境性能評価システム

1. 環境配慮型建築コンサルティング

　アンリツグローバル本社棟では、「イノベーティブなビジネス
の創出」「安心・安全な建物」「地球環境に優しい省エネ・エコの
推進」をコンセプトとして、さまざまな環境配慮を実践していま
す。外壁の省エネ（断熱・通風・採光）性能を高め、個別運転制御
可能な高効率照明器具・空調機器・換気設備とビルエネルギー
管理システムの導入により、きめ細かな無駄のないエネルギー
管理が柔軟に行える計画としています。さらに厚木市の気候や
立地条件を生かした自然換気システムの導入や再生エネルギー
の活用を行い、敷地内他棟間群管理が可能なエネルギーの見え
る化に取り組むことで、将来的にはこれらの技術と合わせて、敷
地内全体でのスマートコミュニティー化を進め、ZEB（ネット・ゼ
ロ・エネルギー・ビル）を目指しています（CASBEEかながわ「S」
ランク（自主認証））。

環境配慮型建築コンサルティングの例

※1 国土交通省 サステナブル建築物等先導事業に採択
※2 経済産業省 ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業に採択

©小川重雄写真事務所

アンリツグローバル本社棟新築工事

会社名 所在地 用途 階数 延床面積 目標ランク
クラリオン 埼玉県 本社事務所・研究所 地上10階、塔屋1階 約19,000㎡ A（認証済）
八千代銀行 東京都 本店※1 地上9階 約7,700㎡ S（認証済）

中央労働金庫
東京都 本店 地下1階、地上9階、塔屋2階 約6,000㎡ A（自主評価）
神奈川県 事務所 地下1階、地上7階、塔屋1階 約10,000㎡ B+（届出）

イオンモール 東京都 商業施設 地上5階 約150,000㎡ A（認証済）
フジ 愛媛県 商業施設 地上3階 約140,000㎡ B+（認証済）
イトーヨーカドー 神奈川県 商業施設 地上4階 約29,000㎡ B+（届出）
東洋製罐グループホールディングス 東京都 事務所※1 地下2階、地上21階、塔屋1階 約72,400㎡ S（認証済）
ダイキン工業 大阪府 事務所・研究開発施設※1 地下1階、地上6階 約48,000㎡ S（自主評価）
広島マツダ 広島県 事務所※1 既存ビルの改修事業
アンリツ 神奈川県 事務所※2 地上7階 約28,000㎡ S（自主評価）
島根銀行 島根県 本店※1 地下1階、地上13階 約12,000㎡ S（自主評価）
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CASBEE-不動産（2014年にCASBEE不動産マーケッ

ト普及版より名称変更）は、建物の環境性能評価が不動産

マーケットで広く普及されることを目的に開発されたシス

テムです。CASBEE®の標準版との整合を保ちながら、評価

項目を大幅に絞り、かつ海外で注目される環境性能項目と

の整合も考慮した内容となっています。

2. 「CASBEE-不動産」認証申請支援コンサルティング
CASBEE-不動産に関する取り組み

CASBEE-不動産の評価項目（オフィスビルの場合）ご参考 

※1 下線は必須項目（評価のためには必須項目をクリアする必要あり）
※2 赤色の文字は国連環境計画等の提言する世界共通指標に関連する項目

CASBEE-不動産認証申請支援コンサルティング
三井住友信託銀行は、CASBEE-不動産の認証申請を支援

するコンサルティング業務も展開しています。今後も環境不

動産普及ビジネスの中で、このシステムを活用したサービス

を提供していきます。

1

3

2

4

5

7

6

8

CASBEE-不動産認証申請支援コンサルティングの例

CASBEE-不動産は、GRESB（49頁参照）の調査にも利

用できる（2013-2015年実績）ことから、サステナビリティ

（持続可能性）に敏感な不動産投資法人、不動産会社など

を中心に活用が広まっています。

三井住友信託銀行は、CASBEE小委員会の幹事として

CASBEE-不動産の開発に参画しています。

エネルギー／温室効果ガス 目標設定とモニタリング／省エネ基準、使用・排出原単位（計算値）、使用・排出原単位（実績値）、再生可能エネルギー

水 目標設定とモニタリング、水使用原単位（計算値）、水使用原単位（実績値）

資源利用／安全
防災・安全（新耐震等）、高耐震・免震等、再生材利用、躯体材料の耐用年数、主要設備機能の更新必要間隔／設備（電
力等）の自給率向上／維持管理

生物多様性／敷地
特定外来生物等を使用しない、生物多様性の向上、土壌環境品質／ブラウンフィールド再生、公共交通機関の接近性、
自然災害リスク対策

屋内環境 建築物衛生管理基準等クリア、昼光利用、自然換気機能、眺望

所有者 建物名称 ランク 認証日

日本リテール
ファンド
投資法人

1  イオンモールむさし村山 S 2015/2/27

2  イオンモール伊丹 A 2015/2/27

3  イオンモール鶴見緑地 S 2015/2/27

4  東戸塚オーロラシティ S 2015/2/27

プレミア
投資法人

5  プレミア海岸ビル A 2015/8/7

6  プレミア東陽町ビル A 2015/8/7

7  高田馬場センタービル A 2015/8/7

トーセイ
株式会社 8  虎ノ門トーセイビル A 2015/9/26
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３. 補助金の採択に向けたお手伝い

省CO2の先導性に優れたリーディングプロジェクト（建

築・改修事業）を公募し、採択された事業に補助を行います。

先導的な取り組みに関する工事費等の2分の1以内の

金額で補助が行われ、採択事業1件あたりの平均補助金額

（予算）は2億円程度で推移しています。

サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）の応募・採択件数と予算額

※ 2011年度の件数は第3回（特定被災区域部門）を除く（出典：国土交通省公表資料）

サステナブル建築物等先導事業とは

サステナブル建築物等先導事業に関する三井住友信託銀行の取り組み
環境配慮型建築コンサルティングの一環として、補助金

の採択に向けた支援を行っています。

サステナブル建築物等先導事業の採択支援に特化した

コンサルティングについてもお引き受けしており、ハード面

採択事業については国土交通省から報道発表されると

ともに国立研究開発法人 建築研究所ホームページに公開

され、採択時および完了時にプロジェクト発表の機会があ

ります。

だけでなく、ソフト面（ビル経営等）における豊富な経験・ノ

ウハウに基づくコンサルティングを行っています。
※ このコンサルティングは、サステナブル建築物等先導事業の採択をお約束するものではあ
りません。

事 例 紹 介 B

既設工場敷地内のオフィスと研究開発施設が一体となった新築計画です。奥行きの深いオフィス計画において、

建物形状や方位別の外皮仕様などの建築的対策と、最新の空調、照明、太陽光発電などの設備技術を組み合わせ、オ

フィスゾーンの将来的なZEB（ゼロ・エネルギー・ビル）化を目指しています。また、世界から来訪者を招き入れ、BEMS

（ビル・エネルギー・マネジメント・シ

ステム）データを設計者、技術・研究

者や来訪者にも開放することで、当該

施設のマネジメントのみならず、広範

囲な省CO2実現を目指しています。

ダイキン工業テクノロジー・イノベーションセンター

年度
応募 採択 

予算
件数 件数 

2008 155件 20件 50億円
2009 84件 33件 70億円
2010 91件 27件 環境・ストック活用推進事業330億円の内数
2011※ 74件 24件 環境・ストック活用推進事業160億円の内数
2012  92件 25件 環境・ストック活用推進事業170億円の内数
2013 42件 21件 環境・ストック活用推進事業170億円の内数
2014 28件 17件 環境・ストック活用推進事業220億円の内数
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事 例 紹 介 C

「Fujisawaサスティナブル・スマートタウン」は、パナソ

ニック株式会社が同社藤沢工場跡地にて事業進行中の

スマートタウンです。

パナソニック株式会社、藤沢市と、三井住友信託銀行

を含む11社のパートナー企業が連携して事業を進め、

2014年春にまち開きを迎えています。

三井住友信託銀行は、スマートタウン評価指標（環境

不動産価値）の設計、スマートポイント・タウンカードの

仕組み検討、専用の環境配慮型住宅ローンの商品企画、

リース・ファイナンススキーム提供などの役割を通じて、この事業に参画しています。

本事業につきましても、タウンマネジメントを含めた地域単位での総合的な省CO2の取り組みが評価され、国土交

通省 サステナブル建築物等先導事業に採択されています。

藤沢サスティナブル・スマートタウン

４. 環境に配慮した地域開発のお手伝い
スマートタウン・スマートシティの価値
「見える化」と構想策定支援
近年、「電気の有効利用に加え、熱や未利用エネルギー

も含めたエネルギーの『面的利用』や、地域の交通システ

ム、市民のライフスタイルの変革などを複合的に組み合わ

せたエリア単位での次世代の社会システム」である「スマー

トコミュニティ」（経済産業省ホームページより）のシステ

ムを取り入れたスマートタウン・スマートシティの実現が、

地域開発にあたっての重要なポイントとなっています。

スマートタウン・スマートシティ実現のためには、基本構

想段階から環境面・社会面・ガバナンス面（ESG）における

街の目標を明確に定めるとともに、コストアップに応じた

経済的な付加価値を実現させる必要があります。

三井住友信託銀行はスマートタウン・スマートシティ

のプロジェクトに関して、環境貢献などのさまざまな取り

組みを経済的な付加価値に結び付けるフレームワークの

構築や、事業構想の策定をお手伝いさせていただくほか、

ミズベリング・プロジェクトを含めた
有効活用の提案
2011年度から、国土交通省による「河川空間のオープ

ン化」の取り組みが進み、民間事業者による営利目的の利

用（川床やオープンカフェの設置など）が活発になってい

ます。

日本の水辺の新しい活用の可能性を創造していくプロ

ジェクトは「ミズベリング・プロジェクト」と呼ばれていま

す。三井住友信託銀行はこのようなプロジェクトを推進す

る「水辺とまちのソーシャルデザイン懇談会」にも、コメン

テーターとして参画しています。

三井住友信託銀行では、河川区域に隣接したご所有地

などに対して、ミズベリング・プロジェクトを含めた有効活

用についての提案を行っています。

リースや住宅ローンなど、金融機能の提供を通じて事業の

実現をサポートしています。
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三井住友信託銀行は2013年10月1日、国土交通省およ
び一般社団法人 環境不動産普及促進機構（Re-Seed機構）
と「改正不動産特定共同事業法及び耐震・環境不動産形成
促進事業に関するパートナー協定書」を締結致しました。
この協定に基づき、三井住友信託銀行は国土交通省、Re-
Seed機構と相互に連携して、耐震・環境不動産形成促進事
業および改正不動産特定共同事業法の活用を促進すると
ともに、「相互の情報提供」、「事業の活用が見込まれる案件
の紹介」、「ファンド・マネージャーの紹介」等を行います。

老朽・低未利用不動産について、国が民間投資の呼び
水となるリスクマネーを供給することにより、民間の資金
やノウハウを活用して、耐震・環境性能を有する良質な不

動産の形成（改修・建て替え・開発事業）を促進し、地域の
再生・活性化に資する街づくりおよび地球温暖化対策を推
進するものです。

スキームのイメージ

不動産
※改修・建て替え・
開発事業

民間からの借入

償還金額は、「耐震・環境不動産支援基金」に繰り入れ
→再投融資へ

［事業終了後の要件］
• 原則、延床2,000㎡以上
• 建物用途の制限はない
 （風俗営業等は不可）
※ SPC等とは
 → 特定目的会社（TMK）
 → 株式会社または合同会社

または不動産特定共同
事業法に規定する特例事
業者で、専ら対象事業の
施工を目的とするもの

 → 投資法人（J-REIT）

LPS出資
部分

（呼び水）

民間からの
出資

国

金融機関
（銀行、生保等）

前不動産所有者
不動産会社　等

LPS
（投資事業有限責任組合）

ファンド・マネージャー（FM）
(不動産運用会社)

スポンサー等

アセット・マネージャー（AM）

Jリート・企業等

耐震・環境不動産支援基金

対象事業者（SPC等）

国費
基金設置法人：（一社）環境不動産普及促進機構

将来的
に売却

※ 借入割合50%の場合
運営
助言

配当

融資

出資

LP出資・
モニタリング

出資等・
モニタリング

配当（賃料・
売却益等）

GP出資
1%以上

合わせて
10%以上

GP/LP出資

建て替え事業等に投資するLPSを民間主導で組成。

LPSからの支援額は、個々のSPCに対する民間出
資の同額以下に限定。
（例：通常、借入割合が50%であれば、LPSからの出
資額は最大で全事業費の25%）

50%以下 50%以上

出典：耐震・環境不動産形成促進事業 概要のご紹介（一般社団法人 環境不動産普及促進機構）

三井住友信託銀行サポートメニュー

5. 環境不動産ファンドの組成サポート

耐震・環境不動産形成促進事業の仕組み

不動産業務に精通し、かつ環境不動産について豊富な
実績を有する三井住友信託銀行は、国土交通省およびRe-
Seed機構からの情報提供を踏まえた適切な周知活動を
行います。また情報提供をいただいた案件について、エク
イティ・アレンジ、ファイナンス、ファンド・マネジメント、ア
セット・マネジメント、売買・賃貸仲介、有効活用コンサル
ティング、建築コンサルティングなど、三井住友トラスト・グ
ループの総合力を生かして、事業化に向けた検討を行って
いきます。

提供業務 事業部 内容・強み
ファイナンスアレンジ 不動産ファイナンス部 メザニンアレンジやファイナンス供与

エクイティアレンジ 不動産営業第一部 ファンドのコンセプトに沿った中長期での安定的なリターンを志向する投資家を招聘

信託受託 不動産カストディ部 流動化に際しての適格性検証／デューデリジェンス対応

不動産売買仲介 不動産営業各部 国内外の広範な独自ルートを駆使した売却活動による出口サポート

FM業務／AM業務 三井住友トラスト不動産
投資顧問（株）

金融機関系FM（AM）としての実績・信用力に基づく、スキームの組成力／スムーズなデット・エクイティ調
達、アレンジ

テナントリーシング 不動産ソリューション部 ① 既存テナントの移転先確保　②建て替え・開発後における競争力ある新規テナントの誘致

建築コンサルティング 不動産コンサルティング部 金融機関としての中立性のもと、計画立案、事業性の検証、コスト・スケジュールなどの管理までトータルサポート

環境不動産関連 不動産コンサルティング部

 ① CASBEE®等を活用した環境配慮型の改修／開発プラン策定による官のコンセプトに合致した事業計
画の提案

 ② 国連環境計画・金融イニシアティブ不動産ワーキンググループ（UNEP FI PWG）等を通じたグローバルな
不動産投資家とのネットワークを活用したファンド組成サポート
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CASBEE経済効果調査

リーディングカンパニーとして

日本において、建物の環境性能とその経済効果との相関

性を示した研究成果が少ないことから、三井住友信託銀行

はスマートウェルネスオフィス研究委員会経済効果調査

ワーキンググループの主査として、CASBEEを用いた経済効

果調査の実施に協力しました。この調査により、「CASBEE

の認証や届出を行ったビルは平均賃料に比べて賃料が約

3.6%高い」「CASBEEスコア（100点満点換算）1点あたり、

平均賃料に比べて賃料が約0.5%高い」といった可能性が示

唆されました。この成果はスマートウェルネスオフィスシン

ポジウムや日本建築学会大会で発表されています。

CASBEEスコアと賃料の相関関係（単回帰分析）

CASBEEビルに関する重回帰分析の結果一覧

C
A
S
B
E
E
ビ
ル

東
京
23
区
全
体

C
A
S
B
E
E
ビ
ル

都
市
全
体

C
A
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B
E
E
ビ
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都
市
全
体

C
A
S
B
E
E
ビ
ル

都
市
全
体

（円／坪）
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東京23区 横浜市 名古屋市 大阪市
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60.050.0
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一般社団法人 日本サステナブル建築協会「スマートウェルネスオフィス研究委員会報告書（平成26年度）」をもとに作成

スマートシティ研究会
21世紀型の都市計画のモデルとして世界中で注目されて

いるスマートシティが、長期的な価値を維持するためには何

が必要かを整理し、その課題と方向性を研究するため、当グ

ループは公益財団法人 トラスト未来フォーラムの助成研究

として2013年から「スマートシティ研究会（座長・東京大学

生産技術研究所 野城 智也教授）」を運営し、産官学のさまざ

まな分野で活躍する有識者を集めて議論を展開しています。

環境不動産普及に向けた
市場基盤の整備をサポート
当グループは2008年から、国土交通省における環境不

動産普及に向けた委員会等の活動に参加し、「環境不動産

ポータルサイト」構築への協力や、「国際土地政策フォーラ

ム」の開催サポート等を行ってきました。最近では「環境不

動産普及促進検討委員会」委員として、環境不動産に関す

る情報の可視化・流通等のテーマに取り組んでいます。

また、国土交通省が主導する建築環境総合性能評価シ

ステム「CASBEE」を不動産市場で有効活用すべきと考え、

CASBEE小委員会において積極的な提言を行い、同小委

員会の幹事としてCASBEE-不動産の開発に携わり、普及

をサポートしています。

国連環境計画・
金融イニシアティブにおける活動
当グループは、国連環境計画・金融イニシアティブ不動

産ワーキンググループ（UNEP FI PWG）メンバーとして、

持続可能性に配慮した不動産への投資を促すためのツー

ルや事例集の作成・翻訳等に協力し、その普及に向けた提

言を積極的に行っています。

CASBEE評価値等 サンプル数 係数 平均賃料比

CASBEEフラグ 517 564.160 +3.64%

CASBEEランク 517 263.525 ＋1.70%

CASBEEスコア 183 78.974 ＋0.46%

サービス性能(Q2)スコア 183 1702.667 +9.9%

知的生産性評価 180 319.318 +1.86%
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お客さまへの
誠実な対応

サステナビリティ方針2

• 私たちは、お客さまに商品・サービスの内容を十分にご
理解いただけるよう、丁寧なご説明やご提案に努める
とともに、いただいたお客さまの声を迅速に業務改善
や商品・サービス向上につなげます。

• 私たちは、お客さまの情報について、万全の管理に努め
ます。

• 私たちは、お客さまが主体的かつ合理的に金融商品を
選択し健全な資産形成ができるよう、教育機関や行政、
NPO等とも連携しながら教育・啓発活動に取り組みます。
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顧客保護等管理

基本的な取り組み方針
従来よりも複雑な仕組みや特徴を持つ金融商品が増加

するなか、金融機関には、その商品の仕組みやリスクなど

をお客さまに適切かつ十分にご説明し、ご理解いただくこ

とが強く求められています。また、お客さまからの苦情や要

望などに対する適切な対応や、顧客情報の適切な管理の

重要性も高まっています。

当グループは顧客保護等を経営上の最重要課題の一つと

位置付け、当グループに対するお客さまの期待と信頼に応

えるため、グループ各社の顧客保護および利便の向上に向

けた基本方針を「顧客保護等管理規程」において定めていま

す。また、これらを遵守し、誠実かつ公正な企業活動が遂行

できるよう、チェック体制・推進体制を整備しています。これ

らの整備を通じて課題や問題点などに対して自己規律に基

づき、適切に対処できるよう各種取り組みを進めています。

グループ各社においては、三井住友トラスト・ホールディ

ングスが定めた基本方針に基づき、それぞれの業務特性に

金融機関には、お客さまに商品の仕組みやリスクを適切かつ十分にご説明
し、ご理解いただくことが強く求められています。また、顧客情報の管理やお客
さまの満足度を高めることも一層重要となっています。当グループは、こうした
課題達成のためにさまざまな取り組みを進めています。ここでは、その取り組
みを「顧客保護等管理」「お客さま満足向上への取り組み」「安全な金融商品・
サービスの提供」の三つの観点からご説明します。

お客さまから
信頼をいただくための取り組み

三井住友トラスト・ホールディングス
取締役会

経営会議

コンプライアンス統括部

三井住友信託銀行 取締役会

経営会議

コンプライアンス委員会

コンプライアンス統括部

コンプライアンス統括部

顧客説明
管理

利益相反
管理

顧客情報
管理

外部委託
管理

顧客サポート等
管理

業務管理部 CS企画推進部

その他の子会社
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1．基本方針についてご説明します
 三井住友信託銀行は、三井住友トラスト・グループの行動規範（バ
リュー）「お客様本位の徹底」および「法令等の厳格な遵守」を実践
し、お客様が適切にご判断頂けるよう、この勧誘方針に基づき、金融
商品・サービスをお勧めしてまいります。

２．お客様に適した金融商品・サービスをお勧めします
 三井住友信託銀行は、お客様の「知識」、「経験」、「財産の状況」、
「お取引の目的」などに応じて、お客様に適した金融商品・サービ
スをお勧めします。

３．金融商品・サービスの内容をわかりやすく説明します
 三井住友信託銀行は、提供いたします金融商品・サービスにつ
き、その内容やメリットだけでなく、リスク、手数料なども十分ご
理解いただけるよう、適切でわかりやすくご説明します。

４．適切な説明や勧誘を行います
 三井住友信託銀行は、事実と異なる情報をお伝えしたり、不確実
なことを断定的に説明するなど、お客様の誤解を招くような説明
や勧誘はいたしません。

５．ご都合に合わせた勧誘に努めます
 三井住友信託銀行は、電話や訪問による勧誘を、お客様のご都合に
合わせた時間帯、場所、方法で行うように努めます。

６．社内体制の整備に努めます
 三井住友信託銀行は、お客様に適した金融商品・サービスを提供で
きるよう、社内体制の整備に努めます。また、正しい知識とわかりや
すい説明方法の習得に努めます。

７．ご相談窓口を設置しております

顧客説明管理
当グループでは、お客さまに対する金融商品・サービスの

提供にあたり、お客さまの知識、経験、財産の状況および取引

を行う目的を踏まえ、お客さまの理解と納得が得られるよう

適切かつ十分な説明を行っています。

三井住友信託銀行においては、コンプライアンス統括部が

顧客説明管理部署として、顧客説明管理規則に基づき全般

を統括しています。コンプライアンス統括部の統括の下、金融

商品・サービスの勧誘や販売に関する方針を店頭やホーム

ページで公表しているほか、適合性原則※の徹底や適切な情

報提供などを定めた顧客説明マニュアルの作成による社内

規則の整備、さらに研修の充実などを通じて、お客さまの立

場に立った適正な金融商品の勧誘・販売を徹底しています。

特に、リスク商品取引については、ご高齢のお客さまへ

の説明が適切に行われているかモニタリングを行い、必要

に応じ勧誘ルールの見直しを行います。

※ お客さまの知識、経験、財産の状況、金融商品取引契約を締結する目的に照らして、不適当
な勧誘を行ってはならないという規制。

利益相反※管理
当グループは、グループ各社およびその関係者が提供す

る多様なサービスに伴い、お客さまの利益を不当に害する

ことのないよう法令等に従い、「利益相反のおそれのある

取引」「利益相反管理の方法」「利益相反管理体制」などを

まとめた、利益相反管理方針の概要を公表するとともに、

この方針に則り利益相反のおそれのある取引を適切に管

理し、適正に業務を遂行致します。

三井住友信託銀行においては、利益相反管理規程に基づ

勧誘方針（三井住友信託銀行）

応じた適切な顧客保護等管理体制を整備しています。

グループ各社において顧客保護等管理の統括部署を定め

るとともに、顧客保護等管理を顧客説明管理、利益相反管

理、顧客情報管理、外部委託管理、顧客サポート等管理に分

け、それぞれ管理部署等を定めています。各管理部署等は当

社顧客保護等の適切性および十分性の確保に努めるととも

に、重要な規程類の見直しを行い、状況について定期的に取

締役会などに報告をします。統括部署は各管理部署等を統

括するとともに、社内規則の整備、関係各部への指導、研修

の充実等を通じ、顧客保護等管理全般を統括します。

き適切に利益相反管理を行うため、営業部門から独立したコ

ンプライアンス統括部が利益相反管理統括部署として、当グ

ループ全体において利益相反管理を的確に実施するための

態勢を整備しています。統括部署は、利益相反管理の有効性

について定期的に検証を行い、継続的に改善を図っています。

また、定期的に研修・教育を行い、周知・徹底を図っています。

※ 利益相反とは、当グループとお客さまとの間で利益が相反する状況、または当グループの
お客さま相互間で利益が相反する状況をいう。
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三井住友トラスト・グループの個人情報保護宣言

顧客情報管理
当グループは、お客さまの個人情報の保護に万全を期する

ための取り組み方針として個人情報保護宣言を定めている
ほか、お客さまの情報を適切に管理し、グループ内でお客さ
まの情報を共同利用する場合には、個人情報保護に関する法
律、金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、そ
の他関連法令等に従い、適切に対応するようにしています。
三井住友信託銀行においては、業務管理部が顧客情報

管理部署として、当グループの情報資産を適切に維持・管

わたくしたち、三井住友トラスト・グループは、お客様や株主様の個人情報の保護に万全を期するため
下記の取組方針を定め、これを遵守することを宣言いたします。

記

1. 関係法令等の遵守 
当グループ各社は、個人情報の保護に関する法律、行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、主務官庁のガ
イドラインやその他の規範を遵守いたします。 

2. 適正取得 
当グループ各社は、お客様の個人情報および特定個人情報等を業務上
必要な範囲で適正かつ適法な手段により取得いたします。 

3. 利用目的 
当グループ各社は、個人情報および特定個人情報等の利用目的を通知ま
たは公表し、法令に定める場合を除いて利用目的の範囲内において利用
し、それ以外の目的には利用いたしません。特定個人情報等については、
法令で定められた範囲内でのみ利用いたします。 

4. 委託 
当グループ各社は、個人情報および特定個人情報等の取扱いを委託す
る場合は、個人情報の安全管理が図られるよう、委託先（再委託先以降
を含む）を適切に監督いたします。 

5. 第三者への提供 
当グループ各社は、法令で定める場合を除き、お客様からお預かりして
いる個人情報をあらかじめご本人の同意を得ることなく第三者に提供
いたしません。

ただし、合併その他の事由による事業の承継に伴って個人情報を提供
する場合、別途定める特定の者との間で共同利用する場合は、お客様の
同意をいただくことなく、お客様よりお預かりしている個人情報を第三
者に提供することがあります。
なお、特定個人情報等につきましては、行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律で定める場合を除き、ご本
人の同意の有無にかかわらず第三者に提供いたしません。 

6. お客様からのお問い合わせ等への対応 
当グループ各社は、個人情報の開示・訂正等の手続きを定め、個人情報
および特定個人情報等の取扱いについてのご質問・ご意見や内容照会・
訂正等のお申し出につきまして迅速かつ的確に対応いたします。 

7. 安全管理措置 
当グループ各社は、個人情報および特定個人情報等の管理にあたっては、
漏えい等を防止するため組織面、人事面、システム面でそれぞれ適切な安
全管理措置を講じ、個人情報保護に必要な責任体制を整備いたします。 

8. 継続的な改善 
当グループ各社は、個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラ
ムを継続的に見直し、改善に努めます。また、すべての役員・社員が個人
情報保護の重要性を理解し、個人情報および特定個人情報等を適切に
取扱うよう教育いたします。

理することを目的として策定されている情報セキュリティ
リスク管理規則に基づき、全般を統括しています。業務管
理部は顧客情報管理状況および実効性を定期的に検証
し、取締役会などに報告しています。また、営業店部、本部
各部において各部長を情報の管理・運営の責任者とするこ
とに加え、職務上知り得た個人データを含む重要情報につ
き守秘義務を負うことを明確に認識するよう社員全員に
守秘義務に関する確約書を会社に提出させています。

当グループでは外部の業者に業務を委託する場合、当グ
ループのお客さまや当グループが不測の損失を被るリスク
を適切に管理するための規則を定め、サービスの質や存続
の確実性等の問題点を認識し、委託した業務を的確、公正
かつ効率的に遂行することができる能力を有する業者に
委託するための措置を講じています。また、反社会的勢力
との取引を防止し、反社会的勢力の介入を排除するため、
新規契約開始前および定期的に外部委託先が反社会的勢
力でないことを確認しています。

三井住友信託銀行においては、業務管理部が外部委託管
理部署として、外部委託管理規則に基づき当グループにお
ける適切な外部委託先の選定やモニタリング、外部委託管
理の状況について定期的に取締役会などに報告をします。 
また、各事業に外部委託する業務を所管する部署（外部

委託部署）を設置し、委託した業務について定期的にまたは
必要に応じ運営状況などを確認することにより、委託契約
および規程に従い外部委託先が当該業務を的確に遂行して
いるかを検証し、必要に応じてモニタリングを行います。

外部委託管理
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顧客サポート等管理
三井住友信託銀行においては、顧客サポート等管理規

則に基づき、CS企画推進部を顧客サポート等管理部署と

し、お客さまからの相談・苦情等に対して誠実かつ迅速に

対応し、可能な限りお客さまの理解や納得を得た解決を目

指すとともに、発生原因の把握・分析に努め、業務改善に

向けた取り組みを行っています。2014年度の苦情件数は

お客さま満足向上への取り組み

基本的な取り組み方針
当グループは、高度な専門性と総合力を駆使して、お客

さまに総合的な解決策を迅速に提供していきます。「お客

さま本位」を徹底し、最善至高の信義誠実と信用を重んじ

確実を旨とする精神を持って、お客さまの安心と満足のた

めに行動していきます。

お客さまの声をサービス向上へ生かす取り組み
全国の営業店やテレホンセンター、ホームページのほ

か、各営業店に備え置いている「お客さまの声アンケート」

など多様な媒体を通じ、2014年度は約20万件に及ぶ数多

くの貴重なご意見を頂戴しました（「お客さまの声を反映

する仕組み」については63頁参照）。

従来の取り組みに加え、2015年4月、お客さま満足のさ

らなる向上を目指し、定期預金や投資信託などご契約いた

だいているお客さま約160万人に「お客さまアンケート」を

郵送しました。

このようにお客さまからいただいたご意見・ご要望を基

に、商品・サービスのさらなる改善を目指しています。

振り込め詐欺防止に向けた取り組み

※ 所沢・石神井支店は
各2回表彰

10,563件でした。

苦情等については、苦情等報告システムにて情報収集・

管理を行い、内容については定期的に経営層への報告を

行っています。なお、「CSお客さまの声ポータル（63頁参

照）」の活用により、お客さまの利便性向上のため、業務改

善に向けた取り組みを行っています。

• 金額にかかわらず、定期預金などの商品をご契約いただいているお客さまにお送りするお預かり
残高レポートに「お客さまアンケート」を同封し、郵送にてお客さまから返却されるため、ダイレク
トにお客さまの声を収集することができます。

•  「お客さまアンケート」に社員のマナーや言葉遣い、提案内容について詳細な質問項目を設けてい
るため、お客さまからの接客対応への評価がより具体的に分かります。

三井住友信託銀行は、社員が振り込め詐欺防止のポイントを再確認することを目的に、全国の営業店で社員を対象とした
振り込め詐欺防止講座を実施しています。講座は警察署の方にご協力いただき、地域における振り込め詐欺発生状況、犯行
手口、未然防止のポイントを解説していただくとともに、振り込め詐欺のロールプレイングも実施しています。
また、日頃から営業店の店頭では、振込手続きをされるお客さまへのお声掛けや、内容確認の徹底を行っており、2014年

度は43件の振り込め詐欺被害を未然に防ぎました。そのうち16の営業店が、地元警察署から表彰されました。

表彰店部
一覧

新宿西口支店 神戸支店 八王子支店 東京中央支店

北九州支店 上野支店 所沢・所沢駅支店 聖蹟桜ヶ丘コンサルティングオフィス

松戸支店 荻窪支店 石神井支店 港南台支店

津田沼支店 新宿支店 豊橋支店

従来の取り組みと
「お客さまアンケート」の
相違点
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三井住友信託銀行では、全国の営業店やテレホンセン
ター、ホームページに寄せられる「お客さまの声」のほか、
各営業店に備え置く「お客さまの声アンケート」により、
多くのご意見・ご要望を頂戴し、より良い商品・サービス
の提供へつなげています。

お客さまの声を
反映する仕組み

三井住友信託銀行の
CS（お客さま満足）
推進サイクル

改善策の
検討・実施

お客さまの
声の分析

お客さまの
声の収集１3

2

• 営業店（店頭・電話）
 お客さまからいただいた声を専用システムに記録し、改善に
つなげているほか、本部とも連携して全社で共有できるシス
テムを構築しています。

• 三井住友信託ダイレクト
 お電話によるお手続きのほかに、ご照会・ご相談・ご意見など
を承り、自ら改善を行うほか関係部にお客さまの声を伝え、共
有しています。

• 各種アンケート調査
 三井住友信託銀行の商品・サービス等へのご意見等をお伺い
するなどの、各種アンケート調査を実施しています。

• お客様サービス室
 お電話やお手紙、ホームページをとおして、お客さまのご意
見・ご要望をいただいています。

• お客さまの声アンケート
  「お客さまの声アンケート」を、全国の営業店に備え置き、郵送
のほか、店頭に設置しているお客さまの声ポストに投函いた
だくことで、お客さまからご意見・ご要望をお寄せいただいて
います。また、訪問先のお客さまからもご意見・ご要望をお寄
せいただいています。

お客さまの声をいただく五つの手法

「お客さまの声アンケート」や郵送式アンケート調査を通じて、
ご意見としていただく声のほか、日常のお問い合わせ・ご相談・
ご要望の中に含まれる「お客さまの声」も、三井住友信託銀行
の宝物となっており、業務改善に生かしています。

1. お客さまの声の収集

2. お客さまの声の分析
年間数十万件を超えるお客さまの声をご満足につなげていく
ために、お客さまの声を分析するシステム「CSお客さまの声
ポータル」を活用しています。さまざまなお客さまの声を“見え
る化”し、“気づき”を得やすくすることで、お客さまのニーズに
お応えしていけるよう、努めています。

お客さまの声を分析 CSお客さまの声ポータル

3. 改善策の検討・実施
お客さまからいただいたご意見・ご要望は、営業店および本部
が連携して原因の調査・分析と問題点の把握を行います。また、
その結果を基に改善策を検討し、より良い商品・サービスのご
提供に努めています。

お客さまの声

本部 各営業店

CS委員会

課題の調査・共有

改善策の検討

改善策の実施

お客さま満足の向上
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個人のお客さまの声に基づく改善事例
お客さまの声一つ一つに耳を傾け、満足いただけるよ

うカタチにしていきたいと考えています。お客さまの笑顔

や「ありがとう」の一言が、私たちのやりがいや喜びにつな

がっています。これからも今に満足することなく、もっとお

役に立つ銀行を目指して努力していきます。

※ 「個人のお客さまの声に基づく改善事例」について詳しくは三井住友信託銀行ホームページ
をご覧ください。

 http://www.smtb.jp/corporate/cs/improvement/personal.html

災害発生時すぐにお使いいただけるよう、ヘルメッ
トをお客さまから見える位置に設置致しました。災
害発生時には社員がご案内致します。

3台中2台のATMに荷物台を設置致しました。1台は
車イスでもご利用可能なスペースを設けています。

阿倍野橋支店 石神井支店

災害発生時、銀行に一人でいたら不安ですね。 ATMに荷物置き場がなく、操作がしづらい。

改善 改善

法人のお客さまの声に基づく改善事例

支店の統合に伴うリニューアルに際し、エレベー
ターを設置し、3階までエレベーターで移動いただ
くことができるように致しました。 

前払式支払手段（プリペイドカード・IC型電子マ
ネーなど）を発行するお客さま向けに、「発行保証
金信託」※の取り扱いを開始致しました。
※ 前払式支払手段の未使用残高に係る保全義務の改正により追加
された信託を利用した保全方法

所沢支店・所沢駅前支店

上の階に行くために
店内の階段を上がるのが大変。

信託業務

改善

改善

商品の
改善事例

委託会社さま宛て、加入者さまへの投資教育のお
手伝いをさせていただくとともに、研修、ウェブサー
ビス、e-ラーニングツールなどの投資教育サービス
を提供しています。

確定拠出年金業務

改善

サービスの
改善事例

三井住友信託銀行では、どなたにも安心してご利用いただける営業店環境
を目指して、さまざまな取り組みを実施しています。
例えば、目が不自由なお客さまにも円滑にお取引いただけるよう、「視覚障

がい者対応ATM」や「誘導用点字ブロック」の設置・導入を進めるとともに、預
金や借り入れなどに関する代筆・代読に対応した社内手続きを定めています。
また、聴力の弱いお客さまに、より安心してご利用いただけるよう、全営

業店に「耳マーク表示板」「補助犬同伴可ステッカー」を掲示するほか、「筆談
ボード」「助聴器」「コミュニケーションボード」を窓口に設置しています。

ノーマライゼーションへの取り組み

お客さま
の声

お客さま
の声

お客さま
の声
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社員のCS意識向上のための取り組み
CS（お客さま満足）向上活動を推進するために、全ての

営業店部に「CS委員会」を設置し、各店舗の特性に応じた

さまざまなCS向上活動を積極的に展開しています。また、

社員一人一人が日頃からお客さま本位のサービスを実践

できるよう、全社員向けの教育・研修に注力しています。

ビジネスマナー振り返り月間
2月と8月の年2回、全営業店部・本店部署に向けてビジ

ネスマナー振り返り月間を開催しています。身だしなみや

店舗内部での立ち居振る舞い、挨拶などを含めたマナーに

ついて、各人の日常的な行動を振り返り、各営業店部・本店

部署ごとで話し合いを行い、その結果を報告しています。

接客応対ロールプレイングの実施
社員をお客さまと見立てた接客応対のロールプレイン

グを実施し、社員同士で評価し合うほか、その様子をビデ

オ撮影し、自らがチェックを行うことにより、一人一人の応

対スキルの向上を図っています。

サービス介助士
サービス介助士とは、生活の身近な場面で高齢者や障が

いのある方のサポートをする「介助技術」と「おもてなしの心」

を身に付けることのできる資格。全国で約1,000社の企業が

導入しています。三井住友信託銀行は、金融機関の中ではい

ち早く本制度を導入し、店舗内のバリアフリー化に取り組む

とともに、サービス面でも安心してご対応いただけるよう、社

員の資格取得を奨励しています。2015年10月末時点では、

62カ店、160名の社員が介助士の資格を保有しています。

CS意識向上のための各種ツール

e-ラーニング（66頁参照）

ビジネスマナー・
ハンドブック

全社員に付与され、電話の受け方・挨拶の仕方から始まり、冠婚葬祭における立ち居振る舞いやご祝
儀・不祝儀の書き方などが記されています。各社員がハンドブックを読み込み、マナーについての手引
書として利用しています。また、営業店部ではハンドブックの読み合わせを通じてマナーの再認識や向
上につなげています。

三井住友信託銀行の
コンプライアンス・
マニュアル（79頁参照）

全社員に冊子形式で付与され、お客さまや社会の信頼を得るための行動規範として、説明責任に関す
ることや個人情報の取り扱い方、反社会的勢力への対応方法などが記されています。各社員がマニュ
アルを読み込み、最新の法律や社内規程を理解するとともに、コンプライアンスについての手引書とし
て利用しています。

講座名 内容 対象範囲 実施月

2014年度上期
顧客サポート等管理研修 顧客サポート等管理態勢についての学習 全社員 5月

2014年8月
事務の学び直し 全社員の事務資質向上 全社員 8月

基本行動徹底と職場環境向上 ビジネスマナーの自主点検の実施 全社員 8月

2014年度下期
顧客サポート等管理研修 顧客サポート等管理態勢について学習 全社員 1月

2015年2月
事務の学び直し 全社員の事務資質向上 全社員 2月

2015年2月
ビジネスマナー振り返り ビジネスマナーの取り組み状況を自主点検 全社員 2月
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お客さまの声の反映
当グループが提供する商品・サービスに関する顧客保護

等管理の一環として、お客さまからの問い合わせ・相談・要

望などの声は、苦情への対処ではなく、業務改善や法令等

遵守上の問題点等を発見するための有益な情報源である

と、当グループでは捉えています。お客さまからの相談・苦

情等を受動的に処理するだけではなく、真 に受け止める

とともに、能動的・積極的に受け入れ、当グループの商品・

サービス内容の改善等につなげるよう努めます。お客さま

から相談・苦情等を受けた場合には、可能な限りお客さま

などの理解と納得を得るべく誠実かつ迅速な対応を行い、

速やかな解決に努めます（62頁参照）。

新商品・新規業務導入等のフロー

リスクチェック担当各部

リスクについて相談 リスクについて相談

商品所管部 リスク統括部
商品審査事務局商品審査

要否相談

商品審査申請
承認

商品審査委員会

商品審査付議

新商品・新規業務導入における体制
新商品の取扱開始や、新規業務に取り組む場合には、内

在するリスクの所在および種類の特定・評価および管理に

必要なインフラ整備など、適切なリスク管理が行われるよ

う事前に十分な検討を行うことが必要です。この目的達成

のために、当グループでは商品審査の体制を構築していま

す。商品審査のプロセスにおいては、お客さまが負担する

リスクを明確化するとともに、商品の販売にあたってお客

さまの適合性に関する適切な確認を行う説明・勧誘体制と

なっているかなど、お客さまからの信頼を意識した新商品・

新規業務導入を実施しています。

モニタリング体制
新商品・新規業務の導入後は「導入後取組状況報告」と

して、商品（業務）所管部が四半期ごとに取り組みの状況

を商品審査事務局宛てに報告する運営としています。事務

局は報告に基づき、取り組み状況、商品審査委員会で検討

した前提条件とは異なる事態の発生有無等を確認し、必

要に応じてリスクチェック担当各部、経営企画部、商品（業

務）所管部などと協議を行います。取り組み後のリスク管

理として、商品審査委員会での検討の前提条件と異なる事

態が発生した場合、あるいは特定されたリスクと異なるリ

スクが想定される場合には、商品（業務）所管部は遅滞なく

事務局宛てに報告し、事務局はリスクチェック担当各部と

協議の上で対応、必要に応じて商品審査委員会において対

応方法を検討する運営としています。

安全な金融商品・サービスの提供

三井住友信託銀行では、インターネットを通じて全社員が受講可能
なe-ラーニングを、社員向け情報発信ホームページ「Web Campus」に
掲載しています。各コンテンツは担当部署が5～10分で内容が分かるよ
う工夫して作成しています。社員の履修が義務付けられている「必修コー
ス」においては、確認テストを通じて理解レベルを自己チェックでき、ま
た各社員の所属部署の責任者は学習もれがないように、履修率が100％
になるよう管理しています。

三井住友信託銀行のe-ラーニング
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社会からの
信頼の確立

サステナビリティ方針3

• 私たちは、あらゆる法令等やルールを厳格に遵守し、社
会規範にもとることのない誠実かつ公正な企業活動を
遂行します。

• 私たちは、ステークホルダーとの健全かつ正常な関係
を構築するとともに、公正な競争、企業情報の適切な開
示等、社会の構成員としての責任を全うします。

• 私たちは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社
会的勢力に対して毅然とした姿勢を貫き、また、組織的
犯罪による金融機能の不正利用の防止に取り組みます。
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基本的な考え方

1. 基本的な取り組み方針
三井住友トラスト・ホールディングス（以下、当社）は、信

託の受託者精神に立脚した高い自己規律に基づく健全な

経営を実践し、社会からの揺るぎない信頼を確立するため

に、グループの持続的な成長および中長期的な企業価値の

向上を図る観点から、次の基本的な考え方に沿って、コー

ポレートガバナンスの充実に取り組んでいます。また、取締

役会は、当グループの全ての役員・社員が共有し、あらゆる

活動の拠り所となる経営の基本原則として、グループの経

営理念（ミッション）、目指す姿（ビジョン）、および行動規範

（バリュー）を制定しています。

直
接
出
資
子
会
社

持
株
会
社

業務運営機能

銀行子会社等直接出資子会社

リスク管理
機能

コンプライアンス
機能

内部監査
機能

グループ経営戦略
企画機能

業務運営
管理機能

経営資源
配分機能

リスク管理
統括機能

コンプライアンス
統括機能

内部監査
統括機能

株主総会
監査役
監査役会

委員会※2

取締役会指名・報酬委員会 監査委員会

   経営会議※1

三井住友トラスト・ホールディングス

※1
CSR推進会議を含む

※2
 経営管理委員会
 統合的リスク管理委員会
 情報開示委員会諮問・答申 諮問・答申

当グループは、銀行事業、資産運用・管理事業、不動産事業を融合した本邦
最大かつ最高のステイタスを誇る信託銀行グループとしてふさわしい経営管
理体制を構築し、経営の透明性・健全性の確保とともに、環境変化に柔軟に
対応できる意思決定の迅速化を図っています。

コーポレートガバナンス

グループの経営管理体制

• 当社は、株主の権利を尊重し、株主が権利を適切に行使することが
できる環境の整備と株主の実質的な平等性の確保に取り組んでま
いります。

• 当社は、社会的責任や公共的使命の重要性を認識し、株主、顧客、
社員、事業パートナー、及び地域社会をはじめとしたさまざまなス
テークホルダーとの適切な協働に努め、高い自己規律に基づき健全
に業務を運営する企業文化・風土を醸成してまいります。

• 当社は、ステークホルダーとの建設的な対話を行う基盤を構築するた
めに、ディスクロージャーポリシーを別途定め、非財務情報を含む会社
情報の適切な開示と、企業経営の透明性の確保に努めてまいります。

• 当社は、グループの業務執行管理機能を担う金融持株会社として、取
締役会による業務執行の監督機能の実効性確保に努めてまいります。

• 当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、
ステークホルダーとの間で建設的な対話を行います。
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2. コーポレートガバナンス体制の概要
（1） 三井住友トラスト・ホールディングスの
　   コーポレートガバナンス体制に関する考え方
三井住友トラスト・グループは、長年にわたり培ってきた

高度な専門性と幅広い業務領域を有する中核子会社であ

る三井住友信託銀行を中心に、トータルなソリューション

をワンストップで展開できる信託銀行グループです。当グ

ループは、ステークホルダーの期待に応えるため、さらなる

経営の透明性を確保し、コーポレートガバナンスの強化の

ために必要な体制を整備していきます。

（2）コーポレートガバナンスの組織形態
当社は、業務に精通した取締役が参画する取締役会が

重要な業務執行を決定する監査役会設置会社の形態を採

用し、半数以上が社外監査役で構成される監査役会を設

置しています。

（3）取締役会の役割
取締役会は、経営全般に対する監督機能を担い、経営の

公正性・透明性を確保するとともに、法令上取締役会が決定

すべき重要な業務執行の決定等を通じて、当グループのため

に意思決定を行います。重要な業務執行以外については、経

営会議等の下位の会議体および当該業務の統括役員等に権

限委譲を行い、取締役会はそれらの執行状況を監督します。

また、社外取締役は、当グループの持続的な成長と中長

期的な企業価値の向上を図るため、ステークホルダーの視

点に立ち、取締役会および経営者の業務執行ならびに当社

と経営陣等との間の利益相反を監督します。

さらに、取締役会は、サステナビリティ（持続可能性）を

めぐる環境・社会的な課題の重要性に鑑み、当グループ各

社が果たすべき社会的責任に関する基本方針（サステナビ

リティ方針）を定め、役員および社員の意識を高めるとと

もに、ステークホルダーに配慮しながら課題解決に向け積

極的な取り組みを推進することを通じ、社会の持続可能な

発展と当グループの企業価値の向上を図ります。

（4）取締役会の構成
当社の取締役会の人数は、定款で定める員数である15名

以内とし、グループの実効性ある経営体制および取締役会

における実質的な議論を確保するために必要かつ適切な

人数で構成することを基本としつつ、取締役会における多

様性および専門性の確保の観点にも十分配慮して決定しま

す。また、コーポレートガバナンスにおける社外取締役の機

能の重要性に鑑み、取締役会の人数のうち、独立性ある社外

取締役の占める割合を原則3分の1以上として運営します。

なお、当社の定める独立社外役員に係る独立性判断基準に

ついてはウェブサイト（http://www.smth.jp/about_us/

governance/independence.pdf）をご覧ください。

（5）取締役の資質および指名手続き
当社の取締役候補者は、①信託銀行グループの経営

管理および事業運営に関する豊富な知識、経験を有する

者、②銀行業務における社会的な責任・使命、および信託

業務における受託者精神を十分に理解し、高い自己規律に

基づいて、経営管理および事業運営を公正・的確に遂行し

得る者、という指名方針に沿って、幅広い多様な人材の中

から決定しています。 

社外取締役候補者については、①当社の独立性判断基

準を満たし、一般株主との間で利益相反が生ずる虞がない

と認められる者、②当社の経営理念を理解し、信託銀行グ

ループとしての社会的な責務や役割に十分な理解を有する

者、③社外取締役としての役割を十分認識し、企業経営、経

済、法務、会計、税務、監査などの分野における知識や経験

を生かして、当社の取締役および経営を監督し、的確・適切

な意見・助言を行い得る者、という指名方針に沿って、幅広

い多様な人材の中から決定しています。 

社外取締役選任理由
篠原■総一：京都学園大学学長、同志社大学名誉教授を兼

職。国際経済学およびマクロ経済学を専門とする経済学者

取締役 9名

社内取締役 6名 社外取締役 3名※1
（全員が独立役員）

取締役会の構成

※1 社外取締役3名全員を独立役員として金融商品取引所に届け出ています。
※2 詳細についてはウェブサイト（http://www.smth.jp/about_us/officer/index.html）
をご覧ください。
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としての、国内外の経済に関する豊富な知見と高い見識を

当社の経営に生かしていただくため、社外取締役に選任

鈴木■武：トヨタ自動車株式会社および、あいおいニッセイ

同和損害保険株式会社において重職を歴任し、現在は、株

式会社アイチコーポレーション社外取締役を兼職。企業経

営者としての豊富な経験および幅広い見識を当社の経営

に生かしていただくため、社外取締役に選任

荒木■幹夫：株式会社日本政策投資銀行においては代表

取締役副社長を務め、一般財団法人日本経済研究所理事

長、近鉄グループホールディングス株式会社社外取締役お

よび日本貨物鉄道株式会社社外監査役を兼職。経済人とし

ての豊富な経験および金融についての深い見識を当社の

経営に生かしていただくため、社外取締役に選任

社外取締役の取締役会への出席状況

※ 篠原総一氏については、2015年4月から11月末までの、鈴木武氏と荒木幹夫氏について
は、2015年6月から11月末までの出席状況

（6）監査役員会の構成
当社は監査役制度を採用し、常勤の監査役2名および非

常勤の監査役2名（社外監査役）の合計4名の監査役により

監査役会を構成しています。監査役のうち2名を社外監査

役としており、監査機能の独立性を確保しています。また、

社外監査役2名は、当社の定める独立性判断基準を充足し

ていることから、独立役員に指定しています。

監査役は、取締役会をはじめとする重要な会議に出席

監査役 4名

社内監査役 2名 社外監査役 2名
（全員が独立役員）

監査役会の構成

し、取締役や本部部長から職務の執行状況について報告を

受けるとともに、必要に応じ子会社からも事業についての

報告を受けています。

（7）監査役の資質および指名手続き
当社の監査役候補者は、①信託銀行グループの経営

管理および事業運営に関する豊富な知識、経験を有する

者、②公正かつ客観的な立場から取締役の業務執行状況

を監査し、経営の健全性および透明性の向上に貢献できる

者、という指名方針に沿って、幅広い多様な人材の中から

監査役会の同意を得て決定しています。

社外監査役候補者については、①当社の独立性判断基

準を満たし、一般株主との間で利益相反が生ずる虞がない

と認められる者、②当社の経営理念を理解し、信託銀行グ

ループとしての社会的な責務や役割に十分な理解を有する

者、③社外監査役としての役割を十分認識し、企業経営、経

済、法務、会計、税務、監査などの分野における知識や経験

を生かして、中立的・客観的な視点で取締役の業務執行状

況を監査し、経営の健全性および透明性の向上に貢献でき

る者、という指名方針に沿って、幅広い多様な人材の中から

監査役会の同意を得て決定しています。 

社外監査役選任理由
吉本■徹也：裁判官として重職を歴任し、退官後は国家公

務員倫理審査会会長を務めるなど、法曹界における豊富

な経験と高い倫理観を有しており、それらを当社の監査に

生かしていただくため、社外監査役に選任

齋藤■進一：ジャパン・インダストリアル・ソリューションズ

株式会社代表取締役社長およびシャープ株式会社社外取締

役を兼職。大手総合商社の財務部門や大手監査法人のコン

サルティング部門での勤務経験を踏まえた財務・会計、海外

事業、ファイナンス、企業再生などに関する豊富な経験と知

見を当社の監査に生かしていただくため、社外監査役に選任

社外監査役の監査役会への出席状況

※ 2015年4月から11月末までの出席状況

篠原　総一 取締役会　11回中11回 出席率　100％

鈴木　武 取締役会　  7回中  7回 出席率　100％

荒木　幹夫 取締役会　  7回中  7回 出席率　100％

吉本　徹也 監査役会　11回中11回 出席率　100％

齋藤　進一 監査役会　11回中11回 出席率　100％
※ 詳細についてはウェブサイト（http://www.smth.jp/about_us/officer/index.html）を
ご覧ください。
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内部監査の実施体制
三井住友トラスト・ホールディングス 三井住友信託銀行など

内部監査

事前討議

内部監査

モニタ
リング

諮問・答申

株主総会

経営会議

各部 内部監査部

監査役会
監査役

内部監査

株主総会

取締役会

経営会議

本部各部
営業部署内部監査部門

監査役会
監査役

取締役会 監査委員会

（10）取締役会全体の実効性に係る
        分析・評価の結果の概要
当社は、社外取締役および監査役に対して、取締役会事

務局が定期的にヒアリングの場を設け、取締役会の実効

性、事前の情報提供やサポート等の運営体制、取締役会で

取り上げるべきテーマなどの確認を実施し、結果を取締役

会議長と共有の上、取締役会運営の向上に資する必要な

改善を実施しています。年度末には、取締役会の実効性を

評価し、取締役会に報告するとともに、さらなる実効性の

確保に努めています。

（11）任意の委員会の設置
当社は、コーポレートガバナンスの一層の充実を図るた

め、取締役会の諮問機関として、社外取締役が参画する指

名・報酬委員会および監査委員会を設置します。

指名・報酬委員会概要（2015年9月30日現在）

監査委員会の概要（2015年9月30日現在）

委員長 荒木 幹夫（社外取締役）
委員 篠原 総一（社外取締役）
委員 鈴木 武（社外取締役）
委員 常陰 均（取締役会長）
委員 北村 邦太郎（取締役社長）
　原則として委員の過半数を社外取締役が占めます

主な諮問事項
• 取締役および監査役候補者の指名等に関する事項
• 独立社外役員にかかる独立性判断基準に関する事項
• 役員報酬体系に関する事項
• その他役員に関する重要な事項

委員長 篠原 総一（社外取締役）
委員 鈴木 武（社外取締役） 
委員 荒木 幹夫（社外取締役）
委員 越村 好晃（内部監査部統括役員）
委員 土屋 正裕（三井住友信託銀行内部監査部担当役員）
　原則として委員の過半数を社外取締役が占めます

主な諮問事項
• 内部監査計画に関する事項
• その他内部監査に関する重要な事項

（8）内部監査について
内部監査については、業務執行部門から独立した内部監

査部門を設置し、当グループの内部監査態勢整備方針およ

び内部監査計画を策定の上、内部監査部門が各業務執行

部門などに対して監査を実施し、改善すべき点の指摘・提

言などを行っています。また、内部監査の結果等および内

部監査計画の進捗状況・達成状況については、適時適切に

取締役会等に報告をしています。なお、2015年6月26日付

で取締役会の諮問機関として監査委員会を設置し、内部監

査に関する計画等の重要事項については、同委員会にて事

前討議し、取締役会に答申を行う体制と致しました。

（9）取締役および監査役の研修等の方針
当社は、取締役および監査役が、その役割および機能

を果たすために必要とする、業界動向、コーポレートガバ

ナンス、および財務会計などの情報を収集・提供し、取締

役および監査役の職務執行を支援しています。なお当社

は、2015年6月に「社外役員サポート室」を新設し、社外取

締役・社外監査役の役割機能の発揮を支援する体制を強

化しました。社外取締役については社外役員サポート室が

取締役会議案等の事前説明や資料提供等のサポートを行

っています。

また、社外監査役については、常勤の監査役が監査役会

の場で、重要会議の議事や当社・子会社の調査の内容その

他日常の監査活動で収集した監査情報を報告し、情報の

共有化を行うとともに、執行側から独立した監査役室のス

タッフが、社外監査役に対する資料提供・説明や質問への

回答等のサポートを行っています。
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3. 取締役の報酬について
取締役報酬については、当グループの着実かつ持続的な

成長を実現していくために、会社業績向上、企業価値拡大

に対するインセンティブとして有効に機能することを目指

しています。

（1）報酬体系
当グループは、中核子会社である三井住友信託銀行が、

短期収益の追求よりも、中長期にわたる顧客基盤拡充に

より受託資産等の規模拡大を目指す経営スタイルをとっ

ています。こうした信託銀行の特性を背景に、役員報酬に

関しては、短期的な収益貢献を重視した単年度業績評価

に偏ることなく、役員の経営者としての資質や能力を重視

し、中長期的な業績評価も反映した総合的な評価をベー

スにした制度・体系を構築しています。具体的に、当社およ

び三井住友信託銀行の取締役(除く社外取締役)および執

行役員の報酬に関しては、次の体系としています。

• 原則として、月例報酬、役員賞与、株式報酬型ストック・オ

プションの組み合わせで支給を行うこととし、年度ごと

の報酬方針および報酬テーブルについては、取締役会に

おいて決議を行う。

• 月例報酬に関しては、役位ごと固定額の「固定報酬」と、

役員個人ごとの前年度評価をベースにしつつも、中長期

的な業績貢献も反映する「業績報酬」の二本立てとする。

• 役員賞与は、経営環境、会社業績等を総合的に勘案して

支給総額を決定し、役員個人ごとの前年度業績を反映し

て、配分額を決定する。

• 株式報酬型ストック・オプションは、役位ごとに決定する

付与個数をベースに、役員個人ごとの業績評価等を反映

して加減を行い、付与個数を決定する。

• 役員持株会に関しては、役位ごとにターゲット保有株数

を定め、役員個人が当該ターゲット保有株数を参考に、

自主的に積立金額を判断する仕組みとする。

また、当社および三井住友信託銀行の社外取締役の報

酬に関しては、固定報酬である月例報酬のみとし、当社の

業況、社内取締役の報酬水準、世間水準等を考慮して、取

締役会において決議を行っています。

なお、当社および三井住友信託銀行の監査役の報酬に

関しては、固定報酬である月例報酬のみとし、当社の業

況、取締役の報酬水準、世間水準等を考慮して、当社ある

いは三井住友信託銀行の監査役として相応しい水準を協

議して決定しています。

（2）報酬決定手続き
当社および三井住友信託銀行の取締役および執行役員

の報酬体系や報酬テーブル、また役員個人の報酬額等は、

次の通りの手続きにより決定しています。

• 当社取締役会の諮問機関として設置した指名・報酬委員会

において、当社および三井住友信託銀行の役員報酬関連の

諮問事項(役員報酬体系、役員報酬テーブル、その他重要

事項)について検討を加えた上で、各取締役会に答申する。

• 指名・報酬委員会の委員は、原則として社外取締役を過

半数とし、委員長は委員の互選とするが、原則社外取締

役から選任する。

• 業績評価に基づく当社および三井住友信託銀行の取締

役(除く社外取締役)および執行役員個人の月例報酬額、

賞与額、株式報酬型ストック・オプション付与個数等につ

いては、社内役員で構成する業績評価会議で立案し、取

締役会において決議を行う。

• なお、決定された報酬額等については、当社および三井

住友信託銀行の社外取締役および社外監査役を対象と

した説明会において、詳細の報告を実施し、客観的な立

場からの意見を聴取する機会を設けている。

（3）2014年度の報酬について
当社の2014年度の報酬は、社外取締役を除く取締役の

総額が506百万円、社外監査役を除く監査役の総額が57

百万円となります。なお、当社は、報酬等の総額が開示義務

のある1億円以上の者が存在しないため、報酬の個別開示

は実施していません。

当社の対象役員の報酬等の総額
（自 2014年4月1日 至 2015年3月31日）

（百万円）

※ 報酬額等には、主要な連結子法人等の役員としての報酬額等を含めて記載しています。

区分 人数 報酬等の
総額 固定報酬の

総額
変動報酬の
総額

ストック・
オプション
報酬

退職慰
労金基本報酬 賞与

取締役
（除く社外取締役） 8 506 401 401 64 64 41 ―

監査役
（除く社外監査役） 2 57 57 57 ― ― ― ―
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4. 株式等の政策保有について
（1）株式等の政策保有に関する方針
当グループは、取引先との安定的・長期的な取引関係の構

築、業務提携、または協働ビジネス展開の円滑化および強化

等の観点から、当グループの中長期的な企業価値向上に資

すると判断される場合を除き、原則として取引先等の株式等

（以下、「政策保有株式」といいます。）を保有しません。

政策保有株式のうち、主要なものについては、保有する

上での中長期的な経済合理性や取引先との総合的な関係

の維持・強化の観点からの保有効果等について検証し、取

締役会において報告を行います。

当グループは、政策保有株式について、保有する意義や

合理性が認められない場合には、市場への影響を含め各

種考慮すべき事情に配慮した上で、原則売却します。

（2）政策保有株式に係る議決権行使基準
当社および当社の中核子会社たる三井住友信託銀行

は、政策保有株式の発行会社（以下、「政策保有先」といい

ます。）の経営状況等を勘案し、政策保有先および当グルー

プの中長期的な企業価値の向上の観点から、議案ごとに賛

否を総合的に判断し、議決権を行使します。

政策保有先の業績等の長期低迷や組織再編、重大なコン

プライアンス違反の発生等の事情により、議決権の行使にあ

たり特別な注意を要する場合には、政策保有先との対話を含

め、十分な情報を収集の上、議案に対する賛否を判断します。

政策保有株式に係る議決権の行使にあたり、利益相反

の虞がある場合には、当社が別途定める利益相反管理方

針に従い、適切な対応を実施します。

（1）関係当事者間取引の管理体制
当グループがその役員や主要株主等との取引を行う場

合には、当該取引が当グループおよび株主共同の利益等を

害することがないよう、取引条件が一般の取引と同様であ

ることが明白な場合を除き、当該取引についてあらかじめ

取締役会に付議し、その承認を得るものとします。

（2）当グループの業務における
      お客さまの利益相反取引の管理体制
当グループは、当グループ各社およびその関係者が提供

5. ステークホルダーの利益保護に関する対応
する多様なサービスに伴い、お客さまの利益を不当に害す

ることのないよう、法令等に従い利益相反管理方針を別途

定め、当該方針に則り利益相反の虞のある取引を適切に管

理し、適正に業務を遂行致します。

（3）コンプライアンス・ホットライン制度
当グループは、法令違反行為等が発生した場合に迅速か

つ適切に対応するため、全ての役員および社員がコンプラ

イアンス統括部や外部の弁護士事務所に直接通報できる

コンプライアンス・ホットライン制度を設けています。

コンプライアンス
（法令等遵守）体制

内部統制システム

監査役監査に
関する体制

内部監査体制

情報の
保存・管理
体制

リスク管理体制

業務執行体制

経営の
透明性を
確保 業務の適正を

確保するための
管理体制

内部統制システム構築の基本方針

6. 内部統制
内部統制とは、企業グループにおいて健全な経営を行うた

めの体制やルールを構築し、不祥事の発生を未然に防止し

ようとするものです。基本的に、①業務の有効性および効率

性、②財務報告の信頼性、③事業活動に関わる法令等の遵

守、④資産の保全、という四つの目的があり、企業は内部統制

システムを整備・運用することにより、これらの目的を達成し

ています。

当社は、上記の目的を達成するため、取締役会が「内部

統制基本方針」を定めています。
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7. 株主との建設的な対話
当社は、コーポレートガバナンス基本方針において、株

主等との建設的な対話に関する方針を、次の通り定めてい

ます。

• 当社は、株主等との建設的な対話を重視し、経営陣幹部

を中心にさまざまな機会を通じて対話を持つように努め

ていきます。

• 当社は、建設的な対話を通じて、当社経営方針に係る理

解を得る努力を行うとともに、株主等の声に耳を傾ける

ことで、資本提供者等の目線からの経営分析や意見を吸

収および反映し、当グループの持続的な成長と中長期的

な企業価値向上に取り組んでいきます。

また、株主との建設的な対話を促進するため、当社はIR

活動を積極的に行っています。取り組みや方策等、詳細は

下記の通りです。

IRに関する活動状況
補足説明

ディスクロージャー
ポリシーの作成・公表

情報開示の方針について、ディスクロージャーポリシーを設け、対外的に公表するとともに、当グループの役員および社員に
周知し、適切な運営を図っています。ディスクロージャーポリシーにおいて、株主、投資家等が当グループを理解するために有
用と思われる会社情報について、適時性、正確性、公平性を基本要件とし、積極的な開示に努めていくことなどを定めており、
当グループにおけるIR活動の指針としています。

個人投資家向けに
定期的説明会を開催

証券会社等を通じて会社説明会を開催しており、代表取締役、IR担当役員およびIR担当者が、当グループの特徴や決算・財務
の状況、経営戦略等について説明しています。

アナリスト・
機関投資家向けに
定期的に説明会を開催

年に2回(5月、11月頃)、決算説明会を開催しています。証券会社のアナリストや機関投資家にご参加いただいて、代表取締役
が当グループの決算の状況や経営戦略等の説明を行っています。
また、アナリストや機関投資家に対し、代表取締役、IR担当役員およびIR担当者による個別ミーティングやグループミーティ
ングを適宜実施しています。

海外投資家向けに
定期的に説明会を開催

年に数回、代表取締役またはIR担当役員が、米国、欧州、アジア等の主要機関投資家を訪問し、当グループの決算・財務状況、
経営戦略等の説明を行っています。
また、証券会社が主催する海外機関投資家を対象とする国内のカンファレンスに定期的に参加するとともに、海外のカンファ
レンスにも参加しています。

IR資料の
ホームページ掲載

当社は、各種IR情報、株主向け情報等を発表後、速やかに当社のウェブサイト上で公開しています。
主な開示の種類は次の通りです。
決算短信および決算説明資料、有価証券報告書、四半期報告書、決算の概要、決算説明会資料、コーポレートガバナンス基本
方針、株式の状況、営業のご報告、アニュアルレポート、株主総会招集通知、議決権行使の結果等。
決算説明会および個人投資家向け会社説明会については、動画配信も実施しています。
なお、当社のウェブサイトでは、「個人投資家の皆様へ」のページで、個人投資家向けに当グループの事業や業績について分か
りやすく解説しています。
また、海外の機関投資家に対しても、当社の英文ウェブサイトを通じ各種IR情報等をタイムリーに提供しています。
和文URL: http://www.smth.jp/ir/index.html
英文URL: http://www.smth.jp/en/ir/index.html

IRに関する部署
(担当者)の設置

当社ではIR担当役員を任命するとともに、日常のIR業務については、担当部署としてIR部を設置し、会社情報の適切な開示に
努めるとともに、国内外の株主・投資家に対する積極的なIR活動、建設的な対話を通じて透明性の高い企業経営を目指して
います。
IR担当役員: 専務執行役員 北野　幸広
IR担当部署: IR部
IR事務連絡責任者はIR部長が務めています。

その他

<株主との対話を補助するための社内の有機的な連携>
IR担当役員およびIR担当部署は、経営陣や社内各部署との連携を通じて、経営情報等の社内の情報を適切に把握し、適時、
正確、公平な開示に努めるとともに、株主、投資家との建設的な対話に生かします。

<株主等の意見、IR活動の経営陣や取締役会へのフィードバック>
株主、投資家、アナリストなどからの意見・懸念等については、経営陣に適時・適切にフィードバックを行うとともに、IR活動の
全般的な報告と併せ、定期的に取締役会にも報告を行います。

<対話に際してのインサイダー情報の管理>
インサイダー情報の管理については、当グループが遵守すべき諸法令や諸規則等、またインサイダー情報の取り扱いについて周
知することを当グループ内において定期的に行っており、株主、投資家との対話に際しても厳格な管理、運営を行っています。
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三井住友トラスト・
ホールディングス

三井住友信託銀行

CSR責任者
CSR担当者

CSR責任者
CSR担当者

CSR責任者
CSR担当者

取締役会

経営会議（CSR推進会議）

経営企画部 CSR推進室

経営企画部 CSR推進室

営業店部

グループCSR会議

グループ関係会社本部各部

8. 三井住友トラスト・グループにおけるCSR

CSR業務担当役員 土屋　正裕（常務執行役員）

経営企画部CSR推進室長
（チーフサステナビリティオフィサー） 金井　司（理事・CSR担当部長）

基本的な考え方
当グループのコーポレートガバナンス基本方針は、取締

役会の役割としてステークホルダーに配慮しながら環境・

社会的な課題解決に向け積極的な取り組みを推進するこ

とを通じ社会の持続可能な発展と当グループの企業価値

の向上を図ることを明記しています。社会的な価値と企業

価値を共に追求する「共通価値の創造」は、当グループの経

営に組み込まれた課題にほかなりません。

サステナビリティ課題に実務レベルで対応するのが当グ

ループのCSRです。サステナビリティ課題はESG（環境・社

会・ガバナンス）の３要素に分類できることから、日常業務

のプロセスにESGを組み入れることが当グループのCSRだ

と整理しています。

一方、ESGは、多様なステークホルダーの利害とのバラ

ンスを図りながら、長期的な企業価値（株価）を追求する責

任投資に由来する概念です。換言すれば責任投資は共通価

値を評価する投資手法です。このことから当グループでは、

責任投資の視点を特に重視しており、マテリアリティの特

定やインターナル・エンゲージメントを行う際の出発点と

しています。

CSR推進体制
１） 取締役会は、サステナビリティ方針を策定し、グループ

の役員・社員の意識向上を図るためCSR業務全般を統

グループのCSR推進体制

括します。また、マテリアリティの高いテーマを中心に

共通価値の創造に向け多面的な議論を行い、当グルー

プが進むべき方針を決定します。

２） 経営会議の一環で開催される「CSR推進会議」は、CSR

の中期方針と単年度方針を策定し、PDCAサイクルを

踏まえ、当グループのCSR業務を管理します。

３） 経営企画部CSR推進室は、担当役員の指示に基づき、

グループのCSR業務を推進する主体的な役割を担って

います（76頁参照）。 

４） グループ各社、三井住友信託銀行の全ての店部におい

てCSR責任者、CSR担当者を設置し、CSR業務の推進

役となるとともに、各オフィスにおける環境負荷低減活

動の推進や、With You活動を主導する役割を担ってい

ます（112頁参照）。

５） グループ関係会社は、各社が共通して行う取り組みと、

それぞれの業務特性に応じて行う取り組みについてそ

れぞれ方針を策定し、CSR業務を推進しています。ま

た、情報連絡会としてグループCSR会議が定期的に開

催されます。
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（1）CSR中期方針（2014-2016年度）

（2）2015年度CSR方針

日常業務にESGとの統合を図り、当グループの持続的な成長を支える礎としてCSRの位置付けを確立する。

テーマ 中期方針

国際基準のESGマネジメント体制の構築
• 投融資を含む業務全般のESGリスクへの対応力を高め、全体リスク管理体制に統合する。
• 非財務情報が財務価値向上につながるストーリーを開示する統合報告を発行する。

持続可能な社会の構築に貢献する
SCV型ビジネスの展開

• 当社のグループ力を生かし、社会的課題の解決への貢献と企業価値向上が両立されたトータル
ソリューション型のESGビジネスモデルを展開する。

• 優先的に取り組む社会的課題を超高齢社会問題、気候変動問題、自然資本問題と位置付ける。

ビジネス環境拡大への貢献
• 当社のステータスを生かし、ステークホルダーへの働き掛けを通じ、ESGが事業として成立する
マーケットの育成にリーダーシップを発揮する。

テーマ 2015年度CSR方針

国際基準のESGマネジメント体制の構築

• マテリアリティの特定作業を完了させ、関連部署へ還元し、マテリアリティマップ作成（CSRレポー
トを通じた非財務情報開示強化）等に活用する。

• 赤道原則への署名等融資業務におけるESGリスク管理を強化する。
• 2016年度の発行に向け統合報告の基本コンセプトを固める。

持続可能な社会の構築に貢献する
SCV型ビジネスの展開

• 多方面で関心が高まってきたESGを付加価値とした営業の司令塔としての役割を発揮する。
• 超高齢社会問題への知見を高め、各事業への情報提供力を強化する。
• 再生可能エネルギーを中心としたエネルギー関連ファイナンスの一層の強化を図る。

ビジネス環境拡大への貢献
• 二つのコードへの関心の高まりをビジネス上の好機と捉え、投資家視点での発信を積極的に展
開する。

CSR中期方針／2015年度方針

CSR推進室の業務における四つの柱

共通価値の創造を目指したESGマネジメント 革新的な商品・サービスの開発とCSV型ビジネスの展開

CSRの社内浸透と役員・社員のマインドの養成 ステークホルダーとの健全な関係構築

• マテリアリティの特定と経営へのインプット

• インターナル・エンゲージメントを通じたESG関連部署

との対話

• CSR中期方針・年度方針に基づくPDCAサイクルを踏ま

えたCSR業務の推進

• CSRレポートやホームページなどを通じた情報開示と責

任投資家等との対話

• 営業店部におけるWith You

活動のプロモーション、予算付

与、ポイント管理、ブログ管理

• 各種会議の主催
    グループCSR会議
    グローバルESG会議
    ESGリスク対応プロジェクト・チーム
    人権デューデリジェンス連絡会
    LGBT問題情報連絡会

• 環境※や社会の問題の解決に資

する革新的な金融商品・サービス

の開発
※ 環境問題（エコ）に関し信託（トラスト）の機能を活用し、解決（ソリューション）を提供する
業務を、エコ・トラステューションと呼び、積極的に展開しています。

• 高齢社会問題などに起因する地域独自の課題に対応し

たWith You戦略の構築

• 国内外のNPO・NGO、行政、大学等との情報交換とス

テークホルダーのニーズの把握

• 国際的なイニシアティブへの積極的な参画（UNEP 

FI、国連グローバル・コンパクト、ビジネスと生物多様

性イニシアティブ、自然資本宣言等）

• 国内の金融連携プロジェクトへの積極的な参画と主

体的な役割の発揮（21世紀金融行動原則、COLTEM

金融サテライト等）
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1. 基本的な取り組み方針
昨今、金融業界における規制緩和が進展し、金融取引・

サービスが多様化するなかで、金融機関においては自己責

任原則の徹底と自助努力によりさまざまな課題に取り組

むことが求められています。このような状況において、お客

さまからの信頼を維持・向上させていくためには、厳格な

自己規律に基づく健全かつ適切な経営が不可欠です。係る

観点より、当グループはコンプライアンスを経営の最重要

課題の一つと位置付けています。

コンプライアンスとは、法令等の遵守、すなわち、法令・市

場ルール・社内規程類等のルールはもとより広く社会規範

を遵守することをいいます。信用が最大の財産である当グ

2. 取り組みの概要
グループのコンプライアンス体制
当グループでは、グループ全体のコンプライアンス体制

を統括することを当社の最も重要な機能の一つと位置付

け、当社の「コンプライアンス規程」において、役員・社員が

遵守すべき基準を定めています。

また、コンプライアンスに係る諸施策の具体的な実践計

画については、毎年度「コンプライアンス・プログラム」を策

定し、定期的に進捗状況の把握、評価を行っています。

なお、取締役会、経営会議などの役割は以下の通りです。

ループにとって、コンプライアンスの実現は当然の基本原則

であり、経営者はもとより、社員一人一人が日々の業務運営

の中で着実に実践しなければならないものと考えています。

当グループでは、コンプライアンスを徹底し、「The 

Trust Bank」にふさわしい適切な態勢を実現するため、

「行動規範（バリュー）」を定めるとともに、具体的な遵守

基準等を「コンプライアンス規程」に定めています。また、

これらを遵守し、誠実かつ公正な企業活動が遂行できるよ

う、チェック体制・推進体制を整備しています。これらの整

備を通じて、課題や問題点などに対して自己規律に基づき

適切に対処できるよう各種取り組みを進めています。

グループのコンプライアンス体制

三井住友トラスト・ホールディングス
取締役会

経営会議

コンプライアンス統括部

三井住友信託銀行

国内営業店部 海外拠点事業各部

取締役会
経営会議

コンプライアンス委員会
コンプライアンス統括部

○○支店
コンプライアンス

担当者

○○支店
コンプライアンス

担当者

○○営業部
コンプライアンス

担当者

○○部
コンプライアンス

担当者

○○部
コンプライアンス

担当者

○○支店
コンプライアンス
オフィサー

○○現法
コンプライアンス
オフィサー

その他の子会社

・・・・ ・・・・ ・・・・

コンプライアンス・公正な事業遂行
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取締役会、経営会議、
コンプライアンス統括部統括役員の役割
1) 取締役会は、当社等におけるコンプライアンスの徹底

を経営上の最重要事項とし、コンプライアンスに係る

方針、コンプライアンス・マニュアル、コンプライアンス・

プログラムの整備・周知および組織体制の整備、進捗状

況の把握・評価等を通じ、コンプライアンスに関する態

勢整備を統括します。

2) 経営会議は、コンプライアンスに関する事項の決定およ

び取締役会決議・報告事項の予備討議を行うものとし、規

程・規則の承認・周知に関する事項や統括部署の態勢整

備に関する事項等について取締役会に付議・報告します。

3) 取締役・執行役員は、コンプライアンスの重要性に鑑み、

特に担当業務に関しては法令に照らして留意すべき点を

認識し、コンプライアンス重視の経営を行います。また、

コンプライアンス統括部統括役員は、状況を的確に認識

し、適正なコンプライアンス態勢の整備・確立に向けた方

針および具体的な方策を検討します。

4) コンプライアンス統括部は、コンプライアンス態勢に必

要な規程類の整備、施策・指導等の実施、課題等への対

処、研修体制の充実等を通じ、当社等におけるコンプライ

アンス全般を統括します。コンプライアンス方針の策定

や管理・運営状況のモニタリングを行っており、把握した

管理・運営状況等は経営会議等に報告します。

また、三井住友信託銀行においても、統括部署として「コ

ンプライアンス統括部」を設置し、当社が定めたコンプライ

アンス方針に基づき、コンプライアンス方針や「コンプライ

アンス・プログラム」を策定するとともに、管理・運営状況

のモニタリングを行っています。また、コンプライアンス統

括部において把握した管理・運営状況等は、コンプライア

ンス統括部の統括役員を委員長とする「コンプライアンス

委員会」の検証を経て、経営会議等に報告されます。

その他の子会社は、当社が定めたコンプライアンス方針

に基づき、それぞれの業務特性に応じた適切なコンプライ

アンス体制を整備しています。

に、全ての役員・社員がコンプライアンス統括部や外部の弁

護士事務所に直接通報できるコンプライアンス・ホットラ

イン制度を設けています。同制度では、通報者保護のため、

情報管理やプライバシー保護を徹底し、また、適正な通報

である限り、通報者に不利益な取り扱いを厳禁しています。

なお、コンプライアンス・ホットラインは、使用言語や連

絡時間等の制限はありません。

また、当グループは社外からのご意見・ご要望について、

ホームページにおいてお問い合わせ先を掲載しています。

コンプライアンス・ホットライン制度
当グループでは、法令違反行為等が発生した場合に迅

速かつ適切に対応するため、職制に基づく報告制度とは別

コンプライアンス違反発生時の対応
当グループでは、コンプライアンス違反が発生した場合、

リスク統括部が、適切な対応、事故の発生抑止・削減および

事務品質等の向上を目的として、顧客対応、社内・当局宛報

告、再発（未然）防止策等、報告・管理態勢を整備しています。

三井住友信託銀行において、かかる事態が発生した場合、

以下のプロセスで対応、管理しています。

1) コンプライアンス違反部署は、コンプライアンス違反が

発生した場合、適切かつ迅速に報告を行い、発生から

解決に至るまで責任をもって管理・対応を行います。そ

して、その発生原因を調査・分析の上、再発防止策を策

定・実施します。

2) 事業統括部等は、発生部署と協働し、処理対応、発生原

因調査、再発防止策の策定を行い、必要に応じ事業内

の事例調査・注意喚起・再発防止策の事業内への展開

等を行います。

3) リスク管理部署（コンプライアンス統括部）は、必要に応

じて発生部署・事業統括部等への指導等を行います。重

要事案については原則としてコンプライアンス小委員会

等を開催し、報告内容の十分性や再発防止策の適切性を

検証します。

■ 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社
 03-6256-6000（代表番号）
グループ各社もそれぞれお問い合わせ先をホームページに

掲載しています。三井住友信託銀行のお問い合わせ先は以下
の通りです。

■ お客様サービス室
 0120-328-682
平日 9：00～17：00 （土・日・祝日および12/31～1/3はご利用いただけません。）

※ お問い合わせの際にお伝えいただいた個人情報は、三井住友信託銀行で責任を持って管
理し、お問い合わせへの回答のみに使用させていただきます。お問い合わせいただいたご
本人の承諾なしに第三者への開示や他の目的には使用しません。
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• 顧客情報の漏えい
• 個人情報の不適切な取得・利用
• 提供する商品・サービスの信頼性欠如
• 適合性の原則の違反
• お客さまへの不十分な説明
• お客さまからの相談や苦情等への不誠実な対応
• お客さまとの節度を超えた交際
• 利益相反取引
• 不適切な会計処理

• 情報開示の軽視
• 違法な利益供与
• 自由・公正な競争の阻害
• インサイダー取引等の不公正取引
• 外為法違反
• 知的財産権の侵害
• 行政との不透明な関係
• 反社会的勢力との取引
• マネー・ローンダリング

主要なコンプライアンス・リスク

e-ラーニングによるコンプライアンス研修 2014年度（三井住友信託銀行）

コンプライアンス意識の浸透への取り組み
コンプライアンス意識の浸透を図るため、当社をはじめ

グループ各社において、「コンプライアンス・マニュアル」等

を制定し、法令・諸規則ほか遵守すべき事項等を周知徹底

しています。

また、インサイダー取引規制遵守に関するルールをはじ

めとしてコンプライアンス面の研修の強化を進めており、

全社的なテーマについては各社のコンプライアンスに関す

る統括部署が中心となって研修を実施しているほか、各社

におけるコンプライアンス担当者は、業務・商品の特性や

お客さまの属性に応じ、各職場での研修・勉強会の実施や

日常の指導を通じて、きめ細かに、コンプライアンス意識の

向上・徹底を図っています。

3. 主要なコンプライアンス・リスクへの対応

コンテンツ名 内容 受講対象者（コース社員等） 開催

2014年度版 コンプライアンスの基礎 コンプライアンス全般 全社員

5月2014年5月版インサイダー取引防止研修・
守秘義務情報漏えい等防止研修 インサイダー取引防止 全社員

2014年度版 コンプライアンス担当者のために コンプライアンス全般 全店部長・コンプライアンス担当者

2014年度上期版　反社会的勢力への対応 反社会的勢力との取引防止 全役員・社員
６月

2014年度上期取引時確認実務者研修 新入社員や復職者への
コンプライアンス研修

マネー･ローンダリング等防止担当責任者設置
店部に2014年4月以降所属する新入社員・復職者

2014年7月版インサイダー取引防止研修・
守秘義務情報漏えい等防止研修、誓約書 インサイダー取引防止 全社員

７月
2014年度上期マネー・ローンダリング等防止対策研修 マネー・ローンダリング等防止 マネー･ローンダリング等防止対策担当責任者

設置店部の全社員

2014年11月版インサイダー取引防止研修・
顧客情報漏えい等防止研修 インサイダー取引防止 全社員 11月

2014年度下期版　反社会的勢力への対応 反社会的勢力との取引防止 全役員・社員 12月

コンプライアンスがあなたを守る コンプライアンス全般 全社員
1月

2014年度下期マネー・ローンダリング等防止対策研修 マネー・ローンダリング等防止 マネー･ローンダリング等防止対策担当責任者
設置店部の全社員

2015年2月版インサイダー取引防止研修・
守秘義務情報漏えい等防止研修、誓約書 インサイダー取引防止 全社員 2月
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取引のデューデリジェンス
三井住友信託銀行では個別の取引を行う際に反社会勢

力への該当性チェックおよび犯収法（犯罪による収益の移

転防止に関する法律）、外為法に基づく取引時確認を実施

しています。また、犯収法上リスクが高いと位置付けられた

国のお客さま等との取引については、より慎重な取引時確

認を行っています。外為取引にあたっては、資産凍結等の経

済制裁の対象の指定を受けた個人・法人等に該当するかど

うか確認を行っています。お客さまが、該当する先向けの支

払い、あるいは資本取引を行う場合は、当局からの許可を

得ているかどうかの確認を厳格に行っています。

マネー・ローンダリング等防止態勢
マネー・ローンダリング（資金洗浄）とは、麻薬密売など

の犯罪収益を金融機関口座や金融商品間で転々とさせ、不

正な資金の出所を隠すことを指します。また、テロリストや

振り込め詐欺犯人等も金融機関口座等の不正利用を行う

場合がありますが、金融機関はこのような金融サービスの

不正利用を防止する必要があり、これをマネー・ローンダリ

ング等防止対策と称しています。

三井住友信託銀行は、マネー・ローンダリング等を防止

するため、継続的な取引関係の開始時や大口現金取引等

を行うとき、特定の国に居住・所在する者との取引を行う

ときなどには、氏名・住居など本人特定事項の確認や取引

目的・職業など顧客管理事項の確認を行います。

また、AML（anti-money laundering）システムを導入

しており、不正な口座移動等がないかシステムにて検証し

ています。

また、犯罪収益やテロ資金などの疑わしいと思われる取

引に遭遇した場合は、担当者は直ちに責任者に連絡し、当

局に届け出ます。振り込め詐欺等の不正目的の口座使用が

判明した場合は、速やかに口座凍結等の措置を行い、被害

の拡大防止に努めます。

なお、関連する店部に対しては、定期的にマネー・ロー

ンダリング等防止に関する研修受講を義務付けており、

2014年度については、半期に1回ずつ、該当店部の全社員

を対象に研修を実施しました。

反社会的勢力への対応
反社会的勢力とは暴力団や暴力団員のみでなく、これ

インサイダー取引再発防止策の
進捗状況について

当グループが2012年3月および6月に公表したインサ

イダー取引の再発防止策については、現在全て対応済み

ですが、引き続き、実施状況・定着状況について、定期的

なモニタリングを継続しています。

※ 2012年に発生したインサイダー取引規制違反についての詳細は、2012年CSRレポートに
記載しております。

 URL：http://smth.jp/csr/report/2012/04.pdf

らに関係する個人や企業等、市民生活の秩序や安全に脅

威を与える者・集団を指します。当グループでは、行動規範

(バリュー)等において、反社会的勢力に対する毅然とした

対応を貫くことを定めて社内外に宣言しており、反社会的

勢力との取引防止のため、各種取引における調査やシステ

ムチェック等の体制を構築しています。

また、融資や受信等の各種取引に暴力団排除条項を導

入しています。これは、反社会的勢力に取引を躊躇させ、ま

た、取引開始後に反社会的勢力と判明したときに取引を解

消させる契約上の根拠付けとなるものです。

取引開始後に取引の相手方が反社会的勢力と判明した

場合については、警察等外部専門機関と緊密に連携し取引

解消等に向けた対応を行っていく体制を構築しています。

また、意識や体制を強固なものとするため、2014年度に

ついては、半期に1回ずつ、全役員・社員を対象とした反社

会的勢力との取引防止研修を実施しました。

法令改正への適合管理
三井住友信託銀行では、本部各部が法令改正について

の情報を収集し、コンプライアンス統括部に報告します。同

部は法令改正情報を一元的に管理し関係部署に対して対

応の指導・管理等を実施します。

インサイダー取引防止
当グループでは、業務遂行にあたり知り得たインサイダー

情報を厳正に管理し、インサイダー取引等を防止しています。

具体的には「インサイダー情報管理規程」において、イ

ンサイダー情報らしい情報を取得したときは直ちに上席

に報告することを義務付けています。インサイダー情報は

店部長が厳格に管理し必要な部署に報告しており、不要
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コンプライアンス
税法や通達、そして国際標準に則ったルールを厳格に遵守
し、誠実に税務戦略を推進していきます。

ガバナンス
トップマネジメントは税務リスクを正しく認識し、経営に直
結する重要な課題であるという観点から、ビジネス戦略と
合わせて税務戦略を推進していきます。
また、社員に対する指導を行うなど、税務コンプライアンス
の維持・向上に取り組んでいきます。

税務当局との関係
情報開示等、透明性を高めることで税務当局との信頼関係
を築き、税務リスク削減に努めていきます。

租税回避
BEPS（Base Erosion and Profi t Shifting）行動計画に従
い、経済活動により価値を創出した場所で適正に納税する
よう取り組んでいきます。

な部署への伝達を一切禁止しています。なお、受託事業運

用部門の場合は、受託監理部がインサイダー情報を管理

します。

また、インサイダー情報が投資(運用)を行う部署に伝達

されないよう特に厳格な情報遮断を行っているほか、受託

事業では「証券会社等との接触等に関するガイドライン」

を定め、運用担当者と証券会社営業担当者との不適切な

接触を禁止しています。

三井住友信託銀行では全社ベースでの研修態勢を整備

しており、2014年度は全社員を対象としたインサイダー取

引防止研修を年４回（受託事業ではさらに年4回）実施する

とともに、全役員・社員等から、インサイダー取引未然防止

に係る社内規程類の遵守を約する内容を含む誓約書の提

出を年2回(受託事業ではさらに年4回)受けています。

外部委託先との公正な取引
当グループでは外部の業者に業務を委託する場合、当グ

ループのお客さまや当グループが不測の損失を被るリスク

を適切に管理するための規則を定め、サービスの質や存続

の確実性等の問題点を認識し、委託した業務を的確、公正

かつ効率的に遂行することができる能力を有する業者に

委託するための措置を講じています。また、反社会的勢力

との取引を防止し、反社会的勢力の介入を排除するため、

新規契約開始前および定期的に外部委託先が反社会的勢

力でないことを確認しています（61頁参照）。

談合・カルテル防止
独占禁止法は、消費者の利益を確保し国民経済の民主的

で健全な発達を促進するために、「公正かつ自由な競争」の

促進を目的としており、不当な取引制限(カルテル)の禁止な

ど自由経済の基本ルールを定めています。当グループでは、

独占禁止法を遵守するため、独占禁止法遵守に係るコンプ

ライアンス・マニュアルを制定し、さらに各事業における共

同行為や優越的地位の濫用、虚偽・誇大な広告表示の禁止

等につきチェックルールを設けて、厳格に運営しています。

贈収賄防止
当グループでは、コンプライアンス規程において贈賄等

を防止するための役員・社員の遵守規程を定め、以下の取

引等を禁止しています。

• 業務上の利害関係先、公務員等、当社株主への許容範囲

を超える接待・便宜供与等の禁止

• 利害関係先等からの許容範囲を超える接待・便宜を受け

ることの禁止

• 公私混同の禁止

• 兼職・兼業の原則禁止

• 業務運営上当社等と利益相反の関係に立つこと、および

職務上の地位を利用して自己または第三者の利益を図る

ことの禁止

知的財産権の保護
著作権等の知的財産権の無断利用は著作権法等の法律

で禁止されています。当グループは、グループ各社の知的

財産権を保護するとともに、コンプライアンスマニュアル

等で他人の著作物等の無断複製・利用の禁止を明記し、社

員に遵守を徹底しています。

三井住友トラスト・グループの税務
コンプライアンスに関する基本方針
私たち三井住友トラスト・グループは、お客さま、投資

家、政府、地域社会など、さまざまなステークホルダー全体

のバランスの中で、税について適正な管理を行い、社会規

範にもとることのない企業活動を推進していきます。
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１．リスク管理に関する基本的な考え方
企業を取り巻くさまざまなリスクの低減は、企業価値の棄

損を回避するために不可欠ですが、リスク管理体制の強化は

企業体質を堅牢なものとし、企業価値の向上に資するもので

す。三井住友トラスト・グループは、日本最大かつ最高のステ

イタスを誇る信託銀行グループとして、業務特性と環境変化

に対応したリスク管理態勢の構築を経営の最重要課題と位

置付け、当グループの事業展開と持続的成長を支える強固な

経営基盤としてのリスク管理の高度化を推進しています。

２. リスク管理体制
リスク管理に係る経営機構および主要部署の役割・責任

は次の通りです。

各組織の責任と役割
1） 取締役会は、リスクの特定・評価・モニタリング・コント

ロールおよび削減に関する方針の策定、リスク資本配

賦計画およびリスク管理計画を含む経営計画の策定・

周知、報告態勢の構築と権限付与などを行います。

2） 経営会議は、取締役会の定めた方針に従い、リスクの特

定・評価・モニタリング・コントロールおよび削減に関す

る取り決めの承認や、その実行のための態勢整備など

を行います。

3） フロント部署等は、リスク管理規程および関連するリス

ク管理規則等に従い、リスクを正確に認識した上で、リ

スクの規模・特性に合致した適切なコントロールを行

うなど、リスク管理の実効性の確保に向けた業務運営

を行います。

4） リスク管理部署は、所管するリスクの特定・評価・モニタ

リング・コントロールおよび削減のリスク管理プロセス

の整備または運営を行います。フロント部署等への牽

制機能を発揮するため、フロント部署等のリスクの状

況およびリスク管理活動をモニタリングし、経営に対し

て定期的または必要に応じた報告等、リスク管理態勢

の企画・推進を行います。

リスク管理部署

統合的リスク管理委員会

指名・報酬委員会

経営管理委員会

監査委員会

統合リスク管理

統合的リスク管理 ※ 危機管理は、リスクカテゴリー横断で対応

三井住友トラスト・ホールディングス

協議・報告 監督・指導

三井住友信託銀行 その他のグループ各社

株主総会

取締役会 監査役会

監査役 監査役室経営会議

風評リスクイベント
リスク人的リスク

法務・
コンプライアンス

リスク
システムリスク

情報
セキュリティ
リスク

事務リスク信用
リスク

市場
リスク

資金繰り
リスク

オペレーショナル・
リスク

業務管理部

リスク統括部署 リスク統括部

総務部人事部業務管理部 業務管理部
法務部・

コンプライアンス
統括部

内
部
監
査
部

リスク管理体制

リスク管理
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重層的リスク管理
全社的なビジネス戦略に基づく各事業の利益計画達成

を目指したリスクテイクと、リスク状況の変化を踏まえて

適切にビジネスモデルの見直しや有事対応を実施できる

管理体制として、当社では３ラインディフェンス体制をとっ

ています。

３ラインディフェンスは以下の三つで構成されます。
①ファースト・ライン・ディフェンス（リスクテイク）
• 業務商品知識を生かしたリスク把握・事態把握を行います。

• リスクが顕在化した際には現場レベルで迅速に対応し、

リカバリー策を実行します。

②セカンド・ライン・ディフェンス（リスク・ガバナンス）
• 全社的なリスクの特定・評価と決定されたリスク限度枠

の監視・統制を実施します。

• リスクが顕在化した場合のリカバリー戦略を策定します。

③サード・ライン・ディフェンス（リスク・アシュアランス）
• リスクテイクやリスク・ガバナンスの適切性を検証します。

それぞれのラインは、上位組織である各種委員会、経営

会議および取締役会によって監視・統制される仕組みに

なっています。

３. リスク管理実務
リスクの種類
当グループでは、グループ全体が経営上抱えるリスクを

要因別に、「信用リスク」「市場リスク」「資金繰りリスク」「オ

ペレーショナル・リスク」に区分し、それぞれのリスクの特

性に合った管理を行っています。

リスク管理の方法
当社は、グループ全体のリスク管理の統括部署を設置

し、グループ全体のリスクの状況をモニタリングするとと

もに、各リスクカテゴリーのリスク管理を統括するリスク

管理部署を定め、当グループ各社に対して必要に応じ適切

な監督・指導を行っています。

また、グループ全体におけるリスク管理の基本的事項を

「リスク管理規程」として制定し、リスクの特定、評価、モ

ニタリング、コントロールおよび削減の一連の活動が適切

に実行できるよう権限や組織体制などを明確化し、リスク

管理に係る方針・計画(リスク管理計画、リスク資本配賦計

画)を策定しています。 

内
部
監
査

経
営
陣

管
理
者
・
事
業

取締役会

経営会議

投融資
審議会

ALM
審議会 各種委員会

上席
管理者

経営管理
各部

上席管理者
（担当役員・店部長等）

各事業・営業・
投融資フロント部署

外
部
監
査

ファースト・ライン・
ディフェンス

セカンド・ライン・
ディフェンス

サード・ライン・
ディフェンス

当グループ各社においては、当社のリスク管理に係る方

針を踏まえ、それぞれの業務やリスクの特性に応じた適切

なリスク管理態勢を整備しています。

統合リスク管理とリスク資本配賦
（1）統合的リスク管理と統合リスク管理
当社は、当グループに所在する各種リスクを統括し、グ

ループ内のリスクの波及等、各社単独では捕捉できないグ

ループ体制特有のリスクを総合的に捉え、グループの経営

体力と比較・対照することによってリスク管理を行っていま

す（統合的リスク管理）。

また、当社は統合的リスク管理における管理対象リスク

のうち、VaR※等の統一的尺度で計量可能なリスクを合算

して、当グループの経営体力（自己資本）と対比することに

より管理しています（統合リスク管理）。

※ Value at Risk：リスク計測指標。一定の期間内(保有期間)に、一定の確率(信頼区間)で、
被りうる最大損失額。当社では信頼区間片側99%による計測を行っています。
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（2）リスク資本配賦運営
当グループでは、持株会社が外部環境、リスク・リターン

の状況、戦略目標およびストレス・テストの結果を勘案し

た上で、自己資本の充実度を評価し、信用リスク、市場リ

スク、オペレーショナル・リスクを対象に、グループ各社へ

資本を配賦する運営を行っています。リスク資本配賦計画

は、取締役会で決議しています。

グループ各社は、リスク量が配賦された資本（リスク資

本）の範囲となるように業務を運営します。配賦された資本

（リスク資本）とリスク量の状況については、リスク管理統

括部署が月次でモニタリングし、取締役会等に報告してい

ます。

リスク資本配賦計画については、半期ごとに見直しを行

うほか、グループ各社の業務計画の修正やリスクの状況等

により必要となった場合にも随時見直しを行っています。

て取締役会等に報告しています。

当グループでは、自己資本およびリスクについて複数の

定義を設け、自己資本充実度を多面的に評価しています。

事業継続性を確保する視点から、信頼区間99%のリスク

量を自己資本比率規制上の普通株式等Tier1資本（配賦原

資）と比較するとともに、預金者保護の視点から、信頼区間

99.9%のリスク量およびストレス事象勘案後の信頼区間

99%のリスク量を自己資本比率規制上の総自己資本と比

較することによって評価しています。

資本配賦の仕組み

自己資本とリスク資本額（信頼区間99％、保有期間1年）

三井住友信託銀行

その他のグループ各社

　

　

本
資
ク
ス
リ

本
資
ク
ス
リ

本
資
ク
ス
リ

リスク量

リスク量

リスク量

　

　

　

自
己
資
本

リ
ス
ク
量

配
賦
原
資

グループ各社は、リスク量がリ
スク資本の範囲内におさまる
ように業務を運営

普通
株式等
Tier1
20,651

Tier2等
7,784

9,726

14,899
276

276

4,898

9,988

3,893 信用リスク

5,819 市場リスク

オペレーショナル・
リスク

自己資本 リスク資本 リスク量

（億円）
30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

28,435

（4）ストレス・テスト
金融危機のような不測の事態に備えて、ストレス事象が

顕在化した場合の経営・財務への影響等をあらかじめ分

析・認識して、対応策を事前に検討しておくことの重要性が

高まってきています。

当グループでは、経営計画の策定時において、リスク資

本配賦計画（経済資本）および自己資本比率計画（規制資

本）においてストレス・テストを実施し、自己資本充実度の

評価やリスク発生時の対応策（コンティンジェンシープラ

ン）の策定等に利用しています。

（3）自己資本充実度の評価・資本戦略
自己資本管理部署は、リスク資本配賦計画の策定および

見直しの都度、健全性の観点から自己資本充実度を評価し
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■ストレス・テストの枠組み

経営計画策定時に、過去10～20年程度の間で発生した

イベントで当社のポートフォリオに大きな影響を及ぼすシ

ナリオ（ヒストリカルシナリオ）、市場環境に応じて比較的

発生する蓋然性が高く、かつ経営に大きな影響を及ぼす

フォワードルッキングなシナリオ（仮想シナリオ）等、複数

のシナリオ案を調査部、リスク統括部にて策定。役員を含む

「ストレスシナリオ検討会議」において発生蓋然性および

当グループへの影響度の観点から議論の上、計画策定に利

用する最終的なシナリオを選定しています。

選定したシナリオに基づき、リスク発生時の損失額等を

算定し自己資本充実度への影響等を評価の上、結果を取

締役会等へ報告する枠組みを構築しています。

リスクカルチャーの醸成
当グループは、信託の受託者精神に立脚し、高度な専門

性と総合力を駆使して、銀行事業、資産運用・管理事業、不

動産事業を融合した新しいビジネスモデルで独自の価値

を創出することを社会的役割と認識し、その実現に向けた

「経営理念（ミッション）」「目指す姿（ビジョン）」「行動規範

（バリュー）」を定めています。

当グループでは、「リスク文化」を、法令・市場ルール・社

内規程類等のルールはもとより広く社会規範を遵守し、適

正な収益確保の観点から、経営体力の範囲内で、経営方針

や事業戦略を踏まえた適切なリスクの引き受け、収益・リ

スク管理を行うことを規定する基本的な考え方と定義して

います。

リスク文化を醸成・浸透していくために、経営トップの定

期的なメッセージ配信、コンプライアンス研修・各種会議、

e-ラーニング等を通じ、役職員への共有・周知に取り組ん

でいます。

ESGリスクへの対応
近年、企業に対し持続可能性への配慮を求める声が高

まるなか、ESG（環境・社会・ガバナンス）に関わるリスクへ

の対応を強化する必要性が強まってきています。ESGリス

クは、オペレーショナル・リスク（86頁参照）と重なる項目

もありますが、従来にない新しいテーマも含まれると考え

られることから、当グループでは2013年12月に関係各部

横断によるESGリスク対応PT（主催はCSR推進室）を設置

し、さまざまな議論を重ねています。2015年度は、PTでの

議論が起点となり、以下の取り組みが進展しました。

ストレス・テストの枠組み

取締役会等への報告 評価結果の報告を受け、経営計画策定へ活用

影響額評価 選定シナリオ発生時の影響額を算定
自己資本充実度の評価等を実施

シナリオ協議・選定 役員を含む「ストレスシナリオ検討会議」にて、
シナリオを協議・選定

過去イベントの「ヒストリカルシナリオ」、
将来の「仮想シナリオ」等の複数案シナリオ案策定

（5）自己資本の充実の状況
リスク資本配賦計画においては、持株会社連結の総自己

資本28,435億円（うち普通株式等Tier1資本20,651億円）

に対して、配賦した資本（リスク資本）は14,899億円となっ

ており、実際に使用している資本（リスク量）は9,988億円

となっています。また、総自己資本と配賦した資本（リスク

資本）との差額13,536億円はストレス・テストの結果等を

勘案しても十分な水準となっています。

（6）統合リスク管理・自己資本管理態勢の高度化
当グループは、統合リスク管理と自己資本管理がより効

果的な業務プロセスとなるよう、管理するリスクの範囲、

リスクの計測方法、リスク資本配賦の方法、自己資本充実

度の評価方法等を継続的に検証し、態勢の整備・高度化を

図っています。

なお、CSR推進室は月次で関係各部によるグローバル

CSR会議を主催しており、グローバルに議論されている最

新のESG情報を収集し、潜在的なESGリスクの把握に活用

しています。

赤道原則への署名 プロジェクト・ファイナンス等におけるESGリ
スクへの対応（91頁参照）

海外アプリケーション
ハンドブックの作成

海外拠点において配慮すべき固有の慣習や人
権問題等を取りまとめ（103頁参照）

マテリアリティの特定 当グループ全体のリスクも勘案した重要な
ESG項目の特定（6頁参照）
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個別リスクの管理状況
信用リスク

定　義
信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し、当グループが損失を被るリスクをいう。こ
のうち、特に、海外向け信用供与について、与信先の属する国の外貨事情や政治・経済情勢等により当グループが損失を被るリスクをカントリー
リスクという。

基本方針

• グループ全体の信用リスク管理の基本方針を定め、与信関連業務の健全性および適切性の確保を図る観点から、信用リスク管理態勢および資
産査定管理態勢の整備を行うこととしています。また、与信先の実態を把握し、与信先に対する経営相談・経営指導および経営改善に向けた取
り組みへの支援を行うことは信用リスク削減の観点からも重要であると認識し、対応を図っています。

• 傘下銀行においても同様に、上記方針に則って、リスク管理態勢を整備・確立し、適切な信用リスク管理を行うこととしています。

リスク
管理体制

• 当社における信用リスク管理部署はリスク統括部と定めています。リスク統括部はグループ全体の信用リスクの状況をモニタリング・分析す
るとともに、傘下銀行等に対して監督・指導を行っています。

• 傘下銀行においても同様に、信用リスク管理部署をリスク統括部と定めています。また、信用リスク関連の管理部署として、審査部署、問題
債権管理部署および資産査定管理部署を定めています。

リスク
管理手法

• 与信先の状況等について、当グループを一体的に管理するとともに、貸出金のみならず、信用リスクを有する資産およびオフバランス資産を統
合的に管理しています。

• 信用格付等を用いて信用リスクの評価・計測を行うとともに、リスク限度枠の設定や与信集中リスクの管理等を通じて、信用リスクを適切にコ
ントロールしています。また、与信ポートフォリオ状況（特定の業種または特定のグループに対する信用集中の状況等）を適切に把握・管理して
います。

オペレーショナル・リスク
定　義 業務の過程、役員・社員等の活動若しくはシステムが不適切であることまたは外生的な事象により当グループが損失を被るリスクをいう。

基本方針
• グループ全体のオペレーショナル・リスク管理の基本方針を定め、業務の健全性および適切性の確保を図る観点から、オペレーショナル・リ
スクを業務遂行に伴い発生する不可避なリスクと認識し、業務やリスクの規模・特性に応じた適切なリスク管理を行うこととしています。

• 傘下銀行では、上記基本方針に則って、リスク管理方針を定め、それに基づいてオペレーショナル・リスク管理を行っています。

リスク
管理体制

• 当社におけるオペレーショナル・リスクの総合的な管理部署をリスク統括部と定めています。また、事務リスク管理部署およびシステムリスク
管理部署等を設置しています。

 リスク統括部は、グループのオペレーショナル・リスク全般をモニタリングし、傘下銀行等に対して監督・指導を行っています。
• 傘下銀行においても同様に、各リスク管理部署を定めています。

リスク
管理手法

当グループでは、定期的に内部統制に係る自己評価（CSA）やオペレーショナル・リスク計測を実施し、定性・定量の両面からオペレーショナル・リ
スクを適切に評価・把握し、その顕在化防止のための予防的措置、顕在化した場合の対応・発生原因分析および再発防止策の策定により、リスク
の削減を図ることとしています。また、策定したリスク削減策の効果について検証を行い、リスク削減策の見直し・改善につなげています。

資金繰りリスク

定　義 必要な資金が確保できず資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高い金利での調達を余儀なくされることにより当グ
ループが損失を被るリスクをいう。

基本方針
• グループ全体の資金繰りリスク管理の基本方針を定め、業務の健全性および適切性の確保を図る観点から、当グループの戦略目標、業務の規
模・特性およびリスクプロファイルに見合った適切なリスク管理を行うこととしています。

• 傘下銀行では、上記基本方針に則って、リスク管理方針を定め、それに基づいて資金繰りリスク管理を行っています。

リスク
管理体制

• 当社における資金繰りリスク管理の統括部署をリスク統括部と定めています。
 リスク統括部は、グループ全体の資金繰りリスクの状況についてモニタリング・分析を行うとともに、傘下銀行に対して監督・指導を行っています。
• 傘下銀行においては、資金繰りリスク管理にあたり、資金繰りリスク管理部署について、資金繰り管理部署、市場部署などからの独立性を確保
し、牽制機能が発揮される体制を構築しています。

リスク
管理手法

内外の情報を収集・分析し、現状においてどの資金繰りの逼迫度区分に該当するかを適切に把握するとともに、資金繰りリスクを回避するため、
あらかじめ定められた適切な限度枠を遵守する資金繰り運営を行うほか、ストレステストを実施の上、コンティンジェンシープランを策定し危
機管理に万全を期しています。

市場リスク

定　義
金利、為替、株式、コモディティ、信用スプレッドなどのさまざまな市場のリスク要因の変動により、保有する資産・負債(オフバランスを含む)の価値、
あるいは資産・負債から生み出される収益が変動し、当グループが損失を被るリスク。このうち、特に、市場の混乱等により市場において取引ができ
なかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより当グループが損失を被るリスクを、市場流動性リスクという。

基本方針
• グループ全体の市場リスク管理の基本方針を定め、業務の健全性および適切性の確保を図る観点から、当グループの戦略目標、業務の規模・
特性およびリスクプロファイルに見合った適切なリスク管理を行うこととしています。

• 傘下銀行では、上記基本方針に則って、リスク管理方針を定め、それに基づいて市場リスク管理を行っています。

リスク
管理体制

• 当社における市場リスク管理の統括部署をリスク統括部と定めています。
 リスク統括部は、グループ全体の市場リスクの状況についてモニタリング・分析を行うとともに、傘下銀行に対して監督・指導を行っています。
• 傘下銀行においては、市場リスク管理にあたり、フロントオフィス(市場部署)、バックオフィス(事務管理部署)およびミドルオフィス(市場リス
ク管理部署)を分離し、牽制機能が発揮される体制を構築しています。

リスク
管理手法

経営体力の範囲で配賦されたリスク資本に基づくリスク限度枠や損失拡大防止を目的として設定したアラームポイントの遵守状況等を管理し
ています。
市場リスクをVaR(一定の保有期間に一定の信頼区間で被りうる最大損失額)により計測するとともに、VaRによる市場リスク計測の補完を目
的としてストレステストを実施しています。
バーゼルⅡにおけるアウトライヤー基準の銀行勘定金利リスクに関し、定期的にモニタリングを行い管理しています。
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当社・三井住友信託銀行では、自然災害やシステム障害、

新種感染症の流行などの危機発生時において、緊急時対

応を迅速に実行するため、コンティンジェンシープランを

整備しています。

さらに、資金決済などの重要な業務については、BCP

（業務継続計画）やバックアップオフィスなど、業務継続

体制を整備し、その実効性を確保するため、定期的な訓

練、BCP見直しの実施など、業務継続のための体制を整備

しています。

発生した危機が重大で影響が広範囲に及ぶなど、三井

住友信託銀行や当グループの正常な業務活動に重大な支

障を及ぼし、その対応に緊急に総合的かつ高度な経営判

断を要する場合には、全社的対応組織として緊急対策本部

を設置して、緊急時対応を迅速に実行していきます。

災害時における危機管理・業務継続（BCP）
三井住友トラスト・ホールディングス、三井住友信託銀行の取り組み

事務リスク
定　義 役員・社員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすなど、事務が不適切であることにより当グループが損失を被るリスク

リスク管理手法
事務リスク管理部署である業務管理部は、事務リスクおよび事務効率化に関する事業間にまたがる問題等を総合的に検討し、当社全体
の観点から事務リスク管理の実効性確保に向けた態勢整備を推進しています。また、事業ごとに事務統括・指導部署を設置し、事業内で
策定された規程類の検証、本部各部・営業店部に対する事務全般における指導および研修等を行っています。

システムリスク

定　義 コンピュータシステムのダウン、または誤作動等、システムの不備等に伴い当グループが損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に
使用されることにより、当グループが損失を被るリスク

リスク管理手法

ハードウェアの保守および予備・代替機能の確保、バックアップ、マニュアル整備等の対策により、ハードウェア・ソフトウェアおよびシステ
ム運用の信頼性向上を行っています。また、情報システムの安全性を確保し、不正な侵入・使用等を防ぐための対策も行っています。なお、
障害・災害による情報システムへの影響の極小化と早期復旧ならびに業務継続のため、連絡・対応体制の明確化、代替措置・復旧手順等
のマニュアル整備、オペレーションの教育・訓練等を行っています。

情報セキュリティリスク

定　義 情報の漏えい、情報が正確でないこと、情報システムが利用できないこと、情報の不正使用等、情報資産が適切に維持・管理されないこと
により、当グループが損失を被るリスク

リスク管理手法

保有する全ての情報資産について、漏えい・紛失・改ざん等が当社およびお客さまに損失を与える危険性の度合いに応じて重要度を設定
しています。重要度に応じて、情報資産の取得・利用・管理・保管・社内伝達・社外持出・廃棄等の方法を定め、セキュリティ対策を適切に実
施しています。
※ サイバー攻撃に関する対応は88頁をご参照ください。

法務・コンプライアンスリスク

定　義 取引の法律関係が確定的でないことによって当グループが損失を被るリスク、および法令等の遵守状況が十分でないことにより当グルー
プが損失を被るリスク

リスク管理手法 社内規程類等の一貫性・整合性や、取引および業務の適法性・適切性について、法的側面からの検証(リーガルチェック等)などを行って
います。

人的リスク
定　義 人事運営上の不公平・不公正、ハラスメント等、人事・労務管理上の問題により当グループが損失を被るリスク

リスク管理手法 人事運営上の不公平・不公正、ハラスメント等の人事・労務管理上の問題に対して、社内研修や面談、相談窓口の設置等の管理態勢を整
備しています。

イベントリスク

定　義 自然災害、テロ等の犯罪、社会インフラの機能障害、感染症の流行等、事業の妨げとなる外生的事象、または有形資産の使用・管理が不適
切であることにより当グループが損失を被るリスク

リスク管理手法
事業の妨げとなる自然災害や感染症の流行、火災や犯罪あるいは交通事故の発生等に対し、発災に備えた減災措置、防災・防犯・安全運
転管理といった予防的措置や業務継続管理態勢の整備・対応などを行っています。
※ 災害時における危機管理・業務継続(BCP)に関する情報は下部をご参照ください。

風評リスク
定　義 マスコミ報道、風評・風説等によって当社または子会社等の評判が悪化することにより当グループが損失を被るリスク

リスク管理手法 当社または子会社等の評判が悪化しうるマスコミ報道、風評・風説等を未然に防止し、風評事態が発生した際には、お客さま対応、対外公
表等を迅速・適切に行う態勢を整備しています。

オペレーショナル・リスク サブカテゴリー
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1. 役員・社員は危機管理の重要性を十分に認識・理解し、緊急事態の発生に備えるとともに、緊急事態が発生した場
合には、迅速かつ的確に対応できるよう、平素より知識の涵養等に努めなければならない。

2. 緊急事態が発生した場合には、役員・社員の判断・行動にあたっては、以下の原則に基づき対応しなければならない。

(1)生命の安全確保
緊急事態が発生した場合は、お客さま、役員・社員とその家族
の安全を最優先で確保する。また、各種緊急時対応において
は、常に人道面での配慮を優先させる。

(2)三井住友信託銀行の企業資産の保全
緊急事態が発生する場合に備え予防と減災措置をとり、緊急
事態が発生した場合には三井住友信託銀行の企業資産を保全
する。また、業務活動に支障となる悪影響に対して、可能な限り
リスク軽減措置を講じる。

(3)業務継続と早期復旧
緊急事態が発生した場合、優先する業務の早期復旧と継続を
図る。

(4)地域社会との連携
緊急事態が発生した場合、地域における救命活動等、地域との
連携を図る。

役員・社員の行動基準

サイバー攻撃
サイバー攻撃の脅威に対する対応
国内外でサイバー攻撃による被害が拡大、脅威も増大し

ています。かかる中、当社ではお客さまの大事な財産をサイ

バー攻撃の脅威から守るため、次のような活動に取り組ん

でいます。

サイバー攻撃に備えた社内態勢の整備
当社では、サイバー攻撃に対応するため、三井住友信託

銀行のシステムを24時間監視するとともに、サイバー攻

撃に係る情報収集･分析･対策等を進める社内組織として

SuMiTRUST-CSIRTを設立し、外部の専門機関との連携

もとりながら、管理態勢の強化に取り組んでいます。

インターネットバンキング取引のセキュリティ強化
インターネットバンキングについては、お客さまの大

切なご預金等を不正取引被害から守るための対策とし

て、インターネットバンキング専用セキュリティ対策ソフト

「Rapport（ラポート）」を無料で提供しています。

今後も引き続き、他社の動向や新規技術の情報収集に

努め、不正送金の未然検知･防止など、お客さまが安全に

取引を行っていただけるように、万全のセキュリティ対策を

講じていきます。

サイバーセキュリティ

各
種
サ
イ
バ
ー
攻
撃

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

三井住友信託銀行
における
勘定系システム

お客さまの
預金の不正
引き出し等

特に、全国に店舗を持つ三井住友信託銀行では、大規模

な地震が発生した場合に備え、お客さま、社員の安全や業

務の継続などに配慮した対応を行うとともに、その実効性

を確保するため、定期的に訓練を実施しています。

全社的な対応においては、緊急対策本部機能の実効性

を高めるため、定期的な訓練のほか、情報収集・情報連携

の体制強化とともに、東京地区での発災を想定して大阪地

区の体制強化も推進しています。

また、支店においては、定期的な訓練を通じ対応力の強

化を図るとともに、立地条件や主要設備の状況等、店舗固

有事情を踏まえた災害対策への取り組みを推進し、また、

支店間での支援体制も整備しています。
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プロジェクトファイナンスにおける環境・社会への配慮

三井住友信託銀行は、プロジェクトファイナンスの実施
にあたって、自然環境や地域社会に及ぼす影響に十分な配
慮をすることを求める民間金融機関のガイドラインである
「赤道原則」に2016年2月に署名しました。

赤道原則導入までの二つのプロセス
ESGリスク対応PTでの議論
2013年12月に設置された部門横断的なESGリスクへの

対応PT（85頁参照）において、NGO等市民社会の声が高ま
っている現状も踏まえ、投融資に関するESGリスク対応の
強化が課題として挙げられ、検討がスタートしています。

マテリアリティマップ（8頁参照）上の特定
ESG投資家の視点を踏まえ、当グループのサステナビリ

ティの重要課題（マテリアリティ）の特定の結果、当グルー

プの企業価値に与える影響と当グループが社会に与える
影響の両面から「投融資先の環境・社会への影響に対する
配慮」が「最もマテリアリティが高い領域」に含まれること
が判明しました。

赤道原則への署名
鉱山開発、石油・ガス開発、発電所、石油化学プラント、

インフラ整備などの大規模プロジェクトは自然環境や地
域社会に大きな影響を及ぼす可能性があります。三井住
友信託銀行はプロジェクトファイナンスが間接的に自然
環境や地域社会に負の影響を与える可能性があるという
認識を持っています。また、環境問題や社会問題を原因と
してプロジェクトが中断した場合の貸出債権の価値が劣
化するリスクを回避・低減することも健全な金融機関とし
ての責務と考えています。
そこで、三井住友信託銀行はプロジェクトファイナンス

の意思決定のプロセスで、プロジェクトが環境・社会に十
分配慮しているかを確認し、また、プロジェクト運用開始後
に環境・社会への配慮の状況をモニタリングするリスクマ
ネジメントの枠組みとして赤道原則を導入しました。社内
規程類、運用体制を整備し、2016年2月に赤道原則に署名
し、運用を開始しました。
赤道原則には2015年12月現在、世界で82行（輸出信用機

関を含む）が署名しています。署名金融機関は赤道原則に則
った対策等をプロジェクト実施者に要求し、特に、発展途上国
における大規模案件においては十分な配慮を要する場合が
多く、要求に応じない場合には融資を見送ることもあります。

赤道原則が適用される金融商品の種類と規模等の要件

※１ プロジェクトファイナンス・アドバイザリー・サービス
※２ バイヤーズクレジット型の輸出金融は含み、サプライヤーズクレジット型の輸出金融は含まない。さらに、アセットファイナンス、買収ファイナンス、ヘッジ取引、リース、信用状取引、一般資金、

会社の操業維持を目的とした一般運転資金も除外。

当
グ
ル
ー
プ
が
社
会
に
与
え
る
影
響
度

中長期的な当グループの企業価値に与える影響度

最もマテリアリティが
高い領域

重要
度

投融資先の環境・社会
への影響に対する配慮

種類 規模等の適用要件
プロジェクトファイナンス プロジェクト総額が10百万米ドル相当以上の全ての案件
FA業務※1 同上

プロジェクト紐付きコーポレートローン※2

PRCL:Project-Related Corporate Loans

以下、4条件を全て満たす場合

1. 借入額の過半が、借り手が当該プロジェクトの実質的な支配権を(直接的にまたは間接的
に)有する単一のプロジェクト関連向けである。

2. 総借入額100百万米ドル相当以上
3. 個別採択銀行のコミット額(シンジケーション組成もしくはセルダウン前)が50百万米ド
ル相当以上

4. 貸出期間が2年以上

ブリッジローン 貸出期間2年未満で、上記条件を満たすプロジェクトファイナンス、もしくはPRCLによってリ
ファイナンスされることを意図したもの
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私たち三井住友トラスト・グループは、「三井住友トラス

ト・グループの社会的責任に関する基本方針(サステナビ

リティ方針)」に基づき、環境・社会に配慮した物品・サービ

CSR調達方針
事業で使用する紙や文房具、什器備品等は、資源の採掘

から加工・製造、販売にわたる長いサプライチェーンを経て

調達しています。その過程で環境汚染や人権問題などがお

1. 公正な取引
 私たちは、経済合理性、適正な品質、納期の厳守、社会規範の遵
守、社会的課題への配慮、環境配慮などを総合的に勘案し、公
正、透明な方法でサプライヤーを選定します。

 正当な理由なく、特定の取引先に利益を供与したり、不当な不
利益を課すようなことはしません。

2. 法令等遵守
 私たちは、調達にあたって法律及び社会規範を尊重し、いかな
る場合もこれらに違反しません。反社会的勢力とは一切の関係
を持たず、不当な要求は拒絶します。

3. 社会的課題への配慮
 私たちは、基本的人権を尊重し、労働安全衛生に配慮し、不当な
差別や強制労働や児童労働などの人権侵害を行わない、サプラ
イヤーとの取引、製品・サービスの調達に努めます。

4. 環境への配慮
 私たちは、環境負荷低減の取り組みを推進し、気候変動、生物
多様性などの環境問題の抑制や緩和に資する、サプライヤーと
の取引、製品・サービスの調達に努めます。

5. サプライヤーとの協働
 私たちは、調達にあたって社会的課題や環境への配慮をサプラ
イチェーンにわたって実践するため、サプライヤーに協力を求
め、協働して取り組みを推進します。

こらないように配慮された製品・サービスを調達することは

消費者としての責務です。当グループでは「CSR調達方針」を

制定し、調達における環境・社会配慮を推進しています。

CSR調達の実践
三井住友信託銀行はグループ全体でCSR調達を推進して

います。CSR調達の対象として選定した商品の中から、まず、

業務において大量に使用・廃棄する紙の調達における環境・

社会配慮を開始しました。コピー用紙については、熱帯雨林

の違法伐採による生物多様性の棄損や地球温暖化へ影響

が大きな問題となっています。調達を所管する総務部と経営

CSR調達（調達における環境・社会配慮）

スを優先的に購入することに努め、また、環境・社会に配慮

するサプライヤーと協働することにより、社会から信頼さ

れる企業グループとして、社会の持続的発展に貢献します。

コピー用紙に関するCSR調達の取り組み
• サプライヤーに対してコピー用紙、文房具など紙製品における環境・社会配
慮の調査を開始しました。

• 熱帯雨林の違法伐採等、環境・社会配慮に問題のあるコピー用紙の購入はグ
ループ会社も含め禁止し、サプライヤー、調達品を変更しました。

• コピー用紙は原則として古紙配合率100%の用紙を調達することとしています。

• 商品の環境・社会配慮については、Rainforest Action Networkなど国内外
のNGOの意見を参考としています。
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企画部CSR推進室が製紙メーカーや販売店に商品の環境・

社会配慮の状況を聞き取り調査しました。調査の結果を受

けて、違法伐採等の問題となっている用紙の購入を禁止し、

サプライヤー、調達品を変更しました。また、名刺について

は、山林の管理から製造、販売まで一貫して環境・社会配慮

をするFSC認証紙を採用しています。今後はCSR調達の推

進品目を印刷物などに順次拡大していく計画です。

CSR調達において品目を変更する際に、環境・社会に配

慮した商品の方が単価が高くなることがあります。そこで、

グループ会社も含めて大量一括購入することによって適正

な価格での調達を進めるなど、サプライヤーの協力を得る

工夫をしています。

サプライヤーとのダイアログ（対話）
CSR調達の実践にあたって、調達品目の環境・社会配慮の確認を

ユーザーが行うことは、非常に難しく、効率的ではありません。三井
住友信託銀行ではサプライヤーとの協働を基本原則とし、ダイアロ
グを実施することにより、環境・社会配慮に関する情報を相互に提供
し合い、意識の向上、具体的な行動に向けた啓発活動を進めていま
す。サプライヤー、ユーザーと立場が異なるなか、それぞれが社会の
一員として果たすべき役割を認識し合い、三井住友信託銀行のみで
はなく、社会全体を視野に「持続可能な社会」の実現に向け取り組み
を行っています。

持続可能な紙利用のためのコンソーシアム
三井住友信託銀行は、紙の原料調達のために熱帯雨林

の伐採や生態系の破壊が進むことに問題意識を持っていま

• 信頼できる認証制度と再生紙を優先的に利用すること

• 保護価値の高い森林を破壊していないこと

• 伐採にあたって原木生産地の法律を守り、適切な手続きで生
産されたものであること

• 重大な環境・社会的問題に関わる事業
者の製品を調達しないこと

持続可能な紙利用のためのコンソーシアムが
掲げる紙調達に関する方針

す。同様の認識を共有する紙のユーザー企業やＷＷＦジャパ

ン（公益財団法人世界自然保護基金ジャパン）とともに「持

続可能な紙利用のためのコンソーシアム」に参画していま

す。各企業の取り組み状況を共有するとともに、サプライ

ヤーに対してはより環境・社会に配慮した紙の供給を要請し

て、持続可能な紙利用の社会全体への浸透を目指します。

左手前 ㈱三協 営業本部
 西川公一様（名刺サプライヤー）

左　奥 富士ゼロックス㈱ 中央営業事業部
 落合孝良様（コピー用紙サプライヤー）

右手前 三井住友信託銀行総務部
 丸山春代

2015年11月のダイアログは次のようなテーマで実施しました。
• 用紙調達の環境・社会配慮に関する市場動向
• 海外の金融機関の紙の調達に関する情報
• 用紙のガイドラインにおける人権に関する配慮
• 販売者としてのサプライチェーンにおける役割期待
• 紙廃棄物のリサイクル、秘密保持に配慮した処理

人権方針における規定
当グループの制定する人権方針において、「海外を含む

投融資先や調達・委託先（サプライチェーン）の企業活動が

人権に与える負の影響について情報収集し、法規制等に反

する場合等には、都度必要に応じた対策を講じていく」こ

とと規定しています。当該対策として、違反状態の解消の要

請や解消されない場合の取引停止・不買があります。
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環境問題への
取り組み

サステナビリティ方針4

• 私たちは、低炭素社会や生物多様性を育む自然共生社
会、循環型社会の構築を目指し、さまざまなステークホ
ルダーとの連携を図り、本業を通じてこれらを阻害す
る問題の解決に取り組みます。

• 私たちは、省エネルギー・省資源等、自らの企業活動に
よって生じる直接的な環境負荷の低減に取り組みます。
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1． 商品・サービスの提供
 私たちは、「地球環境の保全」、「持続可能な社会の実現」に貢
献する商品・サービスのお客様への提供を通じ、社会全体の環
境リスクの低減・環境価値の向上に取り組みます。

２． 環境負荷の低減
 私たちは、事業活動に伴う資源の消費、廃棄物の排出などによ
る環境への負荷を認識し、省エネルギー、省資源、資源循環の取
り組みを通じ、環境保全・持続可能な社会の実現に努めます。

３． 汚染の予防
 私たちは、環境に関する対応の継続的な検証と改善に努め、汚
染の予防に取り組みます。

４． 法令等遵守
 私たちは、環境保全に関連する諸法令・規則及び各種協定を
遵守します。

５． モニタリング
 私たちは、環境に関する短期、中長期の目標を設定し、定期的
に見直しを行い、取り組みの継続的な改善に努めます。

６． 教育・研修
 私たちは、グループ各社への本方針の徹底と環境教育に努め
ます。

７． 情報公開
 私たちは、本方針を一般に公開し、社外とのコミュニケーション
を通じた環境保全活動の推進に努めます。

※ 気候変動対応行動指針（11頁参照）、生物多様性保全行動指針（21頁参照）は、本環境方針を踏まえた具体的な行動指針として定めています。

1. 事業活動と環境負荷
環境マネジメントシステムの運用
当グループは、環境負荷の大きい本店ビル、府中ビル、芝

ビル、千里ビルの4拠点で統一的な環境マネジメントシステ

ムを運用しています。これらの拠点では、原則として部門を

活動の単位として、本業の業務プロセスと環境マネジメン

トシステムとを連動させることにより、環境への取り組みを

経営戦略と連動させ、環境負荷低減、経費削減、業務効率化

を同時に達成する取り組みを推進しています。多くのグルー

プ会社が入居する芝ビルでは2014年より運用を開始し、グ

ループ会社への活動の展開を本格化させました。

当グループでは、紙の使用、電力の使用、廃棄物の排出、グ

環境マネジメントのさらなる推進とグループ展開

当グループは、環境マネジメントシステムの枠組みを活用し、業務活動
から生じる環境負荷の低減と業務活動の効率化につながる取り組みを
推進しています。

環境負荷低減に向けた取り組み

リーン調達を銀行業務における重要な環境側面として、そ

れらについて目標を設定し、活動単位ごとに活動計画を定

めた上で環境負荷削減の活動を推進しています。2014年度

の実績は下記のとおりです。紙の使用に関しては、電算セン

ターのある府中ビル、千里ビルにおいてシステム開発が山

場を越えたこと、保存資料の電子化対応が進捗したことに

よって、10%の削減目標に対して、それぞれ17.1%、21.1%

の紙使用量の削減を達成しました。芝ビルにおいても電子

化対応により目標を上回る6.0%の削減を達成しています。

一方で、本店ビルにおける状況は改善傾向にありますが、業

三井住友トラスト・ホールディングス環境方針
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務拡大等により10%の削減目標に対して5.2%の削減とさ

らなる取り組みが必要となっています。電力使用量について

は、ホスト系IT機器の増設やUPS（コンピューター用電源）

の増設に伴い、電算室での電力使用量が府中ビルで4.5%、

千里ビルで27.1%と大幅に増加したことが、事務室部分で

の削減効果を上回り、拠点全体でも府中ビルで3.0%、千

里ビルで9.9%と基準年度比増加しています。一方で、事務

所専用の本店ビルでは使用フロアの削減、芝ビルではエレ

ベーターの間引き運転等の細かい施策の積み上げで電力

使用量をそれぞれ6.9%、4.7%削減し、目標を達成していま

す。拠点ビル全体でも事務所部分では3.6%の削減を達成し

ています。廃棄物発生量は基本的には漸減傾向にあります

が、今年度は過去に発生した本店ビル関連の書類の廃棄、

芝ビルにおける統合プロジェクト関連の帳票類廃棄といっ

たスポット的な廃棄物発生要因があり、府中ビル、千里ビル

で10%の削減目標を達成したものの、本店ビルでは7.9%の

削減にとどまり、芝ビルでは5.3%発生量が増加しました。

文房具のグリーン購入については、購買システムにおいてグ

リーン商品のマーク表示のある商品を優先的に購入するこ

とが定着し、グリーン購入比率93%を維持しています。

2015年度の環境マネジメントシステムの活動方針の策

定にあたっては、従来と同様に紙の使用、電力の使用、廃棄

物の発生、グリーン購入の4項目を選定しています。環境目

的と目標値については、原則として2012年度を基準年度

として紙の使用量、廃棄物発生量は年率5%、電力使用量の

削減は全国銀行協会の目標である年率1%相当の削減を

上回る実質年率1.5%を目標に上積みしました。グリーン購

入は2013年度の実績値93%を単年度の目標としつつも、

中期的には過去の最大値である94.6%（2012年度実績

値）を上回ることを目標としています。

 外部審査員を交えた内部環境監査の実施
環境マネジメントシステムのPDCAサイクルの一環とし

て毎年各部門相互間で内部環境監査員による内部環境監

査を実施しています。外部の専門家を交えて内部環境監査

を実施することによって事務局への牽制機能と客観性の

確保に努めています。直近では2014年11月に53部門を対

象として内部環境監査を実施しました。

内部環境監査では活動状況や目標達成状況を確認する

とともに、部門間で有効な取り組みに関する情報交換をす

る場としても活用しており、環境負荷削減にとどまらず、業

務効率化や経費削減の取り組みとの連携などの効果が表

れています。

事業活動に伴うエネルギー使用量および
CO2排出量削減の取り組み
当グループでは、事業活動に投入する電力、ガスなどの

インプットと、事業活動から排出されるCO2のアウトプット

の双方の環境負荷削減に努めています。三井住友信託銀行

は省エネ法の適用を受けており、全国の全ての拠点におけ

るエネルギー使用量、CO2排出量を共通のシステムを活用

して集計しています。2014年度における国内全拠点での電

力使用量は77百万kWhと前年度の80百万kWhから4.0%

削減しました。都市ガスの使用量は2.4百万m3と前年度比

ほぼ横ばいとなっています。

最もエネルギー消費量の多い府中ビルでは、CO2削減

※ 2012年度の実績値

2014年度の目標と実績 今後の目標

項目 対象ビル 基準年度 目標 2014年度実績 基準年度 2015年度
環境目標

2016年度末
環境目的

紙の使用

本店
2012年 ▲10%

× ▲5.2%
2012年 ▲15% ▲20%府中 ○ ▲17.1%

千里 ○ ▲21.1%
芝 2013年 ▲5% ○ ▲6.0% 2013年 ▲10% ▲15%

電力の使用

本店

2012年 ▲3%

○ ▲6.9%

2012年 ▲4.5% ▲6%府中 × 3.0%
千里 × 9.9%
芝 ○ ▲4.7%

廃棄物

本店
2012年 ▲10%

× ▲7.9%
2012年 ▲15% ▲20%府中 ○ ▲10.5%

千里 ○ ▲12.5%
芝 2013年 ▲5% × 5.3% 2013年 ▲10% ▲15%

グリーン購入 本店・芝 2012年 91% ○ 93.0% 2012年 93% 94.6%※



サステナビリティ方針6サステナビリティ方針3 サステナビリティ方針5サステナビリティ方針2 サステナビリティ方針4サステナビリティ方針1

095

三
井
住
友
ト
ラ
ス
ト
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス　

２
０
１
５
Ｃ
Ｓ
Ｒ
レ
ポ
ー
ト

エネルギー使用量とCO2排出量の推移（国内拠点）

算定範囲： 省エネ法（エネルギーの使用の合理化等に関する法律）の対象となる三井住友信託銀行の国内の施設。一部の施設にはグループ会社も入居
算定方法： 排出係数は「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出に関する省令」の排出係数を使用

排出量原単位の算定での電力の排出係数は電気事業者別の排出係数および調整後排出係数を使用 

東京都環境確保条例の「温室効果ガス排出量削減義務と排出量取引制度」による排出量削減義務を負う三井住友信託銀行の府
中ビル、芝ビル、調布ビル、目黒ビルの削減状況。排出量は第三者検証機関による検証を受けています。2014年度時点で排出量取
引は行っていません。

東京都環境確保条例の対象拠点のCO2排出量の推移
2014年度は電算センターで機器増設したこと
から容量は増加しています。一方で、コジェネ
レーション設備の排熱を夏季は冷凍機熱源とし
て利用し、冬季には空調用加湿および給湯用熱
源として利用するなどして、ガス使用量を削減
するなど、総合的な対策を講じました。また、コ
ジェネレーション設備の昼間運転夜間休止、夜
間電力による蓄熱システムの活用など電気の需
要を平準化する対策を講じました。
東京都環境確保条例の排出量削減義務を負う4
拠点では引き続き超過削減を維持しています。

のために導入した高効率熱源システムメインの運用から、

震災以降は夏季の電力ピークカットへの対応を優先する

ためにガス炊きの冷水発生機での運転をメインとする運

用に変更しています。そのため、電力使用量は2011年度以

降減少傾向にあるものの、都市ガスの使用量は増加してい

ます。トータルでは2014年度原油換算での総エネルギー

使用量は前年度比0.3%削減しました。千里ビルでもIT設

備増設等により電力使用量は前年度比増加していますが、

冷温水の使用量削減で総エネルギー使用量は前年度と同

等に維持しています。

三井住友信託銀行には東京都環境確保条例によって

CO2の排出量削減義務の対象となっている拠点が府中ビ

ル、芝ビル、目黒ビル、調布ビルの4拠点ありました。2015

年度より本店ビルが新たに削減義務を負っています。従来

の4拠点ビルに関しては熱源の高効率化などの対策によ

り削減義務量を上回る削減量を達成しています。都条例の

2008年から2012年までの第一計画期間の5年間での超

過削減量は39千t-CO2となっています。

その他の環境負荷削減の取り組み
紙の使用量についてはここ2年間順調に削減してきまし

たが、2014年度は前年度比11.3%の増加となり、従前の使

用量に近づく水準となりました。プリンター、コピー機に紙

使用量削減を目的としたデフォルト設定をするなど細かな

紙、水の使用、廃棄物排出、リサイクルに関するパフォーマンス

集計範囲： 拠点ビル（水使用量は一部支店を除く）

CO2排出 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
温室効果ガス排出量 t-CO2 45,900 45,545 40,233 47,867 50,380 48,921
調整後温室効果ガス排出量 t-CO2 42,607 40,562 38,788 46,531 41,994 48,188
排出量原単位 t-CO2/㎡ 0.102 0.101 0.086 0.099 0.114 0.111
排出量原単位（調整後） t-CO2/㎡ 0.095 0.090 0.083 0.096 0.095 0.110

エネルギー使用 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
総エネルギー使用量（熱量） GJ 1,081,210 1,107,217 999,891 1,000,431 949,345 913,496
総エネルギー使用量（原油換算） ｋl 27,895 28,567 25,797 25,811 24,493 23,568
エネルギー使用原単位 kl/㎡ 0.062 0.063 0.055 0.053 0.055 0.053
電力 千kWh 95,656 96,831 87,081 85,901 79,933 76,768
都市ガス 千㎥ 2,019 2,116 1,875 2,475 2,502 2,398

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 累計
基準排出量 t-CO2 27,690 28,790 29,891 29,891 29,891 146,153
削減義務率 % 8 8 8 8 8 ̶
排出上限量 t-CO2 25,476 26,488 27,501 27,501 27,501 134,467
削減義務量 t-CO2 2,214 2,302 2,390 2,390 2,390 11,686
CO2排出量 t-CO2 20,810 18,186 18,860 18,993 18,501 95,350
排出削減量 t-CO2 6,880 10,604 11,031 10,898 11,390 50,803
超過削減量 t-CO2 4,666 8,302 8,641 8,508 9,000 39,117

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
紙投入量 ｔ 898 992 808 764 861
　うち再生紙 ｔ 338 377 592 524 508
水使用量 千m3 200 151 210 193 178
廃棄物等総排出量 ｔ 1,882 1,766 1,749 1,972 1,646
紙排出量 ｔ 1,360 1,360 1,361 1,064 1,057
　うち再生利用量 ｔ 1,334 1,309 1,296 1,015 1,018
　リサイクル率 % 98 96 95 95 96
その他廃棄物排出量 ｔ 471 406 387 909 589
　うち再利用量 ｔ 233 207 96 357 142
　リサイクル率 % 49 51 25 39 24
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対策を積み重ねてきましたが、抜本的な対策の必要性が生

じています。コピー用紙は再生紙の購入比率を改善すること

により新たな森林の伐採量を削減し資源保護に貢献するこ

とに努めていきます。紙の排出量については個別の拠点ごと

での増減のばらつきはありましたが、全体では前年度比微

減となり、リサイクル率もほぼ横ばいで96%を維持していま

す。今後も大量に紙を廃棄している部門で削減策を実施し、

印刷物の在庫管理や適正な量の発注を徹底して紙の廃棄量

を削減するとともに、紙ゴミの回収業者や再生技術を有す

る企業との協働によるリサイクル率向上の施策の検討を重

ねていきます。紙以外の廃棄物の発生量に関しては、2014

年度は前年度比35.2%削減しましたが、2013年度は拠点の

統廃合や賃借物件の契約解除の際に大量の廃棄物が生じ

ており、2014年度もその余波が残っている状況です。

2. 環境マネジメントの運用改善
中長期目標の設定
当グループ全体での取り組みを強化することを目的と

してCO2排出量削減と循環型社会形成に関して環境マネ

ジメントの中長期目標を設定しています。全国銀行協会の

設定した数値目標を参考にしていますが、国のエネルギー

三井住友信託銀行環境中長期目標

基本計画などをベースに三井住友信託銀行独自の目標を

設定する予定です。

業務効率化、経費削減の取り組みとの連携
環境マネジメントシステムの運用によって、各拠点ビルに

入居する三井住友信託銀行各部およびグループ会社にお

ける環境負荷削減の取り組みは定着してきました。今後は

施策が共通することが多く、個々の活動の目的は異なるも

のの全社的に取り組みを推進している業務効率化、経費削

減の取り組みと環境負荷削減の活動を一体化することによ

り、全体での活動の効率性と実効性を高めていく予定です。

2008年より環境マネジメントシステムの運用を開始

し、2013年よりグループ会社に運用の範囲を拡大してき

ました。三井住友信託銀行の入居ビルである本店ビル、芝

ビル、府中ビル、千里ビルでは銀行と同等の環境マネジメ

ントに取り組んでいます。また、グループ会社の日興アセッ

トマネジメント株式会社、三井住友トラスト・パナソニック

ファイナンス株式会社では独自の環境マネジメントを展開

し事業活動からの環境負荷削減に取り組んできました。

日興アセットマネジメントは1999年8月に国内で初の

SRIファンドである「日興エコファンド」を開発するなどSRI

のパイオニアです。地球環境や社会の持続可能性（サステ

ナビリティ） に積極的に関わるべきであるという強い志を

持ち、CSRに本格的・継続的に取り組んでいます。資産運用

会社として「国連環境計画・金融イニシアティブ」（UNEP 

FI）に加盟、「責任投資原則」（PRI）に署名し、本業を通じた

3. グループ会社での環境負荷削減の取り組み

グリーンインベスターの拡大
社会的責任投資（SRI）ファンドによる資金の流れは、環境保全

に大きな意義を持つことから、これらの投資家（グリーンインベ

スター）の拡大に取り組みます。

省エネルギー・省資源等のオフィス活動の推進
オフィスの省エネルギー・省資源、廃棄物のリサイクルの促進や

グリーン購入の拡大に取り組みます。また、環境に関する法規制

その他の要求事項を遵守し、環境汚染の予防を図ります。

情報開示（ディスクロージャー）の充実
環境に関する情報開示（ディスクロージャー）の社会的システム

としての定着と充実は環境保全の観点から極めて重要との認識

のもとに、環境方針をはじめとする日興アセットマネジメントの

環境への取り組みについて、積極的に公開し、情報開示の充実

に努めます。

日興アセットマネジメントの三つの環境方針

CO2削減
（電力使用削減）

2020年度における電力使用原単位（電力使用量／
延べ床面積）を2009年度比で10.5%減とする。
（三井住友信託銀行）

循環型社会形成
（廃棄物）

2015年度における再生紙および環境配慮型用紙
購入率を75%以上とする。
（本店、芝、府中、千里の各拠点）
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日興アセットマネジメントの環境パフォーマンス  

対象範囲：本社ビル（ミッドタウン）
CO2排出量：東京都環境確保条例の特定温室効果ガス排出量の計算式による

三井住友信託銀行では、社内で使用する文房具、備品な

どの購入にあたっては、グリーン購入対象商品をはじめ、省

エネ型商品等環境に配慮した商品を優先して購入するこ

ととしています。また、資源の量的節約以上に熱帯雨林の

違法伐採を防止し、自然資本の持続可能性を確保すること

もユーザーとしての責務と考えています。

三井住友トラスト・グループとして環境・社会に配慮した

CSR活動にも積極的に取り組んでいます。

環境負荷の削減については、コピー用紙の削減、省電力、

CO2排出量削減、グリーン調達に努めており、社員への周

知徹底を図ることにより2014年度はほとんどの項目で前

年度と同等以上のパフォーマンスを達成しました。 

三井住友トラスト・パナソニックファイナンスでは、電力

使用量削減、コピー用紙削減、ガソリン使用量削減を目的

としています。本社、支店の移転に伴い、新オフィスではコ

ンパクト化をコンセプトにし、打ち合わせスペースにPCを

持ち寄り、作成した資料を投影できるネットワーク環境や

プロジェクターを整備しました。本社では役員会議専用の

ペーパーレス会議の仕組みを構築、各種書式のワークフ

ロー化による電子決裁を推進しており、紙の使用量削減に

努め、2014年度は前年度比6.8%と大幅な削減を達成し

ました。

ガソリンについては、一部の地方店では営業活動量増加

に伴う使用量の増加もありましたが、大阪支店で営業車両

を廃止し、電動自転車の活用や、公共交通機関、カーシェア

リングへの切り替えを図り、全体では前年度比16.6%と大

幅な削減を達成しました。電力使用量については前年度比

28.0%の大幅削減を達成しています。これは2013年度より

オフィスの集約を推進したこと、夜間の電力使用量と時間

外労働の削減の同時達成を目指したことが寄与していま

す。2011年度と比較すると電力使用量は半減しており、環

境負荷削減と経費削減の双方に貢献しています。また、オ

フィス内では、個人のゴミ箱を廃止し集中設置の上、廃棄

物削減と資源の有効利用を推進し、オフィスにおける一般

可燃物の削減と分別徹底を図っています。

三井住友トラスト・パナソニックファイナンスの環境パフォーマンス

4. サプライチェーンでの取り組みの強化
物品・サービスを優先的に購入することを定めたCSR調達

方針を制定し、グループ会社も含めたCSR調達を推進して

います。CSR調達を確実に推進するためには、生産、販売に

関わるサプライヤーの協力が必要となります。CSR調達の

対象とする品目についてはサプライヤーとの協働で紙製

品、印刷物、文房具類をはじめ、業務用の機器類に拡大して

いく予定です（CSR調達方針については89頁参照）。

2012年度 2013年度 2014年度 前年度比

電力使用量 千kWh 1,068 1,025 1,026 0.1%

総エネルギー使用量 GJ 13,928 13,280 13,317 0.3%

CO2排出量 t-CO2 532 508 510 0.4%

一人当たりコピー用紙購買量 枚 660 628 627 -0.2%

文房具グリーン購入比率 ％ 57.2 58.6 59.6 1.0%

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 前年度比

コピー用紙使用量 枚 20,947,200 20,988,000 18,016,100 16,788,100 -6.8%

ガソリン使用量 ℓ － 186,384 167,991 140,031 -16.6%

電力使用量 kWh 2,464,246 1,923,028 1,691,772 1,218,525 -28.0%
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個人の尊重
サステナビリティ方針5

• 私たちは、あらゆる企業活動において、個人の人権、多
様な価値観を尊重し、不当な差別行為を排除します。

• 私たちは、安全で快適な職場環境を実現するとともに、
社員それぞれの多様な働き方を尊重し、ワーク・ライ
フ・バランスの実現に努めます。

• 私たちは、社員の能力開発に取り組むとともに、心とか
らだの健康づくりに努めます。
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金融機関にとって、人材は最大の財産です。当グループでは、一人一人の個
性が尊重され、年齢や性別、国籍などを理由に差別的な扱いをされないよう
に人権啓発に取り組むとともに、国際規範に基づき、当グループの企業活動
に関わる全てのステークホルダーの人権を尊重し、グローバルに事業を展開
する金融機関としての責任を果たしていきます。

１．国際規範の尊重
 私たちは、世界人権宣言や国連グローバル・コンパクトによる企
業行動規範など、人権に関する国際規範を尊重します。

２．差別の禁止
 私たちは、あらゆる企業活動において、人種や国籍、性別、出身、
社会的身分、信条、宗教、身体的特徴などを理由とした差別や
人権侵害を行いません。

３．人権を尊重する企業風土の醸成
 私たちは、あらゆる人権問題を自らの問題としてとらえ、相手
の立場に立って物事を考えることを励行し、人権を尊重する企
業風土を醸成します。

４．働き易い職場環境の確立
 私たちは、全ての役員・社員一人ひとりが互いをビジネスパート
ナーとして認め合い、自由に意見を言い合える対等な関係を構
築することで、働き易い職場環境を確立していきます。

 私たちは、セクシャルハラスメントやパワーハラスメント等を
人間の尊厳を傷つける行為として認識し、これを行いません。

５．公正採用の実施
 私たちは、社員等の採用に当たって、本人の能力と適性のみを
基準とした、厳正かつ公平な選考を行います。

６．人権啓発研修の実施
 私たちは、人権に関する実際または潜在的なあらゆる課題の
解決に向け、全ての役員・社員一人ひとりが人権に関する正し
い知識と理解を深めるため、毎年の職場内人権啓発研修を中
心として、あらゆる機会を通じ、同和問題をはじめとする幅広
い人権啓発に取り組んでいきます。

人権方針の制定
当グループは、「三井住友トラスト・グループの社会的責

任に関する基本方針(サステナビリティ方針)」において個

人の尊重を掲げ、あらゆる企業活動において、個人の人権、

多様な価値観を尊重し不当な差別行為の排除をうたって

います。また、この方針を徹底するために2013年12月、人

権に関する行動・判断の基準となる「人権方針」を制定して

います。当グループは本方針に基づき、日々の事業活動や

商品・サービスを提供する上で関わる全てのステークホル

ダーの人権を尊重します。

1. 人権マネジメント

人 権 方 針

私たち三井住友トラスト・グループは、「三井住友トラスト・グループの社会的責任に関する基本方針（サステナビリティ方針）」に
基づき、お客さまをはじめ、すべてのステークホルダーの基本的人権が尊重される企業風土・職場環境の醸成に取り組み、企業活
動のあらゆる局面において、常に高い倫理観と社会的良識を持って行動し、社会から信頼される企業グループとして、その持続的
発展を目指します。

当グループは、本方針を海外の拠点に対しても適用するとともに、海外を含む投融資先や調達・委託先（サプライチェーン）の企業活動
が人権に与える負の影響について情報収集し、法規範等に反する場合等には、都度必要に応じた対策を講じていきます。

人権と三井住友トラスト・グループ
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基本的な考え方
当グループの人権マネジメントは2011年6月、国際連合

人権理事会において採択された「ビジネスと人権に関する

指導原則」に基づいて構築されています。

人権マネジメント体制概要
三井住友トラスト・ホールディングスと三井住友信託銀

行の合同組織として、経営企画部CSR推進室長を議長とし

た「人権デューデリジェンス連絡会」を2013年12月に設置

しています。関係各部の役割は以下の通りです。

人権デューデリジェンス連絡会
• 経営企画部CSR推進室長を議長とし、海外を含む当グ

ループ全社の人権対応状況を調査し、必要な課題の抽

出、改善策を協議します。

• 人権デューデリジェンス自己チェック表を用いて、人権

対応状況の調査を1年に一度実施します。

経営企画部
人権デューデリジェンス連絡会での協議に基づき、当グ

ループの人権への取り組み体制の整備・強化に向けた目

標・計画を策定します。

人事部・人権啓発推進委員会
人権デューデリジェンス連絡会での協議に基づき、人権啓

発研修等の計画を策定し、実施します。具体的には、人事部

統括役員を委員長とする「人権啓発推進委員会」を中心に、

人権問題に関する各種研修や啓発活動を実施しています。

人権デューデリジェンス連絡会構成部

ビジネスと人権に関する
指導原則に準拠した人権マネジメント体制

※1 人権デューデリジェンスとは、当グループの活動および当グループと関係を有する他者の
活動から生じる、人権への実際または潜在的な負の影響を特定するとともに、防止・軽減
等の措置を講じて、その効果を継続的に検証・開示する一連の取り組みを指します。

※2 人権デューデリジェンスが実施されているか、「人権方針」が遵守されているか、また、人
権侵害が発生していないかなど、人権マネジメント体制関係各部の取り組み状況を確認
するチェック表を指します。

人権啓発推進委員会「組織体制」

三井住友トラスト・ホールディングス

三井住友信託銀行

経営企画部、人事部、総務部、
リスク統括部、コンプライアンス統括部

経営企画部、人事部、総務部、リスク統括部、
コンプライアンス統括部、CS企画推進部、海外業務部、

受託資産企画部、ホールセール企画部

人事部統括役員推進委員長

人事部長副委員長

各店部の店部長および人事担当者推進委員

人事部事務局

海外含む全店部・全関連会社
人権デューデリジェンス自己チェック表に基づき、各々が

「人権方針」遵守状況等を確認します。

人権デューデリジェンス自己チェック表（主な項目）

 経営における人権問題への配慮

 人権啓発推進体制（運営状況、人権問題発生時の対応等）

 人権教育（人権啓発研修の実施状況等）

 人権課題分野別対応状況

  同和問題への理解と啓発

  公正な採用選考を行っているか

  企業と社会（差別表現の排除、ユニバーサルデザインへの理解等）

  職場の人権（ハラスメント防止、高齢者への配慮、身障者への配
慮、HIV等感染症への理解、LGBTへの理解等）

  仕事と家庭の両立（多様な就労体制への配慮、旧姓使用への配
慮、出産・育児支援、介護休暇等への理解等）

  働き甲斐の追求（公正な人事評価・処遇、機会の均等、個性の尊
重、障害者や妊婦等に配慮した安全管理・危機管理等）

  さまざまな人権問題についての啓発活動（民族差別、高齢者、児
童労働、ハンセン病、LGBT、出所受刑者等）

  投融資・サプライチェーンで配慮すべき人権問題（人種差別、児童
労働、人の健康、生活等に影響を及ぼす環境破壊、人道に反する
兵器・武器製造、適正な採用活動、就労者の人権配慮等）

 人事部人権啓発担当者の活動状況

コミットメント 「人権方針」の制定。

人権
デューデリジェンス※1

の実施

１年に1度、海外を含む全店部・全関連
会社に、人権対応状況をチェックする
ための「人権デューデリジェンス自己
チェック表※2」を配信。

救済へのアクセス 人事部「人事相談窓口」が担当。
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PDCAサイクルを踏まえた人権マネジメント体制

人事相談窓口
（救済へのアクセス）

（Plan）

（Check・Action）

人権デューデリジェンス

経営企画部・CSR推進室

（Plan）

人事部

（Do）

（Do）人権デューデリジェンス連絡会

NGO・NPO等との連携
人権啓発推進委員会

海外含む全店部・全関連会社

人事相談窓口
人権に関する各種相談に応じるとともに、人権への負の

影響が顕在化した場合には、関係各部と連携し、速やかに

必要な対策を講じます（102頁参照）。

2014年度の相談案件総数は46件、全て対応解決済みです。

２. 人権尊重についての教育
人権啓発推進委員会では、毎月一回、人権尊重の好事例

等を紹介する「人権啓発ツール」を全社員にメールで発信

しているほか、当グループ全社・全店部において、一人当た

り年平均1時間程度の職場内人権啓発研修を開催してい

ます。2014年度は、290部署23,344名の対象者に対して、

22,283名が合計580時間の研修を受講しました（受講率

95.45％）。

また、階層別研修などの集合研修や事業別会議などにおい

ても、人権に関するテーマを取り上げるなど、社員の人権意

識の向上を図っています。2014年度は各階層別研修を21回

開催し、延べ1,749名が合計17時間の研修を受講しました。

2014年度 人権関連研修

3. 多様な人権を守るために
同和問題、在日外国人問題への取り組み
当グループは、同和問題への対応を、人権啓発推進にあ

たっての特に重要なテーマとして捉えています。2015年は

同和対策審議会答申が出されて50年、部落地名総鑑事件

発覚から40年という節目の年ですが、同和問題は当グルー

プが人権啓発をより積極的に取り組むようになった原点で

す。東京人権啓発企業連絡会等の社外の知見を踏まえなが

ら、新人研修をはじめとした各種研修や啓発活動を通じ、

偏見や差別意識の徹底した排除に取り組んでいます。

また、在日外国人問題に関しては、2012年7月9日から新

たに施行された在留管理制度を採り上げ、各階層別研修に

おいて窓口での本人確認の場面などを想定し、本人確認書

PDCAサイクルによる人権マネジメント
 当グループでは、個人の人権、多様な価値観を尊重し不当

な差別行為を排除して、全てのステークホルダーの基本的人

権が尊重される企業風土・職場環境の醸成のため、PDCAサイ

クルで人権マネジメントの質的向上を図っています。

類の取り扱いやプライバシーの尊重など、外国人の人権へ

の配慮を周知しています。

セクシュアルハラスメントおよび
パワーハラスメントの防止活動
セクシュアルハラスメント、パワーハラスメントといった

行為は、個人の人格および人権を傷付ける行為であり、当グ

ループでは厳禁としています。特にセクシュアルハラスメント

については、厳格に禁じています。また、パワーハラスメント

については、上司から部下に対して行われるものだけではな

く、先輩・後輩間や同僚間、さらには部下から上司に対しての

受講人数 受講時間

職場内人権啓発研修 22,283人 580時間

各階層別研修 1,749人 17時間
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（A） （A）

相談者
（被害者・加害者・第三者）

（B）

（C）

ハラスメント防止委員

問題解決

（C）

人事部
（人事相談窓口）

問題解決

（Ａ） 相談・苦情申し出は各部・営業店のハラスメント防止委員または人事部
「人事相談窓口」等で行う。

（Ｂ） ハラスメント防止委員は必要に応じて人事部「人事相談窓口」へ相談し、ア
ドバイスや対応を依頼する。

（Ｃ） ハラスメント防止委員・人事部「人事相談窓口」は相談者の相談内容などを
理解し、必要に応じて加害者とされる者や関係者へのヒアリングなどにより
事態を的確に把握し、アドバイスなどにより事態の解消を図る。

ハラスメントに関する相談・苦情受付、事後処理体制

ものまで、職場の優位性に基づく行為全てをなくしていくこ

とに努めています。万一、ハラスメントが発生した場合の相

談・苦情については、各部・営業店のハラスメント防止委員ま

４．投融資における人権問題への対応
人権方針
当グループは、人権方針において、海外を含む投融資先の

企業活動が人権に与える負の影響について情報収集し、法規

範等に反する場合等には、都度必要に応じた対策を講じるこ

とをうたっています。

クラスター爆弾等に関わる投融資
当グループは人道上の懸念が大きい武器と認識されて

いるクラスター弾の製造を資金使途とする融資は、国内外

を問わず行いません。資産運用においてもクラスター弾お

よび対人地雷の製造に関わる企業への投資については、ア

クティブ運用では原則禁止、パッシブ運用ではエンゲージ

メント活動を行います（44頁参照）。

また、三井住友信託銀行において、対人地雷やクラス

ター弾の製造を停止するようエンゲージメント活動を行っ

た結果、2015年11月、あるアジア系企業より対人地雷やク

ラスター爆弾の製造、販売に関する事業を今後一切行わな

いとする手紙を受け取りました。

プロジェクトファイナンスへの赤道原則の導入
鉱山開発やインフラ整備などの大規模プロジェクトは

自然環境や地域社会に大きな影響を及ぼす可能性があり

ます。当グループでは大規模開発案件に対するプロジェク

トファイナンスにおいて、プロジェクトが人権や地域社会

に対して十分な配慮をしているかを確認する枠組みとし

て、民間金融機関の国際的ガイドラインである赤道原則に

2016年2月に署名し、運用を開始しました（89頁参照）。

５．調達における人権配慮
当グループではCSR調達方針を定め、基本的人権を尊重

し、労働安全衛生に配慮し、不当な差別や強制労働、児童労

働などの人権侵害を行わないサプライヤーとの取引、製品・

サービスの調達に努めることとしています（90頁参照）。

たは人事部「人事相談窓口」が申し入れ窓口となっています。

被害者から相談があった場合には、担当者が行為の具体的

態様、当事者同士の関係、被害者の対応などについて、関係

者へのヒアリングなどを通じて総合的に調査し、ハラスメン

トの加害者には懲戒など厳正な処分を行います。

なお、職場内人権啓発研修をはじめ、新人研修や各種階

層別研修においても採り上げて啓発活動を継続的に実施

し、全社員への周知・啓発を図っています。

LGBTへの取り組み
LGBT等の性的マイノリティに対しては、採用や業務遂行

上の差別は行わないことを勉強会や研修で徹底するととも

に、心の悩み等の相談を人事相談窓口がアライ（支援者）の

立場で対応しています。

なお、2015年11月に社内の関連部署（人事部、経営企画

部、総務部、業務部、リテール企画部）による「LGBT問題情報

連絡会」を立ち上げました。
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雇用状況・労働環境

労働に関する国際原則への支持
当グループは国連グローバルコンパクトへの署名を通じ

「労働における基本的原則および権利に関するILO宣言」

を支持しています。

労働環境の改善に向けて
当グループでは、労働環境の改善に向けたさまざまな取

り組みを行っています。具体的には、業務効率化と時間管

理の徹底による時間外労働の削減を進めています。また、

長期休暇の取得促進、早帰り月間・定時退社週間などを実

施し、総労働時間の縮減に努めています。

具体的な取り組み
• 長時間労働が常態化した社員に対する残業時間上限設定

• 効率的業務運営を実践しているマネジメントの好事例展開

• 長時間労働となる場合の半日休暇の取得勧奨、出社時間

を遅らせるなどの柔軟な運営の定着化

• 時間外勤務状況、健康推進体制の運営状況について、年

４回取締役会に付議、社外役員を含め意見を聴取し、施

策立案・遂行に活用

労働慣行等に関する苦情に対する対応態勢
三井住友信託銀行は、適切な労務管理を推進する観点

から、人事運営上の不公平・不公正、ハラスメントなど、人

事・労務管理上の問題発生時等において、職制とは別に、

社員が相談できる窓口として、人事部内に「人事相談窓口」

を設置しています。労務トラブルに対するセーフティネット

として、相談事項については、関係者と速やかに連携を図

り、適切な対応を行うよう努めています。

嘱託社員については、職場における人事管理とは別に、

三井住友信託銀行の労働慣行等に関する相談件数

海外勤務者・渡航者のためのハンドブック
三井住友信託銀行は、ESGリスク対応PTでの議論（85

頁参照）を踏まえ、全ての海外拠点の勤務者や出張者が留

意すべき社会・慣習上のリスクを記載した「海外アプリケー

ションハンドブック」を作成しました。

本ハンドブックの作成にあたっては、米国のCSR推進団

体BSRが制作したレポートと、東京人権啓発企業連絡会が

発表した研究資料等を参考にしています。

各国の特色や国民性、それぞれの文化・宗教に基づく慣

習やタブーを知っておくことで、相手の行動や心情をより深

く理解し、円滑なコミュニケーションや信頼関係を構築す

ることが可能となります。ハンドブックは、トランスペアレン

シー・インターナショナル※による汚職認知度ランクなどの

各国の概要データ、ビジネスや食事などのシーン別マナー、

一般常識とタブー、日本の文化・生活習慣との違い、各国の

女性の人権、宗教に起因する慣習・ルールを拠点別にまと

め、勤務者が渡航前に閲覧できるよう、海外業務部と人事

部が中心となって社内に周知しています。

※ 腐敗、特に汚職に対して取り組む国際的非政府組織。本ハンドブックの各国の汚職認知度
ランクは、同組織による世界175カ国を対象とした汚職認知度を掲載。

関係会社（三井住友トラスト・ビジネスサービス）を通じて

巡回面談等を行う「人事サポート業務」を開始しています。

個々人のコンディションの把握に努めるとともに、職場で

は伝えにくい意見・声を吸い上げることで、労務トラブルの

未然防止・予防につなげています。

2013年度 39件

2014年度 46件
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社員の状況（三井住友信託銀行）

社員との対話
三井住友信託銀行従業員組合の加入者数は8,586人で

社員の63%を占めています（2015年3月末現在）。

会社および組合は、会社の健全な発展と組合員の地位

向上を図るために労働協約を締結し、双方誠意を持って遵

守しています。

また、労働協約のもと、社長以下の経営幹部と組合代表

者が出席する経営協議会や各支部ごとに労使が出席する

店部内協議会を定期的に開催し、組合員の労働条件や労

働環境の維持等について協議しています。

組合では各職場単位でオルグを開催するとともに、社員

の満足度や職場環境等に関するアンケート調査を実施し、

経営協議会や店部内協議会を通じて、社員の声を経営に反

映させる取り組みを行っています。

なお、他のグループ会社においても、会社と組合や社員

代表との対話を通じて、会社の円滑な業務運営と職場環境

の維持改善に取り組んでいます。

2014年3月末 2015年3月末

社員数 13,587人
（男性6,430人）（女性7,157人）

13,552人
（男性6,329人）（女性7,223人）

香港 35人 44人

日本 13,011人 12,910人

中国 129人 143人

韓国 3人 3人

タイ 5人 6人

シンガポール 114人 123人

インドネシア 6人 6人

イギリス 129人 147人

アメリカ 155人 170人

平均年齢 41.8歳
（男性42.8歳）（女性41.0歳）

42.2歳
（男性43.1歳）（女性41.4歳）

平均勤続年数 12.5年
（男性15.4年）（女性9.9年）

12.8年
（男性15.8年）（女性10.2年）

平均年間給与 7,246千円 7,205千円

派遣社員数 651人 536人

アルバイト数 171人 128人

障がい者雇用数 259人
（障がい者雇用率　1.86%）

259人
（障がい者雇用率　2.06%）

継続雇用制度利用者数 542人 485人

欠勤者数（年間） 390人
（男性149人）（女性241人）

330人
（男性131人）（女性199人）

離職者数（年間） 332人
（男性88人）（女性244人）

318人
（男性84人）（女性234人）

労働災害件数（年間） 106件
（うち業務上災害：63件、通勤途上災害：43件）

90件
（うち業務上災害：51件、通勤途上災害：39件）
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ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて

三井住友信託銀行の出産・育児に関する制度（2015年3月末現在）

介護休暇取得者数推移育児休業者数推移

ワーク・ライフ・バランス実現のための取り組み
当グループでは、社員が安心して働き、仕事と家庭の両

立ができる職場環境づくりにも積極的に取り組んでいま

す。三井住友信託銀行では、出産・育児については、子ども

が2歳になるまで取得可能な育児休業に加え、父親の育児

休業、年間10日まで(対象となる子が二人以上の場合)の

子どもの看護休暇制度、妊娠中および小学校3年生を修了

するまでの子と同居し養育する場合に適用される短時間

勤務制度、時間外勤務・深夜勤務の免除など、安心して子

育てができる環境を整えています。2015年3月末時点で

303人の社員が、本制度を利用して育児休業を取得してい

ます。今後さらに、育児休業中においてもアクセス可能な

Web Campusを通じて、育児休業の延長申請等の手続き

書類の提供を行っていく予定です。また、今後出産を予定

する社員およびその管理者に向

けて、制度概要、手続き、留意事

項を案内するハンドブックの準

備を予定しています。

また、介護については、年間10

日まで(対象家族が二人以上の場

合)の介護休暇制度、最長1年間の介護休業制度や最長2

年間(対象家族一人当たり)の短時間勤務制度を設けてい

ます。

このほか、家族の絆・コミュニケーションを深めることや、

「社会で働く」ということについて家族で考えるきっかけ

とすることなどを目的として、社員の家族を対象とした職

場参観を実施しています。

2013年3月末 2014年3月末 2015年3月末

 （人）
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2013年3月末 2014年3月末 2015年3月末

項目 妊娠 産前 産後 1歳未満
まで

2歳に達する
日まで

小学校
入学前まで

小学校
３年まで

時差出勤 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

通院時間の確保・通勤緩和等 ○ ○ ○ ○

産前・産後休暇（産前・産後８週間／有給） ○ ○

出産・育児休業（最初の1週間は有給） ○ ○ ○ ○ ○

育児時間（1日1回1時間または1日2回各30分／有給） ○

時間外勤務の免除 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

深夜勤務の免除 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

短時間勤務制度（1日2時間を超えない範囲で勤務を短縮） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

看護休暇 ○ ○ ○
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企業価値向上のための人的資本の維持・向上

新卒採用者数

個々人の多様性と創造性が組織の付加価値として存分に生かされ、働くことに夢と誇りとやりがいを持てる職場を提供するとと

もに、高度な専門性と総合力を駆使してトータルなソリューションを提供できる人材集団を形成し、その活躍を推進します。

1 幅広い分野における創造性発揮、付加価値の創出に向けて、個々人の多様性を尊重し、主体的な取り組みを促していく。

2 信託銀行としての専門性と総合力を高めるために、社員の切磋琢磨と自律的成長を促していく。

3 個々人の持てる力を最大限に生かすために、能力に応じた適材適所の配置を進めていく。

4 個々人が自己実現と会社貢献に意欲とやりがいを持てるように、能力・役割・成果に応じた公平・公正な評価・処遇を行っていく。

人事制度・運営理念

1. 基本方針

2. 優秀な人材の採用
優秀な人材の採用が、強靭な企業体質を構築する出発

点であることはいうまでもありません。三井住友信託銀行

の採用ホームページでは、人事制度の特徴をはじめ、「信

託」の仕組みや意義、各事業の業務内容を分かりやすく説

明しているほか、社員のインタビューを掲載するなど、当グ

ループで働く人たちの等身大の姿に多く触れられるように

工夫を凝らしています。

また、昨年に引き続きインターンシップを実施し、ワーク

ショップのテーマとしてCSRを取り上げています。

2016年4月入社の新卒採用活動では、Webを活用して

エントリーした人数が50,000人を超えており、厳選を重ね

て採用者を決定します。

3. 事業戦略を支える人材配置
自らのキャリアを主体的に選択するコース体系
三井住友信託銀行では、社員のキャリア形成を推進する

「コース制」を導入しています。コースは、転居・転勤の有

無や、対象とする業務などによってＧコース・Rコース・Ａ

コースの三つがあります。

また、各コース社員を業務能力レベルに応じて四つの職

群にランクする全コース共通の枠組みを設け、年齢や性別

に左右されない人事運営を推進しています。

キャリア形成状況については、全社員が定期的に上司と

面談し、評定とフィードバックを受けています。

人 事 の 基 本 方 針

合計（男女計） うち男性 うち女性

2012年度 312人 130人 182人

2013年度 334人 140人 194人

2014年度 377人 152人 225人

2015年度 377人 166人 211人
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配属における主体性の尊重
配属は、入社前に内定者一人ずつと面談し本人の適性を

見極めて行います。他方、各自の主体性・意欲も重視してお

り、内定者が自ら希望する資格取得（年金アクチュアリー、

不動産鑑定士）、当初配属業務（資産運用・管理業務、マー

ケット業務等）にチャレンジする機会を提供しています。

公募制度
社員自身による主体的・自律的なキャリア形成を推進す

るために、業務公募制度を設けています。これは、さまざま

地域限定型

全国転勤型

対象業務・地域限定型

※ 全国型、地域型（首都圏・近畿圏・中京圏）

なし 全業務
• 部・営業店のマネージャー
   または
• 各業務のプロフェッショナル

Aコース
（Area）

コース名称 転居転勤 対象業務 主に期待する役割

あり 全業務
• 部・営業店レベルの組織のリーダー
   または
• 各業務の高度なプロフェッショナル

Gコース
（General & Global）

対象地域内※
あり リテール業務

• リテール業務の部・営業店レベルの組織のリーダー
   または
• リテール業務の高度なプロフェッショナル

Rコース
（Retail & Region）

な部署が設定する公募枠にエントリーした希望者が人事

部の選考を通過すれば、実際にその業務・事業の部署に異

動できる制度です。

グループ間の人材交流
三井住友信託銀行では、連結経営強化、グループ全体での

人材力強化の観点から、関係会社への出向だけでなく、関係

会社から銀行本体への出向も推進しています。また、こうし

た円滑な人材交流ができるように、三井住友トラスト・キャリ

アパートナーズでは関係会社向けに研修を実施しています。

４．ダイバーシティ推進を通じた人材活用
当グループは、「個々人の多様性と創造性が、組織の付加

価値として存分に活かされ、働くことに夢と誇りとやりが

いを持てる職場を提供」することを経営理念（ミッション）

として定めており、社員一人一人が自らの付加価値を発揮

できる会社を目指しています。

女性の登用と支援
当グループは、「個々人の持てる力を最大限に生かすため

に、能力に応じた適材適所の配置を進めていく企業」として、

女性管理職人数

管理職登用に関しても能力本位で決定しています。三井住

友信託銀行では、2015年9月末現在、部長級の女性は9人、

課長級の女性は193人、係長級の女性は1,062人となってい

ます。

課長以上への女性の登用を積極的に進めていくにあた

り、課長未満の女性社員向けに主体的なキャリア形成と

ネットワーク構築を目的とした研修を実施しています。ま

た、社内外の人材交流や業務遂行上の課題の共有と解決

を図る仕組みとして、女性による課長クラスとリーダーク

ラス間の情報交換会を設置しており、今後も継続的に実施

していく予定です。

また、仕事と家庭の両立支援の観点から、出産・育児・介

護などのライフイベントに応じた柔軟な働き方を選択しや

すい各種制度の整備と職場風土の醸成に努めています。

2014年
3月末

2014年
9月末

2015年
3月末

2015年
9月末

部長級 6人 6人 10人 9人

課長級 180人 179人 186人 193人

係長級 1,030人 1,051人 1,087人 1,062人
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障がい者雇用
当グループでは、働くことを希望する障がいのある方々

の雇用に取り組んでおり、より働きやすい職場づくりを進め

ています。2015年3月末時点の障がい者雇用率は2.06％と

なっています。

定年退職者の継続雇用
三井住友信託銀行では、一定の基準に達する定年退職

者について、希望に応じ65歳までの雇用機会を提供する

継続雇用制度（エルダーパートナー制度）を整備していま

す。最近では定年に達した社員の約9割が本制度を利用す

るようになっています。

また、高度な専門性を発揮する社員については、「フェ

ロー」として認定を行い、55歳以降においても、成果に応

じて処遇水準が下がらない仕組みを導入しています。フェ

ロー対象者は、現行65歳までの再雇用期間を原則70歳ま

で延長することが可能です。

グローバル人材戦略
三井住友信託銀行では、海外支店または海外現地法人

に勤務するナショナル・スタッフを対象に、研修を毎年開催

しています。研修は、三井住友信託銀行および業務理解の

深化、参加者同士およびビジネスラインとのネットワーク

強化等を目的に、経営戦略講義とディスカッション、日本の

ビジネス文化や歴史、各事業概要などに関する講義を行っ

ています。

なお、グローバル人材戦略をさらに推進するために、日

本からの海外への派遣社員を115名（2012年3月末）から

208名（2015年9月末）に増員するとともに、日本で働く外

国籍社員についても22名（2012年3月末）から34名（2015

年9月末）に増員しました。また、海外拠点で採用したス

タッフの海外拠点間の異動も行っています。

5．次世代を支える担い手構築
人材育成・能力開発
当グループの人材育成・能力開発は、OJT※を基本として

いますが、併せて業務スキルやマネジメント能力などの向

上を目的とした集合研修や、自己研さんを促すための自己

啓発についても数多くの選択肢を整備しています。

その一つとして、当グループは2012年5月、SuMiTRUST

ユニバーシティを設立しました。SuMiTRUSTユニバーシ

ティは、「信託らしい」「三井住友信託銀行ならでは」の独自

の付加価値を発揮し、お客さまにトータルソリューションを

迅速に提供する人材を育成することを目的とする、全社横

断的なプログラムです。「学びの風土構築と自助自立する人

材育成」を運営理念として、社員の能力伸長を支援する体

制を整えています。

SuMiTRUSTユニバーシティは、社長が学長に、人事部

統括役員と社外有識者が副学長に就任しており、運営に

関するアドバイス等を一橋大学大学院からいただいてい

ます。

※ On-the-Job-Trainingの略: 職場内での上司・先輩が、部下に日常の仕事を通じて、必要な
知識・技能・仕事への取り組みなどを教育すること。

OJT
配属先で、計画的かつ継続的な現場教育を
実施

OFFJT（各種研修）

『学びの場』であるSuMiTRUSTユニバーシ
ティで、体系的に知識やスキルを習得
◆ 各種研修
• 新入社員研修・階層別研修・業務別研修・
語学研修（英語・中国語）
 経験や習熟度に応じて段階を分け、きめ細
かに対応
◆ Web Campus
• e-ラーニングをはじめとしたWebを活用し
た学習システム 

自己啓発支援 各種資格・検定試験の受験料援助

公募制度
自らが希望する業務にチャレンジする機会を
提供

各種トレーニー制度

資格取得、語学トレーニー制度などの能力開
発研修を実施
《海外派遣研修、語学トレーニー制度（英語・
中国語）、業務トレーニー制度（ニューヨー
ク、ロンドン、上海、シンガポールなど）》



人事部主催講座 各事業主催講座ゼミ、塾・道場
【ゼミ】任意のテーマについて、自主
的かつ継続的に学び研究する活動。
【塾・道場】知見・ノウハウ・経験の共
有・継承を図っていくために、自ら塾
や道場として立ち上げ、店部内にと
どまらず有志を募り活動。

SuMiTRUST50講
役員や社外有識者によるオープン
形式の講演。事業や仕事の哲学、経
験談を知り、自己啓発に生かす。

次世代リーダー育成
グローバル目線、全社目線に立った戦略
思考トレーニングを通じ、次世代のリー
ダーを育成。

高度な専門性を有する人材の育成
業界をリードする、高度な専門性を発揮
する人材を各事業ごとに定義し、育成。

階層別カレッジ
各階層ごとの役割期待を理解し、必要と
される知識、スキルを習得するとともに、
次の職位に向けた能力を開発。

事業別カレッジ
各事業ごとに必要となる知識・スキルを
習得。レベル別、担い手別に学ぶ、誰でも
参加可能なオープンプラットフォーム。

専
門
課
程

教
養
課
程
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SuMiTRUSTユニバーシティ概念図

• 目指すべき人材に必要な能力(SKILL)と志(WILL)を明示。
• 人事部が中心に運営する「階層別カレッジ」と、各事業が中心に運営する「事業別カレッジ」を立ち上げ、さらにこれらを、全員に受講してもらう「教養課程」
と、高度なスキル、専門知識を身に付けるための「専門課程」に整理、体系化することにより、カリキュラムを充実。

• 役員や社外有識者に事業や仕事の哲学、経験談などを語ってもらい、社員の自己啓発に役立ててもらうべく、「SuMiTRUST50講」というオープン形式の講演も立
ち上げ。

学びの風土醸成 必要な能力（SKILL）と志（WILL）を明示の上、体系化

人材育成のための研修関連データ（2014年度）

※1 別途システム統合に絡む事業研修として808時間実施しています。
※２ SMTBアカデミーは、自ら学ぶ風土醸成の観点から、積極的にチャレンジングな環境で学ぶ意思のある社員を支援することを目的に、各種研修を提供する制度。

次世代リーダーの養成
当グループは、次世代経営者候補の育成として、一橋大

学大学院の協力を得ながら、GL研修（Global Leader、

次課長層）、次世代リーダー候補育成としてSL研修

（Strategic Leader、課長・主担当層）を実施しています。

経営を担っていく上で必要となる価値観や一般教養（リベ

ラルアーツ）、MBAの各要素を学び、各セッションや講義を

通じて、最終的に経営への提言を行っていくというプログ

ラムです。

また、三井と住友の歴史探訪、社外講師陣・留学生との

交流等を通じて、三井住友信託銀行の起源および事業精

神の再確認、視野の拡大、グローバル意識の醸成、社内外

ネットワークの構築を目指しています。

6．公正な評価・処遇
本人参加型の人材評価制度
三井住友信託銀行における人事評価制度の目的として

は以下の3点が挙げられます。

1. 会社と個人のベクトルを同じ方向に合わせ、組織として

のパフォーマンスを最大化する

2. 目標・課題の設定、日々のコミュニケーション、振り返り

面談等を通じて、行動変革、能力開発につなげていく

3. 一人一人が生み出したさまざまな成果と、発揮した多様

な能力を適正に評価し、適材適所の配置、公正な処遇に

つなげる

三井住友信託銀行における人事評価制度は、「本人参加

型」です。三井住友信託銀行の社員は期初、上司と入念にす

各事業実施分※1

392日（3,136時間）

人事部実施分

69日（552時間）

SMTBアカデミー※2

19日（152時間）

合計

3,840時間
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り合わせて具体性を持った業務遂行課題を決定します。

当期末、上司は本人と面談し、設定された課題に対する

成果の達成レベルと成果に至るまでのプロセスについて

振り返り、納得感の高い業績の評定と、成果に至るまでの

過程において発揮された能力の評定を行います。

会社業績を反映した賞与制度
三井住友信託銀行では、社員一人一人の最大限の能力

発揮を促していく観点から、「当グループ全体の収益の積

み上げと所属する事業・店部へ貢献することへのインセン

評価対象となる社員

コース社員9,811人（2015年3月末）

業績賞与を決定する際の会社業績指標

連結実質業務純益の達成率、
連結当期純利益の達成率

個人業績を測定する際の評価方法

人事評価制度に定める業績評定結果をベースに、
所属社員間の相対配分により決定

社員満足度調査の結果
三井住友信託銀行は、会社施策の浸透度、人事制度・運

営や、職場環境・エンゲージメントなどについて、社員の認

識状況を客観的に把握するため、全社員を対象として「意

識調査」を実施しています。

活性度…将来への期待感、前向きな思考傾向、組織への貢献意識、仕事へのモチベーション
の高さなどを示す指標。

満足度…業務内容や職場環境、人間関係からどれだけ満足度を得ているかを示す指標。

ティブ」「業績反映プロセスの明確化を通じた公正で透明

性の高い制度運営」を狙いとして、グループ全体の業績か

ら個人の業績・成果までを適切に賞与金額に反映させる体

系を導入しています。

当グループは適切な人材評価と業績を反映した賞与の

支払いを通じ、優れた人材が最大の力を発揮する環境を整

えています。

7．社員の健康管理
健康管理マネジメント
当グループでは、社員の健康管理と健康増進を図るため、

各事業所に産業医・衛生管理者（衛生推進者）を設置し、きめ

細かい健康管理指導を行っています。また、年1回の定期健

康診断を実施し、社員およびその家族に対しても、健康保険

組合を通じて人間ドックなどの受診補助を実施しています。

さらに、企業内診療所などにおいてメンタルカウンセリ

ングタイムを設けているほか、健康保険組合では、電話に

よる無料健康相談なども実施しています。また、管理監督

者に対しては、研修などを通じて社員の健康管理の重要性

についての認識を高める活動を行っています。

• 健康管理強化の観点から、社員の自己保健義務の周知徹底を図るとともに、自律的・自発的な健康管理を促していく観点より、e-ラーニン
グを実施

• 長時間労働となる場合の半日休暇の取得勧奨、出社時間を遅らせるなどの柔軟な運営の定着化
• 定期健康診断・再検査・要治療の未受診者について、店部と連携して受診を徹底させる運営開始
• 定期健康診断以外にも、店部における日々のコミュニケーション、人事面談、職務状況申告書（年１回）を通じて、各社員の健康状態を把
握できる態勢の整備

• インフルエンザ予防接種の実施（本店ビル、芝ビル、一部支店）、インフルエンザ、ノロウィルスなどの感染防止に向けた注意喚起
• 始業時におけるラジオ体操励行
• 時間外勤務状況、健康推進体制の運営状況について、年４回取締役会に報告。社外役員を含め幅広く意見を聴取し、施策立案・遂行に活用

具体的な取組事項

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

活性度 60.6 63.0 62.3 62.1

満足度 65.4 62.3 61.3 61.4
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地域社会への
参画・貢献

サステナビリティ方針6

• 私たちは、企業活動を行うあらゆる地域において、さまざ
まなパートナーと協力し合い、事業活動や教育・文化事業
等の社会貢献活動を通じて、地域社会の活性化や豊かな
生活環境づくりを目指します。



環境・生きもの
応援活動

サクセスフル・
エイジング
支援活動

地域・社会
貢献活動Ⓡ

真 な取り組みを通じた
信頼性の向上

ESDプロジェクト（環境教育）
絶滅危惧種の保全活動、
   飼育活動

▲

P○参照

▲

P○参照
ナショナル・トラスト活動を
応援しています

▲

36頁参照

国内オフィスにおける
   省エネへの取り組み

世界遺産、自然、生物多様性
   ロビー展の開催

寄付活動
社会貢献型自動販売機・
ベルマーク・プルトップ・
使用済み切手・リサイクル
可能な書籍など 地域の老人ホーム、

   団体への出張セミナー
認知症に関する取り組み
元気百歳百科の配布
セカンドライフ応援
   ロビー展の開催

金融教育イベント、
   職場体験受け入れの実施

地域振興イベントへの参画

金融詐欺対策、
   防災セミナーの開催

交通安全サポート
   キャンペーン

地域密着型ロビー展の開催

地域美化・清掃活動への参加

シニア向け講演会、
  セミナーの開催

シルバーカレッジを開催しています
（シリーズ開催）

▲

31頁参照
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全国で展開するWith You活動
三井住友信託銀行は、良き企業市民でありたいとの思いを「With You（あなたととも
に）」という言葉に込め、全国各地の営業拠点を中心に、地域に根差した社会貢献活
動を推進しています。
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With You活動
推進の取り組み

基準ポイント達成店部数

2013年
上期

2013年
下期

2014年
上期

 （店部数）  （%）
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全支店における基準ポイント達成店の割合（右軸）

2014年
下期

2015年
上期

66カ店66カ店
51%

63%
76%

74%

83%83カ店83カ店

97カ店97カ店

84カ店84カ店
94カ店94カ店

評価ポイント

営業成果獲得

情報発信

環境負荷低減

ブランドイメージ
の向上

With You活動の狙い

「環境負荷低減」「ブランドイメージの向上」「情報発信」の

観点における評価とともに、営業成果・活動周知に関する

工夫や、With You支店ブログへの投稿を合わせて、各支店

を評価しています。支店の基準ポイント達成率は制度導入

時から順調に増えており、現在With You活動は営業活動

の手法の一つとして支店に浸透しています。

また、With You活動において総合的に顕著な成果を上

げた支店を「With You優秀賞」「With You特別賞」として

表彰し、その活動内容を全国支店で共有することで、With 

You活動の積極的な展開を図っています。

全国の支店における共通の取り組み
三井住友信託銀行は、地域の皆さまと強固な信頼関係

を築くため、地域に根差した社会貢献活動“With You活

動”を展開しています。With You活動では、①環境・生き

もの応援活動、②サクセスフル・エイジング支援活動、③地

域・社会貢献活動の三つを特に重視し、推進しています。

三井住友信託銀行では、このWith You活動の内容を類

型化し、難易度や効果を計り、活動の目安を設定するガイ

ドラインとして、2012年度からポイント制度を導入し、組

織的な活動の推進を図っています。ポイント制度では、毎年

獲得の目安となる基準ポイントを設定し、「営業成果獲得」

※ 各年度における総店部数は、2013年上期が130カ店、下期が133カ店、
2014年上期が128カ店、下期が114カ店、2015年上期が113カ店
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目黒支店は、地域イベントへの参加や特別講座の実
施、ロビー展の開催など、積極的にWith You活動に取
り組んでいます。
地域イベントとしては、めぐろ観光まちづくり協会が
主催する「イーストエリア目黒桜まつり」に参加し、ブー
スの出展やステージ上での楽器演奏、地元商店街や地
域企業の出展ブースへの協力などを行いました。
また、心療内科や精神科に通院中で社会復帰の意志
がある方への就職と、継続的な就労を支援する就労支
援事業所において、成年後見と相続・遺言をテーマと
した特別講座を実施しました。
そのほか、目黒学園カルチャースクールと共同でロ
ビー展と体験会を4回開催したところ、取り組みが目黒
学園発行冊子に掲載されました。
目黒支店は、このようなバラエティに富んだ取り組

杉戸支店は、東埼玉総合病院が中心となって展開す
る地域包括ケアシステムに参加し、高齢者マーケット
の開拓につながる取り組みを実施しました。
具体的には、同病院と連携して成年後見制度、相続
対策、認知症をテーマにセミナーを開催し、地域住民
の方へ地域包括ケアについての情報を提供しました。
また、同病院に幸手市商工会を紹介していただき、
商工会を通じて「埼玉健康と暮らしを支える市民勉強
会」が主催する地域イベントに参加したほか、杉戸町役
場高齢介護課、社会福祉協議会が主催する「杉戸町サ
ロン」（高齢者の集い）に、金融機関として初めて講師
を派遣し、ミニセミナーを実施しました。
杉戸支店は、地域包括ケアシステムについての理解
を深め、高齢マーケットに新しい切り口でアプローチ
しているほか、地域包括ケアを面的に捉え、病院だけ

みと多様な広告媒体の活用などにより、三井住友信託
銀行の知名度向上を図っています。

でなく商工会や社会福祉協議会などにネットワークを
広げ、地域密着型金融機関として積極的に活動してい
ます。

目黒支店

杉戸支店

目黒学園カル
チャースクール
との共同ロビー
展と体験会

環境・生きもの サクセスフル・エイジング 地域・社会貢献

シニアライフあ
んしんセミナー
の開催

特別講座の様子

「杉戸町サロン」に講師を
派遣しました

目黒桜まつりへの参加

商工会を通じて地域
イベントに参加

支店の主な取り組み
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美作大学の課外授業とし
て学生を支店に招き、岡山
県の「美作・水源の森トラス
ト地」および金融についての
教育と行内見学会を実施し
ました。課外授業の模様は美作大学のウェブサイトで
も紹介され、昨年三井住友信託銀行が同トラスト地の
環境教育を実施したことも含めCSR活動をPRすること
ができました。

2015年6月、八尾支店は
NPO法人「ニッポンバラタナ
ゴ高安研究会」と共同し、八尾
市立中高安小学校でニッポン
バラタナゴをテーマにした授
業を実施しました。この様子はNHKニュース、産経新
聞など、多数のメディアに紹介されました。

2013年より継続して合計
18回セミナーを開催してい
ます。河村能楽堂、大徳寺塔
頭大仙院閑栖、カゴメ（株）な
どから講師をお招きし、能の
歴史や野菜と乳酸菌の効用、iPS細胞など、多種多様な
テーマについてお話しいただいています。

2012年のシルバーカレッ
ジの開催以降、支店独自で
テーマを工夫しセミナーを
開催しています。「シャンパー
ニュの楽しみ方」セミナーは、
参加費を一部負担いただくという初の取り組みとなり
ましたが、多数の方に参加いただきました。

三井住友信託銀行は2012年に「With You支店ブログ」を立ち
上げました。本ブログは、全国の支店におけるWith You活動の取
り組みの紹介に加え、セミナーやパネル展の開催をタイムリーに
案内できるなど、お客さまとのコミュニケーション手段として活用
されており、地域の皆さまとの関係を深めるツールにもなっていま
す。各支店によるブログの更新件数は年々増加しており、現在With 
Youブログは、地域への重要な情報発信ツールとなっています。

With You支店ブログ 
ウェブサイトURL：http://branchblog.smtb.jp/

支店ブログ更新数の推移

2012年
上期

2012年
下期

2013年
上期

2013年
下期

2014年
上期

2014年
下期

2015年
上期

（件）
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469469 529529
620620 692692 695695

京都・京都四条支店 芝営業部

岡山・岡山中央支店 八尾支店

支店版With You冊子も配布しています
支店ブログのほか、社員
の紹介や実施した取り
組みなどを簡単にまとめ
た「支店版With You冊
子」を作成し、お客さまに
無料で配布しています。
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エコロジカル・ネットワーク形成のための活動

土地を守る

担い手づくり

社員の学び・
知識向上

種の保全

動植物の保護

エコロジカル・ネットワーク形成で
日本の自然資本を守る

公益社団法人日本ナショナル・トラスト協会が実施する、絶滅危惧種が生
息する土地や学術的に貴重な土地などを購入するキャンペーンに参加して
います。札幌・札幌中央支店では2015年に、黒松内町の道内最古の高層湿
原を守るため、1,500㎡相当の「歌才湿原」の
買い取り資金を寄付しました。鹿児島支店は
2014年に奄美大島に生息する絶滅危惧種ア
マミノクロウサギを守るため、8,066㎡相当
の森の買い取り資金を寄付しています。また、
中野支店、所沢・所沢駅前支店では売り上げ
の一部を日本ナショナル・トラスト協会に寄
付する「社会貢献型自動販売機」を設置し、
2015年10月までに首都圏の水源である秩父
の森1,100㎡相当の土地が購入できる寄付を
行いました。

三井住友信託銀行では、全国の支店でCSR活動
（愛称：With You活動）に取り組んでいます。「自
然資本に恵まれてこそ私たちの暮らしは豊かな
ものになる」という考えのもと、With You活動の
3大テーマの一つに「生きもの応援活動」を掲げ、
社員による自然保護活動やエコツアーの開催、地
域・行政などと連携した各種体験への参加など、
身近な自然資本を守るために地域に根差したさ
まざまな活動を展開しているほか、ウェブサイト
を立ち上げ、外部にも情報提供を行っています。

三井住友信託銀行では、全国の支店ロビーでナショナル・トラスト活動を紹
介するパネル展を開催しています（2014年度は51カ店で開催）。19世紀に英
国で発祥したナショナル・トラスト活動は、国民から託された寄付金をもとに
貴重な自然や歴史的建造物を買い取り、民間の保護区「トラスト地」として守
る活動です。三井住友信託銀行は、国内のトラスト地取得は自然資本を確実
に守ることができる有効な手段と考え、長年にわたってこの活動を応援してき
ました。パネルでは、信託の仕組みを利用した商品やトラスト地をテーマにし
た環境教育など、三井住友信託銀行の取り組みについても紹介しています。

生きもの応援活動の一環として、日本の固有
種の保全活動に取り組む支店もあります。新百
合ヶ丘支店では、かつてヤマユリが自生してい
た“百合ヶ丘”の復活を目指す麻生区のヤマユリ
植栽普及促進事業に参画しており、苗の手入れ
や植栽活動へ社員が参加しているほか、関連団
体が開催するヤマユリ写真展や活動報告の周知
活動にも協力しています。また、店内で苗からヤ
マユリを育てるなど、“ヤマユリの街・新百合ヶ
丘”を地域に幅広くア
ピールしています。

土地を守る

種の保全社員の学び・知識向上

担い手づくり（認知度向上のための取り組み）

成長

生きもの応援活動の一環として、地元由来
の動植物の保護活動に取り組む支店もありま
す。ニッポンバラタナゴや地域固有種のメダカ
などの絶滅危惧種をロビーで飼育したり、イタ
センパラなどの国の天然記念物をテーマにロ
ビー展を開催したりするなど、全国の支店で活
動の輪が広がっており、これらの活動を総称し
た「SuMi TRUSTおさかなプロジェクト」は、今
後さらに多くの支店で展開していく予定です。

動植物の保護

飼育中の
ニッポン
バラタナゴ



宮古島・サシバの森トラスト

釧路湿原

篠路福移湿原

おおたかの森

世田谷の緑地

桶ケ谷沼

水のトラスト

能登・トキの森トラスト

三草山ゼフィルスの森

柿田川湧水群

富士山高原トラスト

長良川・清流の森トラスト

阿蘇の草原

ヤイロチョウの森

アマミノクロウサギ
のすむ森

奄美大島と徳之島にのみ生息する
希少なアマミノクロウサギを守る
ため、日本ナショナル・トラスト協
会が実施したトラスト・キャンペー
ンに参加し、鹿児島支店から
8,066㎡相当の森の買い取り資金
を寄付しました。

中池見湿地

中池見湿地は、三方を山に囲まれ
た約25haの自然豊かな湿地で、ラ
ムサール湿地に指定されていま
す。三井住友信託銀行は、市街地
に近接していながら3,000種の動
植物がすむこの湿地をテーマに映
像教材を作成し、福井で環境教育
の事業を予定しています。

この水源の森は、吉井川源流域に
ある62haの森で、現在も自然のま
ま守られています。三井住友信託
銀行は、水源の森を題材とした映
像教材を作成し、小学校の子ども
たちを対象に環境教育の授業を
行い、水の大切さについて考えま
した。

美作・水源の森
トラスト

長崎県の対馬にのみ生息するツシ
マヤマネコは、現在わずか100頭
にまで減少し、絶滅の危機に瀕し
ています。三井住友信託銀行は、
黒松内町・奄美大島とともに、社会
貢献寄付信託を通じ、トラスト地
の取得資金の寄付プログラムを提
供しています。

ツシマヤマネコの
すむ森

天神崎は和歌山県田辺市にある岬
で、市街地に近接しているにもか
かわらず、豊かな自然が残されて
います。三井住友信託銀行は、近
隣小学校の生徒たちが実施した聞
き書き活動の様子を、映像教材と
して作成し、環境教育の授業に利
用しました。

天神崎

三浦半島の先端近くに位置する森
で、神奈川県のナショナル・トラス
ト活動によって守られてきました。
三井住友信託銀行はグリーンTV
ジャパンとの協働で、専門家への
インタビューと映像教材の作成を
行い、小学校の環境教育の授業に
利用しました。

小網代の森小網網網網代の
こ あ じ ろ

美作
みまさか

御谷の森は、鶴岡八幡宮の奥に広
がる森です。1964年、鎌倉風致保
存会が設立され、この森を守るた
め日本最初のナショナル・トラスト
活動が展開されました。三井住友
信託銀行は風致保存会設立50周
年の節目を記念し、鎌倉で環境教
育の授業を実施しました。

御谷の森御谷の
おやつ

黒松内町に広がるブナ林はブナが
自生する北限の地であり、地球温
暖化による環境変化を知ることが
できる貴重な地域です。札幌・札幌
中央支店の社員はこのトラスト地
にブナの幼木を植樹し、定期的な
ブナ林の保全活動を行っています。

北限のブナ林

2万4000年の歴史が詰まった道内
で最古の高層湿原を守るため、日
本ナショナル・トラスト協会が実施
したキャンペーンに参加し、札幌・
札幌中央支店からの寄付で1,500
㎡相当の湿原の買い取り資金を寄
付しました。

北海道最古の
歌才湿原

知床
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ナショナル・トラスト支援活動

19世紀に英国で発祥したナショナル・トラストは、国民から託された寄付金をもとに貴
重な自然や歴史的建造物を買い取り、民間の保護区（トラスト地）として守る活動で、自然
資本を確実に守ることができる有効な手段です。日本では60年代にナショナル・トラスト
が始まり、現在は全国50以上の地域に活動の輪が広がっています。

三井住友信託銀行は、国内のトラスト地を増やすことは
私たちの生活基盤を支えるための投資であるという考えの
もと、土地の取得や環境教育、信託の仕組みを利用した商
品などを通じて、それぞれの土地に根差した活動を支援し
ています。
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三井住友信託銀行は、環境専門のインターネット放送局

グリーンTVジャパンとの協働によるESDプロジェクトとし

て、次世代を担う子どもたちを対象に、ナショナル・トラス

トの普及啓発活動に取り組んでいます。

2012年よりスタートした本プロジェクトは、全国各地の

トラスト地や自然保護活動を題材とした映像教材の作成

と、小学校での出前授業を実施するものです。子どもたちの

視聴覚に訴える映像教材は短時間で大量の情報を伝える

ことができ、子どもたちの関心を学びの対象に引き寄せ、実

社会への興味や課題を高める効果が期待されています。

ESDプロジェクト

鎌倉 御
お や つ

谷の森
2015年1月に実施した第4弾ESDプロジェクトでは、古

都・鎌倉にある御谷の森をテーマに取り上げました。鎌倉

市立七里ガ浜小学校の4・5年生を対象に、三井住友信託

銀行の社員が映像教材や資料などを使いながら、御谷の森

で起こったトラスト活動は“自然保護”と同時に、歴史的な

文化財を後世に伝える“景観保護”の役目を果たしたこと、

この運動が契機となって制定された「古都保存法」によっ

て、京都・奈良など全国の古都が今も乱開発から守られ、古

の風光を今に伝える伝統の街として息づいていることなど

を伝えました。5年生の授業には松尾崇鎌倉市長が見学に

来られ、「街並みや自然を守るためには、皆さんが関心を持

ドブ貝解剖の見学。子どもたちは
熱心にメモを取っていました

八尾 ニッポンバラタナゴ
2015年6月に実施した第5弾ESDプロジェクトでは、絶

滅危惧種「ニッポンバラタナゴ」をテーマに取り上げまし

た。三井住友信託銀行八尾支店では2005年から店頭で

ニッポンバラタナゴを飼育し、その保全活動の大切さを地

域の皆さまに伝え続けています。八尾市立中高安小学校5

年生を対象に実施した授業では、この飼育活動を長年ご指

導いただいているNPO法人ニッポンバラタナゴ高安研究

松尾崇市長の挨拶

鎌倉のシンボル・鶴岡八幡
宮を守る森について学ぶ子
どもたち

会の加納義彦代表理事に講師を務めていただきました。講

師からは、地元高安の自然や文化、生きもの保全のために

実施しているため池のドビ流し（ヘドロを除去する定期的

な大掃除）の様子などが映像とともに紹介され、「ニッポン

バラタナゴを守ることは、八尾の豊かな自然と文化を守る

こと。そして、そこに暮らす生きものを守ること」というメッ

セージを子どもたちに伝えました。

八尾のESDプロジェクトを紹介するDVD動画は、10月

に八尾市で開催された「いきいき八尾環境フェスティバ

ル」のニッポンバラタナゴ特設コーナーで放映されました。

このイベントは、八尾市役所に事務所を置く「環境アニメイ

テッドやお」が主催する環境イベントで、大人から子どもま

で多くの来場者に動画をご覧いただき大変好評でした。

2016年、第6弾となるESDプロジェクトは、福井県の中

池見湿地をテーマに実施する予定です。
「いきいき八尾環境フェスティバル」
の特設コーナー

つこと、行動することが大切だと思います。先人の人たちの

思いを知り、力を合わせて頑張りましょう」と子どもたちに

向けたメッセージをいただきました。



ナショナル・トラストの
普 及 啓 発

授業風景を含む
動画を放映

子どもたちが授業で
学んだことを
家族に伝える

授業で使った映像を
即日アップ

家
で

サイト
上
で

支店
ロビー

で
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収録した映像を使って教材を作成 三井住友信託銀行の社員がファシリテーター
となり、映像教材を使った授業を実施

和歌山県 天神崎で地元の小学生が聞き書き
活動を実施

大阪府 八尾市でニッポンバラタナゴ
について授業を実施

岡山県 美作・水源の森を日本ナショナル・
トラスト協会のスタッフが案内

神奈川県 鎌倉市御谷の森を題材に
出前授業を実施

神奈川県 小網代の森の保全活動について
専門家にインタビュー

201420132012

2015 2015

ナナ

地域全体への
発信による

ナショナル・トラスト活動の活性化と、臨場感あふれる環境教育の実践を目指しています

ナショナル・トラストを題材としたESDプロジェクトの流れ

グリーンTV
グリーンTVジャパンは、豊富な海外のコンテンツに加え、日本

独自に制作した総数1,000本以上もの映像コンテンツを無料で
提供しています。
三井住友信託銀行は、2007年の設立当初からメディアスポン

サーとしてグリーンTVを支援しており、環境コンテンツの制作、
ESD推進などでさまざまな連携を図っています。

ウェブサイトURL: http://www.japangreen.tv/

生物多様性ア
クション大賞
2015（国連生
物多様性の10
年（UNDB-J）
主催）において
入賞しました！
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ISAKを通じたインドの子どもたちへの教育支援

インターナショナルスクール・オブ・アジア軽井沢（ISAK）
は、次世代を担うリーダーの育成を目指す、日本で初めての
全寮制インターナショナルスクールとして2014年8月に開校
しました。ISAKは主にアジア太平洋地域を中心とする海外
からの留学生を受け入れるなかで、さまざまなバックグラウ
ンドを持つ生徒が平等に教育を受けられるよう、支援を行っ
ています。現在1・2年生合わせて98名が、10人～18人の少人
数授業を全て英語で受けており、卒業時には、日本の高校卒
業資格とともに、世界各国の大学への入学または受験資格と
して認められている、国際バカロレアが取得できます。
三井住友信託銀行はISAKの理念を強く支持しており、開

校前の2013年より海外からサマースクールに参加する生徒
の里親となり、渡航費や学費、滞在費などをサポートしてい
ます。2014年からは、インドの経済的に不利な立場に置かれ

ている子どものための教育機関「シャンティバーバン」から
ISAKのサマースクールに参加している学生の支援をしてい
ます。2015年に里親となったThanuja Rameshさんは13
歳の女の子で、5カ国語に精通し、将来はシステムエンジニ
アになる夢を抱いています。三井住友信託銀行は今後も同
校の優秀な生徒がISAKで習うことができるよう継続的な支
援を行っていきたいと考えています。

シャンティバーバンを通じて
インドの子どもたちを支援しています

ISAKに来て、普通の15歳の男の子としてみんなと同じように扱ってもらえること、自分に目線を
合わせてくれる先生やカウンセラー、スタッフ、友達と毎日美味しいご飯を食べて、最高の授業を受け
て、笑って過ごせることに、本当に本当に感謝しています。母国シリアは政府が腐敗していて、国民は
不平等に扱われること、意味なく投獄されること、言論の自由がないこと、希望がないことに何も感
じなくなっています。ISAKに来て学んだことは、『リスクをとらないこと自体がリスクであること』。
一見状況を変えられないように見えることも、クリエイティブに考えれば実は変えることができ

たり、起きたことにどう反応していくか、どう行動するかを選ぶ自由があることなどを通じて、母国の
人たちを変えていきたいです。

ISAKサマースクールに参加した子どもたちの感想

軽井沢に立地するISAKの校舎

サマースクールの様子

軽井沢軽井沢軽井沢軽井沢軽井沢軽井沢軽井沢軽井沢井沢軽 に立地に立地に立地に立地に立地に立地に立地に立地に立地に するIするIするIするIするIするIするするする SAKSAKSAKSAKSAKAKSAKA の校舎の校舎の校舎の校舎の校舎の校舎の校舎校校
軽井沢軽井沢軽井軽井沢軽井軽井沢井

トルコに亡命中のシリアのアレッポ出身の
Saad（サード）さん
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シャンティバーバンは、インドのカースト制度において、社
会的、経済的に最も不利な立場に置かれた子どもたちの育
成を目的としています。
創立者アブラハム・ジョージ博士はカースト制度によって
不利な立場に置かれた人々の状況を改善し、次世代への連
鎖を断ち切るためには子どもたちの教育が最も大切である
と考えていました。シャンティバーバンでは自然に恵まれた
全寮制という環境のもとで、子どもたちの希望職種への就

業やキャリア形成に向け、最高の教育プログラムを提供し、
世界に通用する価値観を養います。カースト制度最下層の子
どもたちが教育を受け、やがてリーダーとして成長すれば、
子どもたちの家族を含め多くの人々がそれによって希望を
与えられ、次世代にも良い影響を及ぼしていきます。
シャンティバーバンのような教育プログラムを多くの学校
が実施することで、2000年にわたって続いてきたカースト制
度による差別を撤廃することができるのです。

当校では2010年より毎夏中学生向けのサマースクールを
開催し、今年は日本を含む世界31カ国の地域から80名の中
学生が参加しました。ISAKは、「アジア太平洋地域そしてグ
ローバル社会のために新たなフロンティアを創り出し、次世
代のチェンジメーカーになれる人材を育てること」を教育理
念としております。その柱となる資質は『多様性に対する寛容
力』『問題を設定する能力』『困難に挑む力』であると考えてい
ます。サマースクールの2週間のプログラム中は国籍のみなら
ず、社会的、宗教的、経済背景が異なる学生たちが、寝食を共
にし、お互いの文化を尊重し合い共同生活を送る中で、自分
の育ってきた価値観と違う価値観に出会い、時に驚き、時には
ぶつかり合いながら新しい自分と出会い、成長していきます。
サマースクール初期よりシャンティバーバン校から毎年1
名以上の優秀な生徒が参加しております。昨年から開校した

本校(高等学校)にもシャンティバーバン校出身の生徒が2名
在籍しています。彼らが、将来自国に戻った時には、不利な立
場に屈することなく社会に変革を起こし、社会貢献できる存
在になってもらいたいと願っております。三井住友信託銀行
さまの長年にわたるご支援のお陰で、サマースクールで得た
経験がインドのアウトカースト出身の生徒たちの原体験とな
り、その後もISAKのミッションの通り、周囲に大きな影響を
与えるチェンジメーカーとして育っておりますこと、改めて御
礼を申し上げます。本当にありがとうございます!

三井住友信託銀行様
ISAKサマースクールの参加を支援してくださり、本当にありがとうございます。新しい友

達とISAKサマースクールをとても楽しんでいます。私は多様な文化や価値観、考え方を持
つ人々と知り合うことがとても好きです。たくさんの人々が、世界を異なる視点から考えてい
ることに興味を覚えました。それぞれの生まれ育った環境や経験を共有するISAKの授業は素晴らしいと感じました。
ISAKには高校生として戻ってきたいと考えています。授業ではリーダーシップとダイバーシティの科目が好きで、友達
と遊んだり、一緒に勉強することがとても楽しいです。感謝してもしきれません。本当にありがとうございます。

愛を込めて     インドのサヌージャ・ラメシュ

教育機関「シャンティバーバン」のミッション

Thanujaさんからのお礼の手紙

Thanujaさんからの
お礼の手紙

Than jjaさんからの
Th n j さ

ISAKのビジョンと三井住友信託銀行の関わり

代表理事
小林　りん

ISAKのサマースクール2015に
参加した生徒の出身国／地域
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グループ会社におけるCSR活動

日興アセットマネジメントは、地球環境や持続可能な社会

の発展に積極的に関わるべきであるという理念のもと、さま

ざまなCSR活動に取り組んでいます。

社員による社会貢献プログラム「日興AM従業員チャリ

ティプログラム」の運営などに積極的に取り組むほか、資産

運用会社として「国連環境計画・金融イニシアティブ」（UNEP 

FI）に加盟、「責任投資原則」（PRI）や「持続可能な社会に向け

た金融行動原則」に署名し、本業を通じたCSR活動に取り組

んでいます。特に、「持続可能な社会に向けた金融行動原則」

では、発足当初から起草委員会の一員として参画しています。

日興アセットマネジメント

オックスファム・トレイル
ウォーカー東北2015の様子

雨のなか、ランナーも
ボランティアも楽しみ
ながら参加しました

約300名分の食事を準備、配給しました

オックスファム・トレイルウォーカーは、4人1組のチームで
ゴールを目指すウォーキングイベントです。日興アセットマネ
ジメントは、2015年7月、福島県で開催されたこのイベントに
参加し、50ｋｍにおよぶコー
スを24時間以内に完歩する
ことを目指しました。
イベントで集まった寄付金

は、貧困で苦しむ途上国の人
たちのための国際協力活動、
東北復興支援に役立てられ
ます。

Financial Industry in Tokyo (FIT) for Charity Run
は、東京で事業を展開する金融サービス企業が、日本の非営
利団体を支援するために結成した業界規模のチャリティ・イ
ベントです。
日興アセットマネジメントは、2006年から実行委員とし

てこのイベントに携わるとともに、企業スポンサーとしても
貢献しています。2015年11月に開催されたチャリティ・ラ
ンには、社員のほか、ご家族、ご友人を含め27名が参加し
ました。

炊き出しボランティアは、日本初のフードバンクである公益
財団法人セカンドハーベスト・ジャパン・アライアンスが、食品
メーカーや個人などから、まだ十分食べられるにもかかわらず
廃棄される食品を引き取り、路上生活者を対象に温かい食事
を提供する活動です。2015年10月、この炊き出しボランティア
に、日興アセットマネジメントから有志9名が参加しました。

オックスファム・トレイルウォーカー東北2015

FITチャリティ・ラン

炊き出しボランティア
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三井住友トラスト不動産は、2014年10月に名古屋市と「東山
動植物園再生プランに関する連携と協力の協定」を締結し、さま
ざまな支援活動を行っています。その活動の一環として、2015年
10月、東山動植物園の園内にて孫の日の記念イベントを開催しま
した。
イベント当日は天候に恵まれ、多くの来場者で賑わう中、お孫さ

ま連れのご家族を対象とする記念撮影や、特製カレンダーの配布
を行いました。特製カレンダーは昨年と同じく好評で、15時頃には
全て配布終了となりました。また、今年のイベントで初登場した独
自のキャラクター「トラストさん」の着ぐるみも大変な人気で、トラ
ストさんとの記念撮影を希望する方で行列ができるほどでした。
三井住友トラスト不動産は、今後もこのような活動を継続的に

実施し、社員の意識の醸成と中部地区においての知名度アップ、ブ
ランドイメージの向上に努めていきます。

三井住友トラスト不動産

撮影した写真は後日ご自宅へ送付しました

トラストさんと記念撮影を希望する方
でできた行列

車椅子の清掃、
修理作業の様子

多くの食品が
集まりました

トラストラストラストラストさんトさんトさんトさんと記念と記念と記念と記念とと記念と記念と記念撮影を撮影を撮影を撮影を撮影を希望す希望す希望す希望す希望希望する方る方る方る方る方

撮影し撮影し撮影し撮影し撮影し撮影し撮影しし撮影した写真た写真た写真た写真た写真た写真真たたた写真は後日は後日は後日は後日は後日後後は後日ご自宅ご自宅ご自宅ご自宅ご自宅自宅ごご自宅 送付送付送付送付送付送付しまししまししまししまししまししましたたたたたたたた

フードドライブとは、家庭で余っている食べ物を学校や職
場などに持ち寄り、それらをまとめて地域の福祉団体や施
設、フードバンクなどに寄付する活動です。
日興アセットマネジメントは、2015年10月から11月まで、

約１カ月にわたりフードドライブを実施し、お米、パスタ、缶
詰やレトルト食品など、さまざまな食品を集めました。

日興アセットマネジメントは、日興AM従業員チャリティ
プログラムの寄付先団体「NPO法人　海外に子ども用車椅
子を送る会」が実施する、子ども用車椅子の整備例会に参加
しています。
このNPOでは中古の車椅子を清掃、修理し、海外で車椅

子を必要としている子どもたちに無償で送り届けています。
2015年11月に行われ
た整備例会では、障が
いを持つタイの子ども
たちに送る車椅子の整
備、梱包を行いました。

子ども用車椅子の整備例会 フードドライブ
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このたび、三井住友トラストクラブが運営するダイ
ナースクラブは、世界で活躍する日本人を応援するプ
ロジェクト「Support Your Local プロジェクト」を支
援することになりました。プロジェクトの初めとして
今回は、国境なき医師団（MSF=MEDECINS SANS 
FRONTIERES）をサポートします。
日本には世界の紛争や災害などで困難を強いられ

ている人々を救おうと、自らの危険も顧みずにその地
に向かうたくさんの人がいます。そういう強い意志を
持った活動スタッフたちを地元レベルでサポートして
いく初めての活動です。
「地元出身の活動スタッフを地元の仲間で応援する」

「今、自分たちができる範囲で、できることを」という
コンセプトのもと、自らその地に赴いて活動するスタッ

フを地元の有志でサポートする気持ちを「地元愛」で
束ね、支援の活動として地元から世界に発信していく
ことを目標としています。
MSFで活躍する医師たちにも、故郷があり、この地

で育まれ芽生えた使命が彼らを突き動かしています。
この企画はこの街を愛する同志として彼らを応援する
プロジェクトです。
第一弾は九州出身・在住のMSFスタッフをご紹介する

ディナーイベントを「九州（福岡）」で2016年3月に開催し
ます。今後、この活動を日本中に広げていく予定です。

Support Your Localプロジェクト

三井住友トラストクラブ
1971年の設立以来一貫した活動が認められ、1999年

にはノーベル平和賞を受賞。世界で起こる紛争や自然災
害時に中立・独立・公平な立場で医療・人道援助活動を行
う民間・非営利の国際団体として広く活動してきました。
その活動は年間38,000人以上のスタッフに支えられてお
り、世界約60ヵ所のサポートを必要とする国と地域にわ
たっています。
ダイナースクラブでは、1999年に国境なき医師団と加

盟店契約を結んでから、カードをとおした寄付活動を続け
ています。近年では毎年2億5千万円を超える金額の寄付
を、ダイナースクラブ会
員から頂戴しています。

「国境なき医師団」とは？
国境なき医師団 ダイナースクラブ

MSFで活躍中のスタッフ

職種：薬剤師 

コメント： 「すごいお医者さんたちがいるよ。」
と母が新

聞記事をみせてくれたのは、私が小学生の頃で
す。“国境

なき医師団”。その名前の潔さに衝撃を受けまし
た。

派遣経歴： 2014年1月～2014年8月　マラウィ

 2014年9月～2015年3月　ウガンダ

（2016年3月 九州（福岡）イベント登壇予定）

的
まと ば

場　紅
く み

実さん

職種：内科医 

コメント：学生時代から途上国の医療に興味が
あり、研

修終了後に長崎の熱帯医学研究所に就職。エボ
ラ出血熱

をきっかけにMSFに参加しました。

派遣経歴： 2014年11月～2015年3月　エチオ
ピア

 2015年8月～2015年10月　リベリア

職種：外科医 

コメント：8年前に65歳の定年を迎え、若いとき
からの夢

だった国際医療協力実現への好機到来と考えま
した。 

派遣経歴： 2007年4月～2007年5月　ナイジェ
リア

 2007年12月　イラン

 2009年6月　コンゴ民主共和国

 2010年1月　スリランカ

 2011年9月　ハイチ

 2013年3月～2013年4月　パキスタン
菅
すがむら

村　洋
よう じ

治さん

高
たかはし

橋　健
けんすけ

介さん

アーティストサポートプログラム／ファンド
2012年6月、才能ある若手音楽家に上質な演奏の機会を提供するこ
とを目的として、アーティストサポートプログラムを立ち上げました。
ほぼ毎月2回、ダイナースクラブ 銀座ラウンジでコンサートを開催し
ています。また、2014年には、東京藝術大学音楽学部の「音楽アウト
リーチプログラム」に対しダイナースクラブ会員がリワードポイント
による寄付で支援できるファンドを立ち上げ、これを記念して、サント
リーホールの小ホールで記念コンサートを開催し、以降、年1回の実
施を予定しています。

ルーム・トゥ・リード
2013年から識字教育と男女間の教育格差是正を目指した活動を
行っているルーム・トゥ・リードに対して、ダイナースクラブ会員から
のリワードポイントによる寄付を募集しているほか、チャリティ・パー
ティーへの景品の提供、ダイナースクラブの持つ各種媒体での団体の
紹介等を行いました。

継続的な社会貢献活動
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「エコノミクス甲子園」は、全国の高校生に楽しみながら金融・経
済について学んでいただくことを目的とするクイズイベントです。第
9回目となる今回のイベントでは、予選会であるインターネット大
会への参加チームが過去最多の55チームとなり、盛況でした。
住信SBIネット銀行は昨年に引き続き、インターネット大会を主

催し、高校生にインターネットを使ってクイズに取り組んでもらい
ました。予選大会では経済の基礎知識や地元経済などについての
知識を競い、ここで優勝したチームが全国大会に進むことができま
す。今回のインターネット大会では洛北高校のチームが優勝して全
国大会に出場し、最終的に40チーム中11位という好成績を残しま
した。
同社は今後も、「ネット銀行として未来の幸せをみんなでシェア

すること。この社会の未来を育てること」を目的に、インターネット
というプラットフォームを使って取り組みを発信していきます。

住信SBIネット銀行

インターネット大会で優勝した洛北高校のチームイインタインタインタインタインタンタタ ネネネネネネ ト大会ト大会ト大会ト大会ト大会大会大会大会 優で優勝で優勝で優勝で優勝で優勝で優勝優勝した洛した洛した洛した洛した洛た洛洛洛た洛北高校北高校北高校北高校北高校北高校校北高校のチチのチのチのチのチのチ ムムムム

シンガポール支店は1981年に支店を開設して以降、地域・行政
のイベントに積極的に参加しています。2015年に建国50周年を
迎えたシンガポールでは、さまざまな政民イベントが開催されま
した。
シンガポール支店では、シンガポールの環境保全や自然保護を

目的に設立された公益法人Garden City Fund(GCF)への寄付を
通じて、建国記念植樹運動への協賛をしました。
2015年11月の植樹活動の際には、National Parks Board(国

立公園委員会)のDeputy Directorより「シンガポールは元々は
ジャングルで草木が多い土地だが、最近は宅地化・工業化が進み
都市部では緑が減ってきている。植樹は国としても重要な取り組み
(Garden City)と考えており、寄付をいただいたことに大変感謝し
ている」とご挨拶をいただきました。

シンガポール支店

支店のメンバーによる植樹活動

海外支店におけるCSR活動

優勝チーム 京都府立洛北高等学校
 「ライオンモード」

準優勝チーム 関西学院高等部
 「関学高理科部」

３位チーム 宮崎県立宮崎西高等学校
 「みゅーず」
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東日本大震災復興応援の取り組み

このプロジェクトは、仙台・仙台あおば支店が新店舗移転記念セミナーとし
て2012年に開催した「森の力で れ―自然と調和した復興と再生」の開催にあ
たり、特別講師としてお招きした横浜国立大学の宮脇昭名誉教授からの参画
の依頼によって始まりました。本プロジェクトの計画は、三陸沿岸300kmにわ
たって築いた盛土に広葉樹の苗木を植樹して土地本来の植生に基づいた「森の
防波堤」を作るというもので、完成した防波堤には津波のエネルギー減殺と盛
土の斜面崩壊を防ぐ効果が期待されています。2015年1月現在、プロジェクト
全体で延べ16,515名のボランティアが138,600本の苗木を植樹しています。
仙台・仙台あおば支店は、プロジェクトがスタートした2013年当初か

ら継続的に活動に参加しており、今年も当グループ社員とその家族が
植樹に取り組みました。土地の再生と未来の防災への貢献のため、両
支店は今後も継続して活動に取り組んでいきます。

当グループでは2013年より東北各地での復興応援企画を実施していま
す。今年は陸前高田市で有志40名がりんご農家支援ボランティアに取り組み
ました。
米崎地区で作られる「米崎りんご」は、海を望む高台の傾斜地で太陽の恵

みを浴び、ミネラルを含んだ海風に吹かれて育つりんごです。震災の際に津
波は農園にも押し寄せ、甚大な被害をもたらしました。やむなく農園経営を
やめた方もおられますが、高齢化や過疎化が進む中で、自慢のりんごを届け
ようと日々力を注ぐ農家の方々もいらっしゃいます。
私たちが実施したりんごの実の剪定「摘

てきか

果」は、1株に5～6個ある幼果の中
から丈夫で形が良く軸の太いものを残して他は摘み取ってしまう作業で、栽
培の中で最も大切な工程だそうです。およそ1週間で摘果を済ませる必要が
あり、繁忙期を迎える6月にお手伝いをしました。
10月、「猛暑や台風に耐え、無事にりんごがなりました」と農家の方から連

絡をいただきました。摘果が不十分だったりんごは鈴なりになってしまうため
木に負担がかかり、来年の収穫量にも影響するそうです。お手伝いは大変あり
がたかったと改めてお礼をいただきました。また、希望者には、農園のりんご
と、果実から作ったジュースやジャムを農家から直接購入する手配もしていた
だきました。蜜がたくさん詰まったジューシーなりんごは、味も格別でした。

ガレキを生かす森の長城プロジェクト

当グループ有志27名が参加

植樹した苗木

当グループ有志40名が参加

摘果の作業

希望者が購入したギフトセット

当グル当グル当グル当グル当グル当グル当グル当グル当グループ有ープ有ープ有ープ有ープ有プープ有ープープ有志27志27志27志27志志27志志志志27名が参名が参名が参名が参名が参名が参名が参が 加加加加

当グル当グル当グル当グル当グル当グル当グル当グ当グループ有ープ有ープ有ープ有ープ有ープ有ープ有ープ有プ有有志40志40志40志40志40志40志4志志40名が参名が参名が参名が参が参名が参名が参が参参加加加加加加加

SAVE TAKATA！米崎りんごプロジェクト

トセトセトセセトセトセセセットットットットットットットット



127

サステナビリティ方針6サステナビリティ方針3 サステナビリティ方針5サステナビリティ方針2 サステナビリティ方針4サステナビリティ方針1

三
井
住
友
ト
ラ
ス
ト
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス　

２
０
１
５
Ｃ
Ｓ
Ｒ
レ
ポ
ー
ト

わたし遺産
三井住友信託銀行は2013年6月から、「わたし遺産」の

エピソードの募集を開始しました。これは、次世代にのこ

したいと思う大切な「人・モノ・コト」を「わたし遺産」として

400文字程度のエピソードにまとめるもので、大賞・準大

賞を受賞した作品は冊子としてまとめられ、全国の支店ロ

ビーにて配布しています。

第1回、第2回の大賞はいずれも3作品が選ばれました。第

1回大賞に選ばれた「命をつなぐ十円玉」は、一枚の十円玉を

とおして結ばれる教師と生徒たちの信頼関係をつづった作

品で、歌手の八城亜紀さんが歌にするなど大きな反響を呼び

ました。第2回大賞に選ばれた「手巻き腕時計」は、戦争直後

の貧しい生活の中で夫から贈られた妻への感謝の贈り物で、

長年連れ添った夫婦の絆に思わず胸が熱くなる作品です。

かけがえのない人との思い出や忘れられない出来事な

ど、皆さまの大切な思いがつまった「わたし遺産」の募集は

これからも継続して実施する予定です。

元気百歳百科 データ集の制作
三井住友信託銀行は、高齢社会問題に国際的な視点から

取り組んでいるILC－JAPAN(国際長寿センター)の協力の

もと、高齢化に関する情報を集めた小冊子「元気百歳百科 

データ集」を作成しました。2014年9月に発行した改訂版で

は、「人口」「暮らし」「健康・医療・介護」のテーマごとに、グラ

フや図表を用いて日本の高齢者の現状を分かりやすく紹介し

ており、全国の支店やセミ

ナーなどで配布しているほ

か、ロビー展による周知活

動にも取り組んでいます。

その他のWith You活動

With You冊子
三井住友信託銀行は、地域の皆さまと強固な信頼関係

を築くため、全国各地の営業拠点を中心に地域に根差した

社会貢献活動を展開しており、その活動の一環として、お

客さま向けレポート「SuMi TRUST With You社会貢献活

動」を年4回発行しています。このレポートは、高齢者の興

味・関心が高い話題や旬の話題を届ける情報発信ツールと

しての役割も果たしています。2015年度は「老後の住まい

の選択肢」をテーマにスペシャルトピックを連載し、高齢者

や要介護者の人口増による介護・看護パワー不足が懸念さ

れる超高齢社会において「終の棲み家」についてどのよう

に考えたらよいかを具体的に紹介しました。

 静岡・静岡中央支店をはじ
め、複数の支店がロビー展
を開催しました

芦田 薫様
（兵庫県）

第2回
大賞

第1回
大賞

野崎 清様
（埼玉県）
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三井住友トラスト・グループのCSR

さまざまな企業行動指針などへの参加と活動
当グループは、国際的な企業行動指針や原則に署名し、その活動を実践
するとともに、国連組織や海外の企業・NGOなどと協力し合いながら、国
際的な行動基準づくりへも積極的に参画しています。

 国連環境計画・金融イニシアティブ
（UNEP FI）への署名

　UNEP FIは、金融機関に環境や持続的発展（サステナビリティ）
に配慮した行動を促すための国際的ネットワークです。2003年10
月に日本の信託銀行として初めて署名して以来、当グループは、本
イニシアティブを積極的に支持しています。

 UNEP FI 不動産ワーキンググループ
（UNEP FI PWG）への参加

　UNEP FI PWGは、持続可能な開発を促進する不動産金融̶
「責任ある不動産投資；RP I（Re s pon s i b l e  P r o p e r t y 
Investment）」を促進するためにUNEP FIの署名機関が組成し
たワーキンググループの一つです。当グループは2007年6月に参
加し、RPI普及促進のためのメディアチームの一員となるなど中心
メンバーとして活動しています。

 国連グローバル・コンパクト
（国連GC）への署名

　国連GCは、アナン前国連事務総長により提唱された人権、労働、
環境、腐敗防止に関する行動原則で、署名企業はその実践に向け
た取り組みが求められます。当グループは、2005年7月に日本の銀
行として初めて署名し、その支持・促進を通じて社会の良き一員と
して行動することを宣言しました。なお、当グループは国連GCの
署名企業が参加するグローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワー
ク（GC-JN）のメンバーにもなっています。

責任投資原則（PRI）への署名

　三井住友信託銀行および日興アセットマネジメント株式会社は、
2006年5月に国連グローバル・コンパクトとUNEP FIが共同事務
局となり策定した「責任投資原則」に署名しています。この原則は機
関投資家や運用機関に対し、投資の意思決定に際してESG
（Environmental＝環境、Social＝社会、Governance＝企業統治）
を考慮するよう求めるものです。

自然資本宣言

　三井住友トラスト・ホールディングスは、2012年6月にリオデジャ
ネイロで開催された「国連持続可能な開発会議（リオ＋20）」におい
て国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱した「自然
資本宣言（The Natural Capital Declaration）」に署名しました。
当社は国内で唯一の署名金融機関です。

「ビジネスと生物多様性イニシアティブ」
リーダーシップ宣言に署名

　当グループは、2008年5月にドイツで開催された生物多様性
条約第9回締約国会議において、ドイツ政府の主導による「ビジネ
スと生物多様性イニシアティブ」に賛同し、世界の33社とともに
リーダーシップ宣言に署名しました。以来、世界のリーダー企業の
一員として、生物多様性問題に積極的に取り組んでいます。

BSRへの加盟

　BSR（Business for Social Responsibility）は、全世界250社
以上の会員企業と連携し、持続可能（サステナブル）なビジネス戦
略の開発に取り組む米国のCSR推進団体です。当グループは、
2010年1月に同団体に加盟し、中国株SRIにおけるリサーチ情報
の提供や管理職向けの研修への講師の派遣など、事業に密着した
CSRを推進する上でさまざまなサポートを受けています。

持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則
（21世紀金融行動原則)の策定と実践

　当グループは、日本の金融機関が横断的に参加し、持続可能な社
会に向けた具体的な行動をとることを目指す21世紀金融行動原
則の策定に主体的に関わってきました。現在は、運営委員長とし
て、署名機関を取りまとめ、原則の浸透を図るための取り組みを進
めています。



グローバル・レポーティング・イニシアティブ(GRI):
1997年に米国の非営利団体組織であるセリーズ(CERES：Coalit ion for Environmentally 
Responsible Economies)と国連環境計画との合同事業として設立されました。持続可能性報告書に掲
載する情報について、比較可能性、信憑性、厳密性、タイミングの適切性、検証可能性の基本条件を達成し
つつ、持続可能性報告の業務慣行を財務報告書並みのレベルに高めることを目的としています。初版ガイ
ドラインを2000年に発行し、2002年度、2006年度の改訂を経て、2013年度に第4版が発行されました。
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GRIガイドライン対照表（サステナビリティ・日本フォーラム日本語版参照）

●＝規定された開示項目

項目 指標 記載ページ GC※

一般標準開示項目

戦略および分析

4.1 ●
組織の持続可能性の関連性と組織の持続性に取り組むための戦略に関する組織の最高意思決定者
の声明

P4,5

4.2 主要な影響、リスクと機会 P1,82-88

組織のプロフィール

4.3 ● 組織の名称 P138

4.4 ● 主要なブランド、製品およびサービス P10-57

4.5 ● 組織の本社の所在地 P139

4.6 ●
組織が事業展開している国の数、および組織が重要な事業所を有している国、報告書中に掲載してい
る持続可能性のテーマに特に関連のある国の名称

P138

4.7 ● 組織の所有形態や法人格の形態 P138

4.8 ● 参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客および受益者の種類を含む） P138-139

4.9 ●

組織の規模
• 総従業員数
• 総事業所数
• 純売上高
• 株主資本および負債の内訳を示した総資本
• 提供する製品、サービスの量

P104,137-138

4.10 ●

a 雇用契約別および男女別の総従業員数
b 雇用の種類別、男女別の総正社員数
c 従業員•派遣労働者別、男女別の総労働力
d 地域別、男女別の総労働力
e 組織の作業の相当部分を担う者が、法的に自営業者と認められる労働者であるか否か、従業員や
請負労働者（請負業者の従業員とその派遣労働者を含む）以外の者であるか否か
f 雇用者数の著しい変動

P104,106

4.11 ● 団体交渉協定の対象となる全従業員の比率 P104

4.12 ● 組織のサプライチェーン P8

4.13 ●

報告期間中に、組織の規模、構造、所有形態またはサプライチェーンに関して重大な変更が発生した
場合はその事実、
• 所在地または事業所の変更（施設の開設や閉鎖、拡張を含む）
• 株式資本構造の変化、その他資本の形成、維持、変更手続きの実施による変化（民間組織の場合）
• サプライヤーの所在地、サプライチェーンの構造、またはサプライヤーとの関係の変化（選択や終了
を含む）

P89-90,97

※ グローバル・コンパクト
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項目 指標 記載ページ GC※

外部のイニシアティブへのコミットメント

4.14 ● 組織が予防的アプローチや予防原則に取り組んでいるか否か、およびその取り組み方 P85-88,91,93-97 原則7

4.15 ●
外部で作成された経済、環境、社会憲章、原則あるいはその他のイニシアティブで、組織が署名また
は支持したもの

P21,42-43,57,76,
90-91,128

4.16 ●

（企業団体など）団体や国内外の提言機関で、組織が次の項目に該当する位置付けにあるもの
• ガバナンス組織において役職を有しているもの
• プロジェクトまたは委員会に参加しているもの
• 通常の会員資格の義務を超える多額の資金提供を行っているもの
• 会員資格を戦略的なものとして捉えているもの
主として、組織レベルで保持している会員資格を指す

P128

特定されたマテリアルな側面とバウンダリー

4.17 ●
a 組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっているすべての事業体
b 組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっている事業体のいずれかが報告書の掲載から
外れていることはないか

P6-8

4.18 ●
a 報告書の内容および側面のバウンダリーを確定するためのプロセス
b 組織が「報告内容に関する原則」をどのように適用したか

4.19 ● 報告書の内容を確定するためのプロセスで特定したすべてのマテリアルな側面

4.20 ●

各マテリアルな側面について、組織内の側面のバウンダリー
• 当該側面が組織内でマテリアルであるか否か
• 当該側面が、組織内のすべての事業体（G4-17による）にとってマテリアルでない場合、
‒ G4-17の一覧に含まれており、その側面がマテリアルでない事業体または事業体グループの一覧、
または、
‒ G4-17の一覧に含まれており、その側面がマテリアルである事業体または事業体グループの一覧
• 組織内の側面のバウンダリーに関して具体的な制限事項

4.21 ●

各マテリアルな側面について、組織外の側面のバウンダリー
• 当該側面が組織外でマテリアルであるか否か
• 当該側面が組織外でマテリアルである場合には、当該側面がマテリアルである事業体または事業
体グループ、側面がマテリアルとされる理由となった要素を特定。また、特定した事業体で当該側面
がマテリアルである地理的所在地

• 組織外の側面のバウンダリーに関する具体的な制限事項

4.22 ● 過去の報告書で提供した情報を修正再記述する場合には、その影響および理由

4.23 ● スコープおよび側面のバウンダリーについて、過去の報告期間からの重要な変更

ステークホルダー・エンゲージメント

4.24 ● 組織がエンゲージメントしたステークホルダー•グループの一覧

P6-7,
59-66,90

4.25 ● 組織がエンゲージメントしたステークホルダーの特定および選定基準

4.26 ●
ステークホルダー•エンゲージメントへの組織のアプローチ方法（種類別、ステークホルダー•グルー
プ別のエンゲージメント頻度など）、またエンゲージメントを特に報告書作成プロセスの一環として
行ったものか否か

4.27 ●
ステークホルダー•エンゲージメントにより提起された主なテーマや懸念、およびそれに対して組織
がどう対応したか（報告を行って対応したものを含む）。また主なテーマや懸念を提起したステーク
ホルダー•グループ

報告書のプロフィール

4.28 ● 提供情報の報告期間（会計年度、暦年など）

表2,139
4.29 ● 最新の発行済報告書の日付（該当する場合）

4.30 ● 報告サイクル（年次、隔年など）

4.31 ● 報告書またはその内容に関する質問の窓口
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項目 指標 記載ページ GC※

GRI内容索引

4.32 ●
a 組織が選択した「準拠」のオプション
b 選択したオプションのGRI内容索引
c 報告書が外部保証を受けている場合、外部保証報告書の参照情報

P129-132

保証

4.33 ●

a 報告書の外部保証に関する組織の方針および現在の実務慣行
b サステナビリティ報告書に添付された保証報告書内に記載がない場合は、外部保証の範囲および
基準
c 組織と保証の提供者の関係
d 最高ガバナンス組織や役員が、組織のサステナビリティ報告書の保証に関わっているか否か

-

ガバナンス

ガバナンスの構造と構成

4.34 ●
組織のガバナンス構造（最高ガバナンス組織の委員会を含む）。経済、環境、社会影響に関する意思
決定の責任を負う委員会

P68-76

4.35
最高ガバナンス組織から役員や他の従業員へ、経済、環境、社会テーマに関して権限委譲を行うプロ
セス

4.36
組織が、役員レベルの地位にある者を経済、環境、社会テーマの責任者として任命しているか、その地
位にある者が最高ガバナンス組織の直属となっているか否か

4.37
ステークホルダーと最高ガバナンス組織の間で、経済、環境、社会テーマについて協議するプロセス。
協議が権限移譲されている場合は、誰に委任されているか、最高ガバナンス組織へのフィードバック•
プロセスがある場合は、そのプロセス

4.38

最高ガバナンス組織およびその委員会の構成
• 執行権の有無
• 独立性
• ガバナンス組織における任期
• 構成員の他の重要な役職、コミットメントの数、およびコミットメントの性質
• ジェンダー
• 発言権の低いグループのメンバー
• 経済、環境、社会影響に関する能力
• ステークホルダーの代表

4.39
最高ガバナンス組織の議長が執行役員を兼ねているか否か（兼ねている場合は、組織の経営におけ
る役割と、そのような人事の理由）

4.40 

最高ガバナンス組織とその委員会のための指名•選出プロセス。また最高ガバナンス組織のメンバー
の指名や選出で用いられる基準
• 多様性が考慮されているか、どのように考慮されているか
• 独立性が考慮されているか、どのように考慮されているか
• 経済、環境、社会テーマに関する専門知識や経験が考慮されているか、どのように考慮されているか
• ステークホルダー（株主を含む）が関与しているか、どのように関与しているか

4.41 

最高ガバナンス組織が、利益相反が排除され、マネジメントされていることを確実にするプロセス。
ステークホルダーに対して利益相反に関する情報開示を行っているか、また最低限、次の事項を開示
しているか
• 役員会メンバーの相互就任
• サプライヤーその他ステークホルダーとの株式の持ち合い
• 支配株主の存在
• 関連当事者の情報

目的、価値、戦略の設定における最高ガバナンス組織の役割

4.42 
経済、環境、社会影響に関わる組織の目的、価値、ミッション•ステートメント、戦略、方針、および目
標、策定、承認、更新における最高ガバナンス組織と役員の役割

P68-76
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項目 指標 記載ページ GC※

最高ガバナンス組織の能力およびパフォーマンスの評価

4.43 
経済、環境、社会テーマに関する最高ガバナンス組織の集合的知見を発展•強化するために講じた
対策

P68-76

4.44 

a 最高ガバナンス組織の経済、環境、社会テーマのガバナンスに関わるパフォーマンスを評価するた
めのプロセス。当該評価の独立性が確保されているか否か、および評価の頻度。また当該評価が自
己評価であるか否か
b 最高ガバナンス組織の経済、環境、社会テーマのガバナンスに関わるパフォーマンスの評価に対応
して講じた措置。少なくとも、メンバーの変更や組織の実務慣行の変化

リスク・マネジメントにおける最高ガバナンス組織の役割

4.45 

a 経済、環境、社会影響、リスクと機会の特定、マネジメントにおける最高ガバナンス組織の役割。
デュー•デリジェンス•プロセスの実施における最高ガバナンス組織の役割
b ステークホルダーとの協議が、最高ガバナンス組織による経済、環境、社会影響、リスクと機会の特
定、マネジメントをサポートするために活用されているか否か P82-88

4.46 
組織の経済、環境、社会的テーマに関わるリスク•マネジメント•プロセスの有効性をレビューする際
に最高ガバナンス組織が負う役割

4.47 最高ガバナンス組織が実施する経済、環境、社会影響、リスクと機会のレビューを行う頻度

サステナビリティ報告における最高ガバナンス組織の役割

4.48 
組織のサステナビリティ報告書の正式なレビューや承認を行い、すべてのマテリアルな側面が取り上
げられていることを確認するための最高位の委員会または役職

P6-7,68-76

経済、環境、社会パフォーマンスの評価における最高ガバナンス組織の役割

4.49 最高ガバナンス組織に対して重大な懸念事項を通知するためのプロセス

P68-76
4.50 

最高ガバナンス組織に通知された重大な懸念事項の性質と総数、およびその対応と解決のために実
施した手段

報酬とインセンティブ

4.51 

a 最高ガバナンス組織および役員に対する報酬方針を、次の種類の報酬
• 固定報酬と変動報酬
  （パフォーマンス連動報酬、株式連動報酬、賞与、後配株式、権利確定株式）
• 契約金、採用時インセンティブの支払い
• 契約終了手当て
• クローバック
• 退職給付
b 報酬方針のパフォーマンス基準が最高ガバナンス組織および役員の経済、環境、社会目的にどのよ
うに関係しているか

P72

4.52 
報酬の決定プロセス。報酬コンサルタントが報酬の決定に関与しているか否か、また報酬コンサルタ
ントが経営陣から独立しているか否か

4.53 
報酬に関するステークホルダーの意見をどのように求め考慮しているか。該当する場合は、報酬方針
や提案に関する投票結果

4.54 
組織の重要事業所があるそれぞれの国における最高給与受給者の年間報酬総額について、同じ国の
全従業員の年間報酬総額の中央値（最高給与受給者を除く）に対する比率

4.55 
組織の重要事業所があるそれぞれの国における最高給与受給者の年間報酬総額の増加率につい
て、同じ国の全従業員の年間報酬総額の中央値（最高給与受給者を除く）の増加率に対する比率

倫理と誠実

4.56 ● 組織の価値、理念および行動基準•規範（行動規範、倫理規定など）

P1-3,77-81
4.57 

倫理的、法的行為や誠実性に関する事項について助言を与えるため組織内外に設けてある制度（電
話相談窓口）

4.58 
非倫理的あるいは違法な行為についての懸念や、組織の誠実性に関する事項の通報のために組織内
外に設けてある制度（ライン管理職による上申制度、内部告発制度、ホットラインなど）
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項目 指標 記載ページ GC※

特定標準開示項目
マネジメント手法の開示項目

4-DMA

a 側面がマテリアルである理由。当該側面をマテリアルと判断する要因となる影響
b マテリアルな側面やその影響に関する組織のマネジメント方法
c マネジメント手法の評価
• マネジメント手法の有効性を評価する仕組み
• マネジメント手法の評価結果
• マネジメント手法に関連して調整を行った場合、その内容

P6-8

カテゴリー：経済

側面：経済パフォーマンス

EC1 創出、分配した直接的経済価値 P137

EC2 気候変動によって組織の活動が受ける財務上の影響、その他のリスクと機会 -

EC3 確定給付型年金制度の組織負担の範囲 -

EC4 政府から受けた財務援助 -

側面：地域での存在感

EC5 重要事業拠点における地域最低賃金に対する標準最低給与の比率（男女別） -

EC6 重要事業拠点における、地域コミュニティから採用した上級管理職の比率 -

側面：間接的な経済影響

EC7 インフラ投資および支援サービスの展開と影響 P10-24

EC8 著しい間接的な経済影響（影響の程度を含む） -

側面：調達慣行

EＣ9 重要事業拠点における地元サプライヤーへの支出の比率 -

カテゴリー：環境

側面：原材料

EN1 使用原材料の重量または量 -

EN2 使用原材料におけるリサイクル材料の割合 -

側面：エネルギー

EN3 組織内のエネルギー消費量 P93-97

EN4 組織外のエネルギー消費量 P93-97

EN5 エネルギー原単位 P93-97

EN6 エネルギー消費の削減量 P93-97

EN7 製品およびサービスが必要とするエネルギーの削減量 P94-96

側面：水

EN8 水源別の総取水量 -

EN9 取水によって著しい影響を受ける水源 -

EN10 リサイクルおよびリユースした水の総量と比率 -

側面：生物多様性

EN11 
保護地域の内部や隣接地域または保護地域外の生物多様性価値の高い地域に所有、賃借、管理して
いる事業サイト

該当なし

EN12 
保護地域や保護地域外の生物多様性価値の高い地域において、活動、製品、サービスが生物多様性
に対して及ぼす著しい影響の記述

該当なし

EN13 保護または復元されている生息地 P117

EN14 
事業の影響を受ける地域に生息するIUCNレッドリストおよび国内保全種リスト対象の生物種の総
数。これらを絶滅危険性のレベルで分類する

-
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項目 指標 記載ページ GC※

側面：大気への排出

EN15 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1） P93-97

EN16 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2） P93-97

EN17 その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出（スコープ3） P93-97

EN18 温室効果ガス（GHG）排出原単位 P93-97

EN19 温室効果ガス（GHG）排出量の削減量 P93-97

EN20 オゾン層破壊物質（ODS）の排出量 -

EN21 NOX、SOX、およびその他の重大な大気排出 -

側面：排水および廃棄物

EN22 水質および排出先ごとの総排水量 -

EN23 種類別および処分方法別の廃棄物の総重量 P93-97

EN24 重大な漏出の総件数および漏出量 -

EN25 
バーゼル条約2付属文書Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅶに定める有害廃棄物の輸送、輸入、輸出、処理重量、および国際輸
送した廃棄物の比率

P93-97

EN26 
組織の排水や流出液により著しい影響を受ける水域ならびに関連生息地の場所、規模、保護状況お
よび生物多様性価値

-

側面：製品およびサービス

EN27 製品およびサービスによる環境影響緩和の程度 P10-24,48-57 原則8,9

EN28 使用済み製品や梱包材のリユース、リサイクル比率（区分別） -

側面：コンプライアンス

EN29 環境法規制の違反に関する高額罰金の額、罰金以外の制裁措置の件数 -

側面：輸送・移動

EN30 製品の輸送、業務に使用するその他の物品や原材料の輸送、従業員の移動から生じる著しい環境影響 P92-97 原則8

側面：環境全般

EN31 環境保護目的の総支出と総投資（種類別） -

側面：サプライヤーの環境評価

EN32 環境クライテリアにより選定した新規サプライヤーの比率 -

EN33 サプライチェーンにおける著しいマイナス環境影響（現実的、潜在的なもの）、および行った措置 -

側面：環境に関する苦情処理制度

EN34 環境影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度を通じて申立、対応、解決を行ったものの件数 -

カテゴリー：社会

サブカテゴリー：労働慣行とディーセント・ワーク

側面：雇用

LA1 従業員の新規雇用者と離職者の総数と比率（年齢、性別、地域による内訳） P104,106

LA2 派遣社員とアルバイト従業員には支給せず、正社員に支給する給付（主要事業拠点ごと） -

LA3 出産•育児休暇後の復職率と定着率（男女別） P105

側面：労使関係

LA4 業務上の変更を実施する場合の最低通知期間（労働協約で定めているか否かも含む） -

側面：労働安全衛生

LA5 
労働安全衛生プログラムについてモニタリング、助言を行う労使合同安全衛生委員会に代表を送る
母体となっている総労働力の比率

-

LA6 傷害の種類と、傷害•業務上疾病•休業日数•欠勤の比率および業務上の死亡者数（地域別、男女別） P104

LA7 業務関連の事故や疾病発症のリスクが高い労働者数 -

LA8 労働組合との正式協定に定められている安全衛生関連のテーマ -
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項目 指標 記載ページ GC※

側面：研修および教育

LA9 従業員一人あたりの年間平均研修時間（男女別、従業員区分別） P101,109

LA10 スキル•マネジメントや生涯学習のプログラムによる従業員の継続雇用と雇用終了計画の支援 P106-109

LA11 業績とキャリア開発についての定期的評価を受けている従業員の比率（男女別、従業員区分別） P106-109

側面：多様性と機会均等

LA12 
ガバナンス組織の構成と従業員区分別の内訳（性別、年齢、マイノリティーグループその他の多様性
指標別）

P68-76,
104-108

側面：男女同一報酬

LA13 女性の基本給と報酬総額の対男性比（従業員区分別、主要事業拠点別） -

側面：サプライヤーの労働慣行評価

LA14 労働慣行クライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 -

LA15 
サプライチェーンでの労働慣行に関する著しいマイナス影響（現実のもの、潜在的なもの）と実施し
た措置

-

側面：労働慣行に関する苦情処理制度

LA16 労働慣行に関する苦情で、正式な苦情処理制度により申立、対応、解決を図ったものの件数 P103

サブカテゴリー：人権

側面：投資

HR1 
重要な投資協定や契約で、人権条項を定めているもの、人権スクリーニングを受けたものの総数とそ
の比率

-

HR2
業務関連の人権側面についての方針、手順を内容とする従業員研修を行った総時間（研修を受けた
従業員の比率を含む） 

P99-103 原則1,2

側面：非差別

HR3 差別事例の総件数と実施した是正措置 -

側面：結社の自由と団体交渉

HR4 
結社の自由や団体交渉の権利行使が、侵害されたり著しいリスクにさらされているかもしれないと
特定された業務やサプライヤー、および当該権利を支援するために実施した対策

-

側面：児童労働

HR5
児童労働事例に関して著しいリスクがあると特定された業務やサプライヤー、および児童労働の効
果的な根絶のために実施した対策 

該当なし

側面：強制労働

HR6
強制労働事例に関して著しいリスクがあると特定された業務やサプライヤー、およびあらゆる形態
の強制労働を撲滅するための対策

該当なし

側面：保安慣行

HR7 業務関連の人権方針や手順について研修を受けた保安要員の比率 P101

側面：先住民の権利

HR8 先住民族の権利を侵害した事例の総件数と実施した措置 該当なし

側面：人権評価

HR9 人権レビューや影響評価の対象とした業務の総数とその比率 P99-101

側面：サプライヤーの人権評価

HR10 人権クライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 -

HR11
サプライチェーンにおける人権への著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なもの）および実施し
た措置

-

側面：人権に関する苦情処理制度

HR12 人権影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度により申立、対応、解決を図ったものの件数 P101
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項目 指標 記載ページ GC※

サブカテゴリー：社会

側面：地域コミュニティ

SO1 
事業のうち、地域コミュニティとのエンゲージメント、影響評価、コミュニティ開発プログラムを実施
したものの比率

-

SO2 地域コミュニティに著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なもの）を及ぼす事業 -

側面：腐敗防止

SO3 腐敗に関するリスク評価を行っている事業の総数と比率、特定した著しいリスク -

SO4 腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケーションと研修 P77-81 原則10

SO5 確定した腐敗事例、および実施した措置 P80

側面：公共政策

SO6 政治献金の総額（国別、受領者•受益者別） -

側面：反競争的行為

SO7 反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により法的措置を受けた事例の総件数およびその結果 -

側面：コンプライアンス

SO8 法規制への違反に対する相当額以上の罰金金額および罰金以外の制裁措置の件数 -

側面：サプライヤーの社会への影響評価

SO9 社会に及ぼす影響に関するクライテリアによりスクリーニングした新規サプライヤーの比率 -

SO10
サプライチェーンで社会に及ぼす著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的なもの）および実施し
た措置

P89-90,97

側面：社会への影響に関する苦情処理制度

SO11 社会に及ぼす影響に関する苦情で、正式な苦情処理制度に申立、対応、解決を図ったものの件数 -

サブカテゴリー：製品責任

側面：顧客の安全衛生

PR1 主要な製品やサービスで、安全衛生の影響評価を行い、改善を図っているものの比率 該当なし

PR2 
製品やサービスのライフサイクルにおいて発生した、安全衛生に関する規制および自主的規範の違
反事例の総件数（結果の種類別）

該当なし

側面：製品およびサービスのラベリング

PR3 
組織が製品およびサービスの情報とラべリングに関して手順を定めている場合、手順が適用される
製品およびサービスに関する情報の種類と、このような情報要求事項の対象となる主要な製品およ
びサービスの比率

該当なし

PR4 
製品およびサービスの情報とラベリングに関する規制ならびに自主的規範の違反事例の総件数（結
果の種類別）

該当なし

PR5 顧客満足度調査の結果 -

側面：マーケティング・コミュニケーション

PR6 販売禁止製品、係争中の製品の売上 該当なし

PR7 
マーケティング•コミュニケーション（広告、プロモーション、スポンサー活動を含む）に関する規制お
よび自主的規範の違反事例の総件数（結果の種類別）

-

側面：顧客プライバシー

PR8 顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して実証された不服申立の総件数 -

側面：コンプライアンス

PR9 製品およびサービスの提供、使用に関する法律や規制の違反に対する相当額以上の罰金金額 -



財務ハイライト

（単位： 億円）

■2014年度決算の概要
＜連結＞三井住友トラスト・ホールディングス（連結）

※1 自己資本当期純利益率
※2 1株当たり当期純利益
※3 1株当たり純資産

2013年度（A） 2014年度（B） 増減（B）－（A） 増減率
実質業務純益  2,858  3,167  308  10.8% 
経常利益  2,580  2,924  344  13.4% 
当期純利益  1,376  1,596  219  16.0% 

与信関係費用  91  193  101  110.4% 

自己資本ROE※1  7.13%  7.17%  0.04%  －
EPS※2  34円48銭  40円38銭  5円90銭  17.1% 
BPS※3  511円02銭  618円63銭  107円61銭  21.1% 

＜配当＞
2013年度（A） 2014年度（B） 増減（B）－（A）

1株当たり配当金（普通株式）  10円00銭  12円00銭  2円00銭

（注1）金額が損失または減益の項目には△を付しています。
（注2）記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しています。

＜単体＞三井住友信託銀行（単体）
2013年度（A） 2014年度（B） 増減（B）－（A） 増減率

実質業務純益  2,118  2,457  338  16.0% 
資金関連利益  2,157  2,334  176  8.2% 
手数料関連利益  1,957  2,010  53  2.7% 
特定取引利益  243  324  80  33.0% 
その他業務利益  256  272  16  6.3% 
経費  △ 2,497  △ 2,485  11  0.5% 

臨時損益等  △ 234  △ 156  77  33.2% 
経常利益  1,884  2,300  415  22.1% 
特別損益  △ 24  △ 600  △ 575  △ 2,333.2% 
当期純利益  1,160  1,305  145  12.5% 

与信関係費用  76  181  105  138.2% 

（単位： 億円）
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2014年度の連結業績につきましては、三井住友信託銀行単体における資金関連利益や手数
料関連利益の増加により、実質業務純益は前年度比308億円増益の3,167億円となりました。
また、三井住友信託銀行単体でシステム統合に伴う費用を計上した一方、与信関係費用等の
改善もあり、当期純利益は同219億円増益の1,596億円となりました。
普通株式の期末配当金につきましては、連結配当性向30%程度を目処とする配当方針に基づ

き、1株当たり6円50銭（2014年12月にお支払いしました中間配当金5円50銭を含め、この1年間
にお支払いする配当金の合計額は、前年度から2円増配の12円00銭）とさせていただきました。
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グローバルな金融サービスを提供できる海外ネットワーク

三井住友トラスト・グループの基本情報

拠点網

その他
合計 21店舗

首都圏
合計 60店舗

中部圏
合計 21店舗

関西圏
合計 30店舗

国内においては、首都圏・関西圏・中部圏を中心とするバランスの取れた店舗ネットワーク

■海外拠点
（2015年12月末現在）

国内店舗・海外ネットワーク
当グループは首都圏・関西圏・中部圏を中心とするバランスの取れた
拠点網を構築しています。また、貸出業務、資産運用・管理業務、コン
サルティング業務など、グローバルな金融サービスを提供できる海外
ネットワークも有しています。

■国内拠点数
（2015年12月末現在） 支店

コンサルプラザ・
コンサルティング
オフィス等

首都圏 60 （  45.5%） 9
関西圏 30 （  22.7%） 3
中部圏 21 （  15.9%） 0
その他 21 （  15.9%） 0
合　計 132 （100.0%） 12

［米国］
• ニューヨーク支店
• Sumitomo Mitsui Trust Bank (U.S.A.) Limited
 （銀行業務・信託業務）

［欧州］
• ロンドン支店　
• Sumitomo Mitsui Trust International Limited
 （証券業務）
• Sumitomo Mitsui Trust Bank (Luxembourg) S.A.
 （信託業務・銀行業務・証券業務）
• Sumitomo Mitsui Trust (Ireland) Limited
 （信託業務）
• Sumitomo Mitsui Trust (UK) Limited
 （信託業務）

［アジア］
• シンガポール支店　
• 上海支店　
• 香港支店
• 北京駐在員事務所　
• 北京（証券業務）駐在員事務所
• 紫金信託有限責任公司
 （信託業務）
• Sumitomo Mitsui Trust (Hong Kong) Limited
 （証券業務）
• ジャカルタ駐在員事務所
• ソウル駐在員事務所
• バンコク駐在員事務所
• Sumitomo Mitsui Trust Bank (Thai) Public Company Limited
 （銀行業務）
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三井住友トラスト・グループの基本情報

当社の概要（2015年9月末現在）

商号 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社

本店所在地 東京都千代田区丸の内1-4-1

設立日 2002年2月1日（2011年4月1日 商号変更）

主な事業内容 信託銀行を中核とする、三井住友トラスト・グループの業務執行管理型の持株会社として、

 以下（1）～（6）を主な機能としています。

　  （1） グループ経営戦略企画機能

  （2） 業務運営管理機能

  （3） 経営資源配分機能  

  （4） リスク管理統括機能

  （5） コンプライアンス統括機能

  （6） 内部監査統括機能

資本金 2,616億872万5,000円

発行済株式総数 普通株式  3,903,486千株

上場証券取引所 東京（第1部）、名古屋（第1部） 

証券コード 8309 

三井住友トラスト・グループの基本情報

格付情報（2015年12月末現在）

2015年12月発行
2016年2月　赤道原則署名に伴い89頁、102頁を修正
三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 経営企画部CSR推進室
〒100-8233 東京都千代田区丸の内1-4-1
電話 03-6256-6251　ファクス 03-3286-8741
ホームページ http://smth.jp/csr/index.html

長期 短期 財務

三井住友トラスト・ホールディングス
日本格付研究所（JCR） 　AA- ̶ ̶
格付投資情報センター（R&I） 　A ̶ ̶

三井住友信託銀行

スタンダード＆プアーズ（S&P） 　A A-1 ̶
ムーディーズ（Moody’s） 　A1 P-1 ̶
フィッチ・レーティングス（Fitch） 　A- F1    a-※

日本格付研究所（JCR） 　AA- ̶ ̶
格付投資情報センター（R&I） 　A+ a-1 ̶

※ 存続性格付を記載





三井住友トラスト・ホールディングス「2015 CSRレポート」アンケート

 本レポート全体について、どのようにお感じになりましたか？
 ● 内容 □ 充実している □ 普通 □ もの足りない
 ● 分かりやすさ □ 分かりやすい □ 普通 □ 分かりにくい

 本レポートにある三井住友トラスト・グループのCSRへの取り組みについてどう思われましたか？
 □ 十分評価できる □ 評価できる □ 普通 □ あまり評価できない □ 評価できない

 本レポートで印象に残ったもの、関心を持たれたものはどの項目でしょうか？（いくつでもお選びください）
 ● □ 編集方針／共通価値を創造するCSR
  □ 三井住友トラスト・グループの社会的責任に関する基本方針（サステナビリティ方針）
  □ トップコミットメント  □ 三井住友トラスト・グループのマテリアリティの特定と共通価値創造に向けた取り組み
 ● サステナビリティ方針1   
  □ 金融機能を生かした気候変動問題への対応 □ 金融機能を生かした自然資本に関する取り組み
  □ 金融機能を生かした超高齢社会問題への対応 □ 信託機能等を活用したさまざまなソリューション
  □ 資産運用業務におけるESG課題への取り組み □ 不動産業務におけるESG課題への取り組み
 ● サステナビリティ方針２   
  □ 顧客保護等管理   □ 安全な金融商品・サービスの提供
 ● サステナビリティ方針３
  □ コーポレートガバナンス  □ コンプライアンス・公正な事業遂行
  □ リスク管理   □ CSR調達（調達における環境・社会配慮）
  □ プロジェクトファイナンスにおける環境・社会への配慮
 ● サステナビリティ方針４
  □ 環境負荷低減に向けた取り組み
 ● サステナビリティ方針５
  □ 人権と三井住友トラスト・グループ □ 雇用状況・労働環境
  □ ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて □ 企業価値向上のための人的資本の維持・向上
 ● サステナビリティ方針６
  □ With You活動推進の取り組み □ エコロジカル・ネットワーク形成のための活動
  □ ナショナル・トラスト支援活動 □ ESDプロジェクト
  □ ISAKを通じたインドの子どもたちへの教育支援 □ グループ会社におけるCSR活動 
  □ 東日本大震災復興応援の取り組み

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社  経営企画部CSR推進室 行

FAX 03-3286-8741
（当社ホームページからでもアンケートにお答えいただけます。下記のURLからご回答ください）

http://smth.jp/csr/report/index.html

Q 1

Q 2

Q 3

Q 4

Q 5

 本レポートについて、良い点、改善すべき点など、ご意見・ご感想をお聞かせください。

 本レポートをどのような立場でお読みになりましたか？
 □ 個人のお客さま □ 法人のお客さま □ 株主・投資家 □ 企業のCSR担当者
 □ 研究・教育関係者 □ NPO・NGO職員 □ 報道関係者 □ 政府・行政関係者
 □ 学生 □ 三井住友トラスト・グループの社員 □ その他（　　　　　　　　） 
 
ご協力ありがとうございました。お差し支えない範囲で、ご記入をお願い致します。
お名前：  ご職業・ご勤務先：
ご住所：〒
お電話番号：

このアンケートは、CSRレポートの一層の充実を目指して実施しており、それ以外の目的でご記入いただいた個人情報を使用することはありません。
当社は個人情報の適正な管理に努めています。
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